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令和元年 10月 25 日発行 
（毎月 1 回 25 日）通巻836号 

背 5mm表 4

一般社団法人 日本建設機械施工協会

技術報文 ● VR技術を用いた災害情報の共有
● 土砂災害警戒避難のための線状降水帯等の自動抽出システム
● リアルタイム浸水予測情報の活用
● 堤体盛土工事におけるICT建設機械の活用とその課題
● 大規模崩壊斜面における対策工とCIMの実施　他

巻頭言　防災の本質は命を守ること
平成 30 年の土砂災害行政情報 建造物解体現場における高強度繊維織物

を利用した飛散防止シートの開発
投稿論文

● 令和元年度 主要建設資材需要見通し
● 令和元年度 建設投資見通し

統　　計

2019

特集特集

令和元年10月25日発行（毎月1回25日）　Vol.71  No.10 （No.836） ISSN　2187－851Ｘ

一般社団法人

日本建設機械施工協会誌（Journal of JCMA）

建設機械施工建設機械施工
   Vol.71  No.10  October 2019（通巻836号）

熊本地震発生直後
　阿蘇大橋地区土砂崩落直後の現場状況

土留盛土工完了状況（上下2段）
　土留盛土上部進入路工施工中

阿蘇大橋地区斜面対策工事
恒久対策工事

　緩斜面部土留工施工中

2016年4月16日 2017年4月14日 2019年9月19日

防災，災害対応，復旧
復興，国土強靭化
防災，災害対応，復旧
復興，国土強靭化
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1 商品名
日本建設機械要覧2019

電子書籍（PDF）版
建設機械スペック一覧表、

電子書籍（PDF）版

2 形態 電子書籍（PDF） 電子書籍（PDF）

3 閲覧
Web上で閲覧

パソコン、タブレット、
スマートフォンからアクセス

Web上で閲覧
パソコン、タブレット、

スマートフォンからアクセス

4 内容 要覧全頁 spec一覧表

5 改訂 3年毎 3年毎

6 新機種情報 要覧クラブで対応 要覧クラブで対応

7 検索機能 1.単語検索 1.単語検索

8

附属機能
注）タブレット・ス

マートフォンは、
一部機能が使え
ません。

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 
・ペン機能　・目次からのリンク　・各
章ごと目次からのリンク　・索引からの
リンク　・メーカHPへのリンク

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 
・ペン機能　・メーカHPへのリンク

9
予定販売
価格

（円・税込）

会員 55,000（3年間） 49,500（3年間）

非会員 66,000（3年間） 60,500（3年間）

10 利用期間 3年間 3年間

11 同時ログイン 3台 3台

12 認証方法 ID＋パスワード ID＋パスワード

13 購入方法 WEB上にて申込み（HP参照下さい） WEB上にて申込み（HP参照下さい）

お問合せ先：業務部　鈴木英隆　TEL：03-3433-1501　E-mail：suzuki@jcmanet.or.jp

令和元年6月

一般社団法人日本建設機械施工協会

　当協会では、国内における建設機械を網羅した『日本建設機械要覧』を2019年3月に刊行し、現場技術者の

工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械のデータ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　このたびこの建設機械要覧に関して更に便利に活用いただくよう新たに次の2種類の電子書籍（PDF）版を発

売いたしますので、ここにご案内申し上げます。

　是非とも活用いただきたく、お願い申し上げます。

発売時期

令和元年5月　HP：http://www.jcmanet.or.jp/

Webサイト　要覧クラブ

　2019年版日本建設機械要覧およびスペック一覧表電

子書籍（PDF）版購入の方への特典として、当協会が運

営するWebサイト（要覧クラブ）上において2001年版

から、2016年版日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及び

ダウンロードできます。これによって2019年版を含め

ると1998年から2018年までの建設機械データが活用

いただけます。

　また、同じ要覧クラブ上で新機種情報も閲覧およびダ

ウンロードできます。

様々な環境で閲覧できます。

タブレット、スマートフォンで外出先でもデータ

にアクセスできます。

2019年版

日本建設機械要覧電子書籍（PDF）版
発売通知
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　本協会では、国内における建設機械の実態を網羅した『日本建設機械要覧』を1950
年より3年ごとに刊行し、現場技術者の工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械の
データ収集等に活用頂き、好評を頂いております。
　本書は、専門家で構成する編集委員会の審査に基づき、良好な使用実績を示した国産
および輸入の各種建設機械、作業船、工事用機械等を選択して写真、図面等のほか、主
要緒元、性能、特長等の技術的事項、データを網羅しております。購読者の方々には欠
かすことのできない実務必携書となるものと確信しております。

　2019年版日本建設機械要覧購入の方への特典として、当協会が運営するWebサイト
（要覧クラブ）上において2001年版から2016年版までの全ての日本建設機械要覧の
PDF版が閲覧及びダウンロードできます。これによって2019年版を含めると1998年か
ら2018年までの建設機械データが活用いただけます。
 なお同じ要覧クラブ上で2019年版要覧以降発売された新機種情報もご覧いただけます。

・B5判、約1,276頁／写真、図面多数／表紙特製

・2016年版より外観を大幅に刷新しました。

2019年版

発売のご案内

2019年版　内容

・ブルドーザおよびスクレーパ

・掘削機械

・積込機械

・運搬機械

・クレーン、インクラインおよび

ウインチ

・基礎工事機械

・せん孔機械およびブレーカ

・トンネル掘削機および設備機械

・骨材生産機械

・環境保全およびリサイクル機械

・コンクリート機械

・モータグレーダ、路盤機械

および締固め機械

・舗装機械

・維持修繕・災害対策用機械

および除雪機械

・作業船

・ICT建機、ICT機器　

　　　　　　　（新規）

・高所作業車、エレベータ、

リフトアップ工法、横引き工法

および新建築生産システム

・空気圧縮機、送風機およびポンプ

・原動機および発電・変電設備等

・建設ロボット

・WJ工法、CSG工法、タイヤ、

ワイヤロープ、燃料油、潤滑剤

および作動油、検査機器等

平成31年3月

発 刊 日

一般価格　53,900円（本体49,000円）

会員価格　45,100円（本体41,000円）

（注）送料は1冊900円（複数冊の場合別途）

価　　格（消費税10％含む）
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一般社団法人日本建設機械施工協会　発行図書一覧表（令和元年 10月現在）

№ 発行年月 図　　　　書　　　　名 一般価格
（税込）

会員価格
（税込） 送料

 1 R 元年 9月 大口径岩盤削孔工法の積算　令和元年度版 6,600  5,610  700
  2 R 元年 6月 日本建設機械要覧 2019 年電子書籍（PDF）版 66,000  55,000  －
  3 R 元年 6月 建設機械スペック一覧表 2019 年電子書籍（PDF）版 60,500  49,500  －
  4 R 元年 5月 橋梁架設工事の積算　令和元年度版 11,000  9,350  900
  5 R 元年 5月 令和元年度版　建設機械等損料表 8,800  7,480  700
  6 H31 年 3 月 日本建設機械要覧　2019 年版 53,900  45,100  900
  7 H30 年 8 月 消融雪設備点検・整備ハンドブック 13,200  11,000  700
  8 H30 年 5 月 よくわかる建設機械と損料  2018 6,600  5,610  700
  9 H30 年 5 月 大口径岩盤削孔工法の積算　平成 30 年度版 6,600  5,610  700
10 H30 年 5 月 橋梁架設工事の積算　平成 30 年度版 11,000  9,350  900
11 H30 年 5 月 平成 30 年度版　建設機械等損料表 8,800 7,480 700
12 H29 年 4 月 ICTを活用した建設技術（情報化施工） 1,320  1,100  700
13 H28 年 9 月 道路除雪オペレータの手引 3,850  3,080 700
14 H28 年 5 月 よくわかる建設機械と損料 2016 6,600  5,610  700
15 H28 年 5 月 大口径岩盤削孔工法の積算　平成 28 年度版 6,600  5,610  700
16 H26 年 3 月 情報化施工デジタルガイドブック【DVD版】 2,200  1,980  700
17 H25 年 6 月 機械除草安全作業の手引き 990  880  250
18 H23 年 4 月 建設機械施工ハンドブック　（改訂 4版） 6,600  5,604  700
19 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷　　 3,300  700
20 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷【CD】 3,300  250
21 H22 年 7 月 情報化施工の実務 2,200  1,885  700
22 H21 年 11 月 情報化施工ガイドブック 2009 2,420  2,200  700
23 H20 年 6 月 写真でたどる建設機械 200 年 3,080  2,608  700
24 H19 年 12 月 除雪機械技術ハンドブック 3,143  700
25 H18 年 2 月 建設機械施工安全技術指針・指針本文とその解説 3,520  2,933  700
26 H17 年 9 月 建設機械ポケットブック　（除雪機械編）※ 1,048  250
27 H16 年 12 月 2005 「除雪・防雪ハンドブック」 （除雪編）※ 5,238  250
28 H15 年 7 月 道路管理施設等設計指針（案）道路管理施設等設計要領（案）※ 3,520 250
29 H15 年 7 月 建設施工における地球温暖化対策の手引き　 1,650  1,540  700
30 H15 年 6 月 道路機械設備 遠隔操作監視技術マニュアル（案） 1,980  700
31 H15 年 6 月 機械設備点検整備共通仕様書（案）・機械設備点検整備特記仕様書作成要領（案） 1,980  700
32 H15 年 6 月 地球温暖化対策　省エネ運転マニュアル  550 250
33 H13 年 2 月 建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック（第 3版） 6,600  6,160  700
34 H12 年 3 月 移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニュアル（第 2版） 2,724  2,410  700
35 H11 年 10 月 機械工事施工ハンドブック　平成 11 年度版 8,360  700
36 H11 年 5 月 建設機械化の 50 年 4,400  700
37 H11 年 4 月 建設機械図鑑 2,750  700
38 H10 年 3 月 大型建設機械の分解輸送マニュアル※ 3,960  3,520  250
39 H9 年 5 月 建設機械用語集 2,200  1,980  700
40 H6 年 8 月 ジオスペースの開発と建設機械 8,382  7,857  700
41 H6 年 4 月 建設作業振動対策マニュアル 6,286  5,657  700
42 H3 年 4 月 最近の軟弱地盤工法と施工例 10,266  9,742  700
43 Ｓ 63 年 3 月 新編　防雪工学ハンドブック【POD版】 11,000  9,900  700
44 Ｓ 60 年 1 月 建設工事に伴う濁水対策ハンドブック※ 6,600  250
45 建設機械履歴簿  419  250

46 毎月　25 日 建設機械施工【H25.6 月号より図書名変更】 880  792  700
定期購読料　年12冊　9,408円（税・送料込）

購入のお申し込みは当協会HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄の「ご購入方法」から「図書購入申込書」をプリ
ントアウトし，必要事項をご記入のうえ，FAXしてください。
※については当協会HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄をご参照ください。

消費税 10％



特　　集
防災，災害対応，復旧，復興，
国土強靭化

巻頭言 4 防災の本質は命を守ること
技術や情報が真に人々の中で活かされるために
海堀　正博　�広島大学大学院　総合科学研究科　教授

行政情報 5 平成 30 年の土砂災害
安藤　詳平　�国土交通省　水管理・国土保全局　保全課　課長補佐

特集・�
技術報文

9 VR 技術を用いた災害情報の共有
房前　和朋　�国土交通省　九州地方整備局　九州技術事務所（併任）（災害対策マネジメント室　課長補佐）

15 土砂災害警戒避難のための線状降水帯等の自動抽出システム
野村　康裕　�国土交通省　国土技術政策総合研究所　土砂災害研究部　土砂災害研究室　主任研究官
中谷　洋明　�国土交通省　国土技術政策総合研究所　土砂災害研究部　土砂災害研究室長

20 リアルタイム浸水予測情報の活用
都市域における浸水被害の防止・低減に向けて
瀬能　真一　�国土交通省　国土技術政策総合研究所　河川研究部　水害研究室　研究官
板垣　　修　�国土交通省　国土技術政策総合研究所　河川研究部　水害研究室　室長

28 リアルタイム津波浸水被害予測システムの開発と運用
鈴木　崇之　�国際航業㈱　防災環境事業部　防災ソリューション部　災害解析ソリューショングループ
田野邊　睦　�国際航業㈱　防災環境事業部　防災ソリューション部　災害解析ソリューショングループ
村嶋　陽一　�国際航業㈱　防災環境事業部　事業部長

32 鉄筋コンクリート構造物用の大地震対応 TMD の開発
セミアクティブ制御により建物の振動周期の変動に対応
中井　　武　�鹿島建設㈱　建築設計本部　構造設計統括グループ　チーフ
栗野　治彦　�鹿島建設㈱　建築設計本部　構造設計統括グループ　統括グループリーダー，博士（工学）

37 超硬質地盤に適応した深層混合処理工法の開発
CI-CMC-HG 工法
田中　肇一　�㈱不動テトラ　地盤事業本部　開発部　施工機械課　課長
伊藤　竹史　�㈱不動テトラ　地盤事業本部　技術部　技術企画課　課長
武田　尚也　�㈱不動テトラ　地盤事業本部　技術部　技術企画課

41 災害対応の役割も果たす海底ケーブル敷設船「きずな」
伊藤　　環　�NTTワールドエンジニアリングマリン㈱　企画総務部　部長

48 堤体盛土工事における ICT 建設機械の活用とその課題
藤木　栄治　�大成建設㈱　東北支店土木部　工事課長
鵜飼　泰希　�大成建設㈱　東北支店土木部　作業所長

54 大規模崩壊斜面における対策工と CIM の実施
阿蘇大橋地区斜面対策工事における「のり面 CIM」の開発と適用
石濱　茂崇　�㈱熊谷組　土木事業部　土木設計部　地質グループ　グループ課長
江口　秀典　�国土交通省　九州地方整備局　副所長
山上　直人　�国土交通省　九州地方整備局　課長

59 大槌町復興事業におけるまちのデザイン
平井　一男　�㈱東京建設コンサルタント　地域環境事業本部　流域文化部　グループ長

目　　次

http://www.jcmanet.or.jp/
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66 熊本市民病院再建事業の早期開業に向けた工期短縮の取り組
み事例
中村　敦史　�㈱大林組　九州支店　建築工事部　生産技術課　課長

投稿論文 71 建造物解体現場における高強度繊維織物を利用した飛散防止
シートの開発
立山　耕平�　立命館大学　助教　理工学部機械工学科
清酒　芳夫�　㈱大林組
上條　宏明�　㈱大林組
山田　浩之�　防衛大学校　准教授　システム工学群機械工学科

交流のひろば 79 女性目線を活用した中小建設業者の強靭化
～なでしこ BC 連携～
大山　浩治　�㈱井上組　常務執行役　営業兼企画統括
古江　早苗　�天野産業㈱　総務部　課長　BCM 推進チームリーダー
佐藤　佳世　�㈱北岡組　営業部　働き方改革推進室　室長

ずいそう 83 定年後の生活と趣味
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◇表紙写真説明◇

阿蘇大橋地区斜面防災対策工事
写真提供：国土交通省 九州地方整備局 熊本復興事務所

平成 28 年 4 月の熊本地震により，阿蘇大橋地区では大規模な斜面崩壊が発生し，周辺一帯は壊滅的
な被害を受けた。この災害に対して緊急的な対策が国土交通省九州地方整備局により講じられ，㈱熊谷
組が，建設 ICT や無人化施工，遠隔操作などを駆使しながら，土留盛土工やラウンディング，斜面安
定工等の様々な斜面対策工事を施工中である。
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大和機工㈱…………………… 表紙 3
【マ】
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㈱三井三池製作所…………… 表紙 3
 【ヤ】 
吉永機械㈱…………………… 後付 2
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巻頭言

防災の本質は命を守ること
技術や情報が真に人々の中で活かされるために

海　堀　正　博

広島県は土砂災害危険箇所が日本で一番多いところ
として知られている。その意味は土砂災害の素因が一
番多いということであり，実際の土石流発生数や災害
の発生頻度が一番多いという意味ではない。ふだん雨
が多くない地域であることから崩れやすい物質がその
まま斜面に大量に残されているのだが，一般の人々に
は災害の起きないところという意識が形成されやす
く，危険なところに生活場が近づく傾向にある。その
結果，崩壊や土石流等により人家に被害の出そうな場
所として認定される土砂災害危険箇所が非常に多く
なってしまうのである。
1999 年 6 月 29 日には，270 mm程度の雨により 32

人の死者の出る災害が発生した。当時はまだハザード
マップが公開されていなかった。そのため，住民に危
険箇所を伝えていないことが犠牲者の多く出た原因と
され，翌年以降のハザードマップ等の公開につながっ
た。また，インターネットを使った防災情報の伝達シ
ステムも始まり，広島県内の約 290 の雨量観測所の毎
正時の観測データが 1時間ごとに公表されるように
なった。また，全国的には 2000 年に土砂災害防止法
が制定され，翌年から施行され始めた。これによって
がけ崩れや土石流等による土砂災害の発生危険のある
エリアが示され，特に，著しい被害の想定される土砂
災害特別警戒区域（レッドゾーン）の範囲内での居住
制限・建築制限により知らぬ間にそのような危険度の
高いところに住んでしまうことがなくなるように期待
された。すでに住んでいる人にも，その位置での土砂
災害の危険を周知することにより自主的・自発的な警
戒・避難行動に結びつけてもらうことも期待された。
もちろん，ソフト対策だけでなく，砂防堰堤などによ
るハード対策も進められてきた。
しかし，2014 年 8 月 20 日未明，3 時間足らずで最

大 239 mmという強雨により，広島市のごく一部のエ
リアで 77 人の死者を出す大災害が発生してしまった。
安佐南区の被災地域では，土砂災害危険箇所図は公開

されていたが，土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒
区域図はまだ公開されていなかった。住民には事前に
土石流の発生可能性や土砂災害危険箇所図の存在自体
が知られておらず，自主的な警戒・避難にはつながら
なかった。当時は，自治体からの避難勧告等の発令が
土砂災害発生後になったことがより著しい被害の拡大
につながったと解釈された。そのため，それ以後は避
難勧告等の早期の発令につながる改善に力が注がれ
た。また，土砂災害警戒区域図等については急ピッチ
で指定作業が完了できるように改善が図られた。
しかし，2018 年 7 月 6 日夜，前日から続く雨の影
響下で一時的に強雨になったことにより，崩壊や土石
流等が集中発生し，広島県内だけで 140 人を超える犠
牲者（2019 年 9 月 15 日時点）の出る大災害となって
しまった。この災害においては，人的犠牲者の出たす
べての地域で土砂災害警戒情報が発表されていたこ
と，すでに 7月 5日の段階から異常な豪雨への警戒を
促す気象情報の発表，自治体からの避難に関する準備
や勧告等の情報がほぼ事前に発令されていたこと，ま
た，ハザードマップ等の周知もなされていたわけだが，
結果的には平成に入って最大の被害を出す風水害と
なってしまった。
防災とは命を守ることである。災害発生前には未然
防止のための防災，発生時には被害の拡大防止と減災
のための防災，発生後には被災した人々や地域が助
かった命を大切にしながら再び前向きに歩み出し，次
の災害に備えられるように手助けする復旧・復興のた
めの防災，という 3つの柱で成り立っている。防災の
ためのソフト対策・ハード対策とともに，まちづくり
や地域の活性，自然や環境の保護・保全，子どもたち
の教育や人材育成などが総合的にうまく組み合わさる
ことにより，はじめて魅力的で災害にも強い地域づく
りにつながるのである。みんなが相互に得意なところ
から支え合うことができる環境を目指したい。
─かいぼり　まさひろ　広島大学大学院　総合科学研究科　教授─
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行政情報

平成 30 年の土砂災害

安　藤　詳　平

平成 30 年に発生した土砂災害は 3,459 件であり，集計を開始した昭和 57 年以降最多件数を記録した。
国土交通省における土砂災害の発生状況の調査には，衛星画像や航空写真の活用のほか，ヘリによる上空
からの調査，UAVの活用も含めた地上からの調査を行っている。土砂災害が発生した箇所については，
地方公共団体などにより大型土嚢や強靱ワイヤーネットなどを活用した応急対策が行われ，その後災害関
連緊急砂防事業等により緊急的な砂防堰堤等の整備が行われている。本稿では平成 30 年の土砂災害発生
状況およびその対応について以上の観点から紹介する。
キーワード：土砂災害，土石流，地すべり，がけ崩れ，災害関連事業

1．はじめに

まず土砂災害という現象とその対策工について概要
を紹介する。国土交通省では昭和 57 年以降，都道府
県砂防担当部局からの報告を基に土砂災害の発生件数
を毎年集計しており，平均すると毎年 1,000 件以上も
の土砂災害が発生している。土砂災害の形態は大きく
分けて 3種類あり，土石流，地すべり，がけ崩れであ
る。土石流は，山腹や川底の石や土砂が長雨や集中豪
雨などによって一気に下流へと押し流されるものであ
り，その流れの速さは規模によって異なるが，時速
20 ～ 40 kmという速度で一瞬のうちに人家や畑など
を壊滅させる。また，火山噴火によっても，大量の火
山灰が降下し，これが渓流内に堆積することで，降雨
に伴い土石流が発生しやすくなる。地すべりは，斜面
の一部あるいは全部が地下水の影響と重力によって
ゆっくりと斜面下方に移動する現象のことであり，一
般的に移動土塊量が大きいため，甚大な被害を及ぼ
す。また，一旦動き出すとこれを完全に停止させるこ
とは困難であり，日本では地質的にぜい弱であること
に加えて梅雨あるいは台風などの豪雨により発生して
いる。がけ崩れは，地中にしみ込んだ水分が土の抵抗
力を弱め，雨や地震などの影響によって急激に斜面が
崩れ落ちることであり，突然起きるため，人家の近く
で起きると逃げ遅れる人も多い。
このほか，山崩れ ･崖崩れなどの斜面崩壊のうち，

すべり面が表層崩壊よりも深部で発生し，表土層だけ
でなく深層の地盤までもが崩壊土塊となる比較的規模

の大きな崩壊現象である深層崩壊や，この深層崩壊な
どに伴い土砂が渓流内に堆積し，水の流れをせき止め
てしまう河道閉塞のような現象もある。また，近年で
は豪雨により上流域から流出した多量の土砂が谷出口
より下流の河道で堆積することにより，河床上昇・河
道埋塞が引き起こされ，土砂と泥水の氾濫が発生する
現象である土砂・洪水氾濫も頻発している。平成 29
年九州北部豪雨における赤谷川流域や平成 30 年 7 月
豪雨における呉市天応地区の大屋大川などではこのよ
うな現象が発生している（写真─ 1）。なお，土砂災
害の件数を集計する際には，道路法面やそれに準ずる
もの，宅地造成に伴う斜面については含めていない。
土砂災害への対策としては，主として都道府県砂防
担当部局が対策工事を担っており，土石流対策として
は砂防堰堤などの整備，地すべり対策としては集水井
工などの整備，がけ崩れ対策としては法枠工などの整

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化

写真─ 1　土砂・洪水氾濫被害（平成 30年 7月豪雨呉市天応地区）
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備をそれぞれ，砂防事業，地すべり対策事業，急傾斜
地崩壊対策事業として実施しているところである。採
択要件を満たせば，国による財政的支援を行ってい
る。また，特に荒廃が進んだ流域や大規模な土砂災害
が発生した地域などにおいては，国による直轄事業を
実施している。

2．平成 30年の土砂災害発生状況

平成 30 年に発生した土砂災害は 3,459 件（内訳：
土石流等 985 件，地すべり 131 件，がけ崩れ 2,343 件）
であり，集計を開始した昭和 57 年以降最多件数を記
録した（図─ 1）。これは，長崎水害が発生した昭和
57 年の 2,007 件や，新潟県中越地震が発生した平成
16 年の 2,537 件を超える記録である（図─ 2）。それ
までの毎年の平均発生件数は 1,015 件であることか
ら，平均の約 3.4 倍を記録したことになる。
特に発生が多かったのが 7月豪雨に伴う土砂災害で

あり，2,581 件を記録した。これは全体の 75％を占め
る割合である。7月豪雨に伴う土砂災害を都道府県別
に見てみると，広島県が 1,242 件で最多，次いで愛媛
県の 413 件，このほか山口県，高知県，福岡県と続い
ているなど，西日本を中心に土砂災害が多く発生した
ことがわかる。

また，9月6日に発生した北海道胆振東部地震では，
厚真町吉野地区において大規模ながけ崩れが発生し，
19 名の方が犠牲になる土砂災害が発生した。このほ
かにも厚真町富里地区においては，がけ崩れにより浄
水場が被災し，広域的に断水が発生するなど，住民生
活に多大なる影響与える状況となったほか，同じく厚
真町内を流れる日高幌内川において大規模な河道閉塞
が発生するなど，全部で 227 件もの土砂災害が発生し
た。
このほかにも，積雪・融雪期に新潟県などにおいて
地すべりやがけ崩れが 43 件，台風 24 号により宮崎県
などにおいて 175 件の土砂災害が発生した。

3．土砂災害への対応

土砂災害はまずどこで発生しているか情報を把握す
ることが第一に必要となるが，土砂災害は山間部で発
生すると，発生直後に情報が入らないこともある。そ
のため国土交通省では，迅速に土砂災害発生状況を把
握するため，衛星画像や航空写真を活用し，大規模な
土砂災害発生可能性箇所の抽出を行うことで，優先的
にヘリ調査を行う地域を選定し，そのうえで天候が回
復次第，地方整備局等によりヘリ調査を行っている。
7月豪雨や北海道胆振東部地震の際にもこのような対
応が行われた（写真─ 2）。また，地上からは TEC-
FORCE（緊急災害対策派遣隊）が土砂災害発生箇所
調査を行い，各箇所の不安定土砂の状況や，対策の必
要性検討の基礎情報を整理し，関係地方公共団体へ報
告する（写真─ 3）。このほか，国土交通省では，土
砂災害専門家（TEC-FORCE 高度技術指導班）を派
遣し，二次災害の危険性や応急対策工についての技術
的助言を行っている。これを受け，地方公共団体では
大型土嚢等による応急的な流路整備や強靱ワイヤー

図─ 1　平成 30年の土砂災害

図─ 2　土砂災害発生件数の推移 写真─ 2　ヘリ調査状況
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ネット設置などによる応急対策の実施により安全性確
保などの取組が行われている（図─ 3）。
「はじめに」でご紹介したように，砂防関係事業は
主として都道府県によって行われており，国土交通省
では防災・安全交付金などにより財政的に事業の実施
を支援しているところであるが，事前の予防的な対策
だけでなく，土砂災害が発生し，土砂の崩壊等の危険
な状況に緊急的に対処するための砂防堰堤等を整備す
る場合においても，災害関連緊急事業として採択し，
緊急的な砂防工事への支援をしているところである。
平成 30 年度に都道府県が実施する災害関連緊急事

業について，国土交通省では砂防事業 157 箇所（事業
費約 425 億円），地すべり対策事業 16 箇所（事業費約
45 億円），急傾斜地崩壊対策事業 61 箇所（事業費約
76 億円）を採択した（図─ 4）。さらに 7月豪雨では，
その被災の甚大さから，内閣府において「激甚災害に
対処するための特別の財政援助等に関する法律」に基
づく激甚災害指定が行われたが，このような場合，国
土交通省では，がけ崩れ発生箇所への支援をさらに手
厚く支援する制度を設けており，小規模であっても地
域防災上重要な箇所の復旧のためであれば，市町村が
実施するがけ崩れ防止工事についても特別に財政支援
を行うこととしている。これも平成 30 年度において
は，全国で 168 箇所（事業費約 59 億円）を採択し，

支援しているところである。
現在，災害関連事業の採択を受けた現場では，地方
公共団体により鋭意砂防堰堤等の整備が進められてい
るところではあるが，不安定土砂に対する応急的な対
策のみならず，再度災害防止のため万全を期すため，
特に被災が激しかった箇所については，災害発生年度
の災害関連事業のみならず，砂防激甚災害対策特別緊
急事業などにより，集中的・重点的な対策の実施を財
政支援しているところであり，令和元年度から広島県
と愛媛県において，砂防激甚災害対策特別緊急事業が
実施されることとなった。
直轄においても災害関連事業を実施しており，7月
豪雨における土砂災害については，中国地方整備局や
四国地方整備局などにおいて砂防堰堤等の整備，北海
道胆振東部地震における土砂災害については，北海道
開発局において，河道閉塞への対応として緊急的な水
路工等の整備に着手するなどの工事が行われていると
ころである（図─ 5）。

写真─ 3　地上調査状況

図─ 3　応急対策実施状況

図─ 4　平成 30年度災害関連緊急砂防事業等採択状況

図─ 5　北海道胆振東部地震への対応（直轄）砂防
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4．先進技術の積極導入

上記で説明したように，国土交通省では土砂災害発
生状況の調査について，ヘリによる上空からの調査の
ほか，地上からの調査を行っているが，渓流への進入
が困難な場合や危険な状況が生じている場合，また，
崩壊等の発生を確認しても崩壊事象全体が把握しにく
い場合がある。このような場合にはUAVを活用し，安
全かつ効果的な調査を実施することを可能としている。
実際，7 月豪雨では国土交通省により多数の TEC-
FORCE が現地調査を行い，UAVを活用した調査が
実施された。更に今後は，このような災害発生時の活
用に限らず，砂防堰堤等の点検への活用も想定してお
り，現在，技術の現場実証を行っているところである。
国土交通省では，建設現場の生産性向上を図る

i-Construction の取組において，3 次元モデルを活用
し社会資本の整備，管理を行う CIMの導入を進めて
おり，「CIM導入ガイドライン（案）」の策定がされ
ているところである。砂防関係では既に地すべり編が
公表されているところであるが，地すべりは地質調査
等からすべり面深度や地下水面等の地中の情報を評
価・検討したうえで，すべり面や地下水面等の地中の
情報と地すべり防止施設の 3次元的な位置関係を適切
に把握し設計・施工する必要があるため，CIMの活
用により 3次元的な位置関係が視覚化され，地すべり
災害における機構解明や対策工事の検討の際に今後効
果を発揮するものと考えている。

5．おわりに

国土交通省では災害発生後の調査から対策の実施と
いう一連の流れで都道府県の支援や，状況により国の
直轄事業に着手するなどの対応を実施してきていると
ころではあるが，土砂災害発生後は，次期降雨により
二次災害が懸念される状況が生じることから，これら
危険な箇所への応急対策の迅速性が今般求められてお
り，更なる国と地方公共団体との連携が必要となって

いると考えられる。また，そのような危険な状況に対
しては，ハード対策に限らず，気象警報などを活用し
た警戒避難があわせて実施されることが不可欠であ
り，都道府県に限らず避難勧告等の権限を有する市町
村との連携も必要になっている。
このように，平成 30 年の土砂災害は近年まれに見
る発生規模の災害となり，災害対応では砂防担当部局
が対策を実施してきているところであるが，このよう
な災害を未然に防ぐための取組も推進する必要があ
り，政府全体で推し進めている「防災・減災，国土強
靱化のための 3か年緊急対策」においては，「インフラ・
ライフライン対策」や「円滑な避難の確保対策」など，
緊急的に実施すべきメニューを設定し，平成 30 年度
から集中的に土砂災害対策を実施しているところであ
る（図─ 6）。今回は多くの土砂災害が発生したが，
その一方で土石流などを砂防堰堤が人家の手前で止め
るなどの効果を発揮した施設も確認されており，これ
らについても広く国民に理解を頂き，砂防関係事業の
更なる推進を期待したい。
 

［筆者紹介］
安藤　詳平（あんどう　しょうへい）
国土交通省
水管理・国土保全局　保全課
課長補佐

図─ 6　防災・減災，国土強靱化のための 3か年緊急対策（砂防関係）
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VR 技術を用いた災害情報の共有

房　前　和　朋

VRとは「Virtual Reality（バーチャル・リアリティー）」の略で，日本語では「仮想現実」とも言われ
ている。VRの特徴はその名前の通り「目の前にある現実とは違う任意の作られた現実を体験できる」こ
とである。様々な分野でVRの活用が進められているが，建設分野は今後労働力の確保が大きな課題とな
るため，VRの活用による業務の効率化や労働環境の改善は大きな意味がある。特に災害現場は安全面や
衛生面，移動手段の確保等の多くの課題があるが，VRを用いて災害現場を「疑似体験」することで，何
のリスクもなく瞬時に災害現場の情報を多人数で共有することができる。本稿では九州地方整備局におけ
るVRの技術開発についての取り組みを，主に災害に関連した事例について紹介する。
キーワード：  VR，360°カメラ，クラウド，物理エンジン，ゲームエンジン

1．はじめに

VRとは「遠く離れた場所の出来事」や「コンピュー
タ上に作られた世界」をあたかも現実のように知覚さ
せるシステムである。
2000 年代の初めから軍事訓練などに使用されてい

たが，人間を「別の場所にいる」ように錯覚させるに
は不十分であった。
ところが 2016 年にソニー，サムソン等 IT大手企業
が VR市場に参入し，現在では Facebook，Google，
Microsoft，Apple 等，多くの企業が VR 市場に参入
している。莫大な投資が継続して行われることや，こ
れらの参入企業が保有するAI，クラウド，ビッグデー
タ，IoT 等の技術と融合することで急速に技術が発達
している。

2．他分野における VRの活用

（1）報道分野
NHK等ではVRを用いたニュース報道が行われて

いる。インターネットの「NHKVR/AR」では，「全
校児童が津波で避難した小学校」等をVR（360°静止
画・動画）で体験できる。
たとえば，ニュースで「全壊家屋 200 軒」という情

報を読む・見る・聞く場合と，VRでその被害状況を
疑似体験するのでは，ニュースに対する考えやその後
の行動が大きく異なる場合もあると思われる。従来の

報道は「知識」が主体だったが，VRを用いることで「体
験」を記録・伝達・保存することが可能となったこと
は非常に大きな変化だと考える。

（2）ものづくり分野
たとえば車や飛行機を設計するためには，風洞に模
型を入れて「模型がどう風の影響をうけるか」などを
調べる必要があった。こうした実験装置は高価で，大
きさなどの制約もある。そこでコンピュータの中に「仮
想の世界」をつくり，そこで実験を行うという手法が
広く用いられるようになった。雨や風等の条件も自由
に設定できる上，いつでも実験可能で，コストや時間
も大幅に削減することができる。「ものづくりの前に
仮想世界で実験や確認，体験」することは土木分野に
おいても有用な手法と考える。

3．九州地方整備局における VRの取り組み

（1）360°カメラを用いた情報共有
九州地方整備局では平成 30 年度に九州技術事務所
において 360°カメラの実証実験を行い，令和元年度
から九州内の 21 の事務所等に 360°カメラを配備する
とともに，専用の情報共有クラウドの運用を開始し
た。また 360°カメラを用いた防災訓練を実施し，災
害発生時の速やかな情報共有の体制づくりを行ってい
る。

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化



10 建設機械施工 Vol.71　No.10　October　2019

（a）360°カメラとは
360°カメラは「表と裏に 2枚のレンズ」をもち「平

たい棒」の形状が主流である。このレンズは 1枚に付
き 180°以上の画角（撮影範囲）を持つため，1回の撮
影で全方位を切れ目なく撮影することができる。
表─ 1に整備局で使用している機材のスペックを

示す。
（b）耶馬溪山崩れにおける試験運用
2018 年 4 月 11 日に大分県中津市耶馬渓町において

大規模な土砂崩れが発生した。九州地方整備局では即
座にTEC-FORCE によるドローン撮影のため職員を
派遣し，併せて 360°カメラの試験運用を行った。こ
のとき現地から 360°カメラで撮影した写真を電子
メールで送信，九州技術事務所で受信し災害対策車両
の配備に役立てることで的確な指示を実施することが
できた。
写真─ 1は実際の耶馬溪山崩れで撮影した 360°写

真の一部を切り出したものである。各組織の配置や作
業状況，重機の数や種類，法面をタイヤで移動可能か，
敷鉄板が必要かなど，多くの判断に必要な情報が 1枚
の写真で入手可能である。
（c）北海道胆振地方東部地震における試験運用
2018 年 9 月 6 日には，北海道胆振地方東部を震源

とした震度 7の地震が発生した。
九州地方整備局では，TEC-FORCE として災害対

策機器を迅速に現地に派遣した。写真─ 2は現地の
写真である。平坦な土地にたくさんの重機が動いてい

る事がわかる。
このとき通常のデジタルカメラで撮影した写真では
現場で何を行っているか理解できなかったが，360°カ
メラで撮影後の写真のアングルを左右に動かして周囲
を確認することで，撮影位置が「道路ではなく橋梁」
であり，「河川が周囲の土地と同レベルになるほど閉
塞」しており，下流側を見ることで「どの程度の深さ
で土砂が堆積しているか」を理解することができた。
また「何台の重機がどう配置されているか動いている
か」については通常の写真では重複や撮影もれが生じ
やすいが，360°カメラでは簡単・確実に把握すること
ができる。
また写真─ 3は同じ場所で 24 時間経過後に撮影し
た写真で，作業の進捗が一目でわかる。360°カメラは
どこに向けているかに関係なく同じ位置でシャッター
を押せば，同じ写真が撮影できるため，現場の変化や
施工の進捗などが非常にわかりやすいという利点があ
る。
（d）360°カメラの問題点とクラウド導入
耶馬溪・北海道での運用で，360°カメラの有用性は
確認できたものの，いくつかの課題があることがわ
かった。
1点目はメールでの画像伝送である。メールは現地
と九州技術事務所など，1対 1 の場合では大きな問題
は生じないが，多数との共有には不向きである。
2点目は，360°写真は，撮影後の写真のアングルや
ズームを変更する特殊なソフトウェアをインストール
必要がある。

表─ 1　360°カメラ　スペック

写真─ 1　耶馬溪山崩れ 360°写真

写真─ 2　北海道胆振東部地震（災害直後）

写真─ 3　北海道胆振東部地震（復旧後）
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3 点目は写真のサムネイルが見づらいことである。
360°写真を強制的に四角に表示するため，写真中心部
はいいが，周辺部に非常に大きな歪みが生じるため，
求める情報が周辺部にある場合非常に不便である（写
真─ 4）。
このため，九州地方整備局では，専用のクラウドを

構築することでこの問題を解消した（写真─ 5）。ク
ラウドを用いることの利点は以下の通りである。
① クラウドを用いることで写真の閲覧にソフトウェ
アが不要となり，インストール，アップデート等
の作業も不要となる。
②  PC やスマートフォン，タブレットなど様々な機
種で閲覧，登録が可能となる。

③ 現地からスマートフォンで簡単にクラウドに登録
できる。メールと異なり個別にデータを送信する
必要がない。
④ 自動的に写真に組み込まれた GPS データを用い
て地図（任意に航空写真に切り替え可能）上に整
理されるため，整理に要する作業が不要。
⑤ データの管理はクラウドが行うため，バックアッ
プや機器故障でデータが失われることがない。
⑥ クラウドは写真を無制限の枚数を保管できるた
め，記録容量を気にする必要がない。
⑦ 災害で情報共有に使用した後は，そのまま 360°
写真の災害アーカイブとなる。

（e）360°動画共有に向けた技術開発
現在までの技術開発で，静止画像の共有については

実用レベルとなった。次のステップとして，「動画共有」
を目的とし研究開発を行っている。
災害現場での使用を想定しているため天候・気温・
湿度・埃・衝撃等の悪条件でも長時間安定動作する事
が必須条件である。
現在でも運用が可能な 4G 回線を用いた試作 1 号
機，5G 次世代の通信技術を用いた試作 2号機を用い
て実証実験を行った。
試作 1号機は現在使用可能な技術を用いて 360°動
画をリアルタイムで共有する装置である。360°カメラ
に 4Gの通信装置，大容量バッテリーを組み合わせた
もので，20 時間以上安定して動画を送信することが
できる。
しかし 4G回線を用いることから，通信能力がネッ
クとなりフルハイビジョン相当の画像しか送信できな
い。通常のビデオカメラであれば十分だが，「360°全
方位をすべて記録しその一部を表示する」という特性
から，画面に表示されている実質的な解像度が低く
なってしまった。
試作 2号機は次世代の通信技術である 5Gを用いて
いるため，ネックであった通信能力が数十～百倍程度
に向上した。このため 4K動画についても問題なく共
有できる。しかし，当然ながら 5Gの通信エリアがま
だ我が国にはないため，現在では実運用はできない。

写真─ 4　360°写真のサムネイルの例

写真─ 5　クラウドによる 360°写真の表示 写真─ 6　動画実証実験の様子

表─ 2　動画実証実験使用機材
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この 2種類の試作機での実証実験結果から，現時点
では 4G ベースの技術で動画共有を行い，5G 普及後
は速やかに高品質の動画共有に移行することが技術的
には可能と考える。　
（f）ドローンを用いた 360°写真の活用
九州地方整備局では，災害現場の把握のためTEC-

FORCE によるドローン撮影を積極的に行っている。
そこでドローンに 360°カメラを搭載することで，災
害現場をリアルに死角なく把握できるのではないかと
考えた。
撮影を行ったところ，想定通りの結果にはなった

が，多くの 360°写真から自分のニーズに合った写真
を選ぶのが非常に困難であるという問題が判明した。
とくにドローンからの 360°写真のサムネイルはどれ
もよく似ているので，選択が非常に難しくこのままで
は実運用はできないと判断した。
この問題を解決する手法の開発として，九州技術事

務所では，360 度写真内の任意の場所に移動できるド
ローン版のストリートビューを試作した（写真─ 9）。
写真内の白い点をクリックするとその場所に移動でき
る仕組みのため，簡単に目的に合った位置の写真を選
択可能である。 
画像内の白い点をクリックするとその位置に移動す

る。ドローン撮影の際に，メッシュ状に飛行すること
で災害現場上空の任意の箇所から全方位を確認でき
る。

（2）VRによる災害のアーカイブ
アーカイブ（archive）とは，重要記録を保存・活

用し，未来に伝承することをいう。従来のアーカイブ
は，文字や写真，音声等の「知識」が主体だが，VR
を用いることで「体験」をアーカイブすることが可能
となった。
現在VRのアーカイブは，基本的には 360°カメラ

で撮影されたものがほとんどである。仮想空間に 3D

モデルを構築して災害現場を記録した事例はほとんど
ない。
そこで災害記録の新しい手法の開発として，九州技
術事務所では航空機によるレーザ測量や航空写真，そ
の他デジタルデータを用いて震災直後の阿蘇地区を仮
想世界に再構築した（写真─ 8）。
高精度な測量データとハリウッド映画などで用い
る，物理エンジン（ゲームエンジン）を用いることで
「映画画質」を実現し，HMD（VR体験用の眼鏡状の
機器）を使用することで，震災直後の阿蘇を自由に歩
く体験が可能である。
また，あわせて復興後の未来の阿蘇地区についても
仮想世界に構築した（写真─ 9，10）。
将来的にはこうした大規模災害の復興を議論するう
えで，復興後の世界をVRで体験することはより迅速
かつ確実な合意形成に役立つものと考えている。また
被災を受けた方の希望にすこしでもなれば良いと考え
ている。

（3）災害現場の 3Dモデル化
災害現場においての測量は非常に重要で，復旧のた
めには欠かせない。特に 3Dモデルがあれば，設計や
積算を精度良く行う事ができる。

写真─ 7　ドローンからの 360°写真

� 崩壊後　視点場：対岸
写真─ 8　震災直後の阿蘇

� 復旧後イメージ　視点場：新阿蘇大橋付近
写真─ 9　復興後の阿蘇（イメージ）
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しかし従来の技術では測量の実施から 3Dモデル化
を行うにはかなりの時間を要するため，災害現場の
3D化は行われていなかった。
そこで九州技術事務所では，ボタン一つで災害現場

を 3D化する試作機を用いて実証実験を行い，迅速に
3Dモデルの作成が可能か検証を行った。
試作機は 360°カメラとレーザスキャナ，高性能の

タブレットを 3Dプリンタで組み合わせたものである
（写真─ 11）。この試作機は，ボタンを押すと 360°水
平方向に回転しながらレーザ測量と写真撮影を行い，
その後自動で 3Dモデルを作成する。1回の測定は約
70 秒である。測定対象が大きい場合は，できるだけ
死角がない位置に装置を移動しボタンを押すと，自動
的に複数の測定結果を合成して 3D モデルを作成す
る。
従来の技術では，レーザ測量データをフィルタリン

グ（ノイズを除去）し，レジストレーション（点群の
位置合わせ），メッシュ化（点から面を作成），テクス
チャマッピング（面に切り取った写真を貼り付ける）
をすることで 3Dモデルとなる。
この試作機は，ボタンを押すだけでこれらの作業を

自動で行う。また従来であればデータを事務所等の
PCで処理する必要があるが，この装置は現地ですべ

ての処理を行う事ができる。
写真は九州最大のポンプ場である蒲田津排水機場の
3Dモデルである（写真─ 12）。このような巨大な施
設でも装置を移動しながら 18 回ボタンを押すだけで
3Dモデルが完成する。作成に要した時間は 2時間程
度である。
また，写真─ 13は九州技術事務所内に作成中の実

物大堤防模型の施工中のデータである。ボタンを 1回
押すだけで，レーザ測量を行い，3Dモデルが作成で
きる。作成に要した時間は 10 分程度である。
条件にもよるが，災害現場を想定した場合では，従
来の数十倍の速さで 3Dモデルの構築が可能となると
考えられる。
この技術が実用化されれば，迅速かつ高精度な 3D
モデルを用いることで，手戻りが少なく精度の良い復
旧が可能になると考えている。

（4）VRを用いた遠隔操作技術開発
VR 技術の応用の代表としては，「遠隔操作」があ
げられる。VRを使用することによって，遠方から操
縦しているのではなく，離れた場所にいるロボットに
自分が乗り移って行動しているような感覚になる，い

写真─ 10　復興後の阿蘇（イメージ）

写真─ 11　試作機

写真─ 13　実物大堤防模型　3Dデータ

写真─ 12　蒲田津排水機場
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わゆる「テレイグジスタンス」「遠隔存在感」が現実
となりつつある。
現在の遠隔操作重機の作業効率は，通常に比較し 4

割程度と言われている。九州地方整備局ではVR等を
用いることで，「実際に運転しているよりも作業効率
を高める」事を目標とした技術開発を行っている（写
真─ 14）。
令和元年 5月に技術公募を行い，「全周囲立体モニ

ターシステムと高解像度カメラによる遠隔操作技術：
㈱フジタ」「360°半天球カメラを用いたリアルタイム
高画質動画配信技術：富士通コネクテッド㈱」等 5つ
の最新技術を採用した（写真─ 15）。

本年 10 月～ 11 月に雲仙復興事務所管内において実
証実験を行い，実際の現場にてこれらの技術の有用性
を評価する予定である。実験に用いる360°カメラは，
カメラ自体にAI による物体認識機能を搭載してい
る。AI により 360°全方位の画像を解析し，たとえば
動く物体が「人間」であるかを判定，重機周辺の危険
なエリアに入った場合AI がオペレータにその旨を伝
えることも技術的には可能である。また全方位画像を
ほぼ瞬時に解析するため死角や遅れがほとんどなく，
様々な機能を持つAI を追加で搭載することも可能で
ある。

4．おわりに

現在，VRは様々な産業で実用化されており，今後
も急速に技術が発達すると考えられる。
他分野と比較すると土木分野での活用は少ない状況
だが，土木，特に災害対応の分野で有用な技術である
ことがわかった。また VRは汎用性の高い技術であ
り，九州技術事務所等では研修や遠隔操作機器の操作
など様々な分野での活用をめざし研究開発を進めたい
と考えている。
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だいた日本建設情報総合センター，日本工営㈱，富士
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写真─ 14　VRを用いた立体映像による遠隔操作
左右の目に別の映像を見せることで立体を知覚する。より正確な操作が可能。

写真─ 15　360°カメラを用いた遠隔操縦
同時に全方位の動画を高画質で伝送可能。AI を搭載しており，人間の接近
などを検知可能。
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土砂災害警戒避難のための 
線状降水帯等の自動抽出システム

野　村　康　裕・中　谷　洋　明

近年，線状降水帯等による甚大な土砂災害が発生している。事前に予測することの難しい線状降水帯等
の強雨域を自動抽出することは土砂災害に対する警戒避難の判断を支援するために不可欠である。そこで，
2次元のレーダー降雨データや豪雨ポテンシャルに関する指標等を用いて線状降水帯の自動抽出システム
を開発し，近年大規模な土砂災害を発生させた豪雨に適用した。さらに，XバンドMPレーダの三次元
降雨データや高解像度ナウキャストデータを用い，線状降水帯抽出手法の高度化について検討を行った。
本稿ではこれらの取り組み状況について紹介する。
キーワード：線状降水帯，土砂災害，警戒避難，システム開発

1．はじめに

強雨域を自動抽出することは土砂災害に対する警戒
避難の判断を支援するために不可欠である。実際，風
上で発生した積乱雲が次々と流れ込むバックビルディ
ング型をはじめとする線状降水帯等が形成された場合，
強雨域がほとんど動かず数時間にわたって激しい雨が
降り続くことから，甚大な土砂災害の被害が発生して
いる（平成 29 年 7 月九州北部豪雨，平成 26 年 8 月豪
雨など）。現状では，これら豪雨は台風や温帯低気圧
に伴う降雨と異なり，数値予報により量・場所・時間
について数時間～十数時間前に予測出来ていない。
土砂災害に対して警戒を呼びかける情報としては，

気象庁及び各地方気象台と都道府県が共同で発表して
いる土砂災害警戒情報がある。局所的な集中豪雨の場
合，土砂災害警戒情報は発表から災害発生までの時間
が短くリードタイムが確保できない等の課題がある。
このことから，國友ら（2016）1），村田ら（2017）2）は
気象庁数値予報 GPVを用いて，12 時間程度先までの
豪雨発生危険度を評価する手法（豪雨ポテンシャル）
について検討を行うとともに，重大な土砂災害を引き
起こすバックビルディング型の線状降水帯等に伴う集
中豪雨の抽出手法の研究を行った。
先行研究の結果を踏まえ線状降水帯等の自動抽出シ

ステム（プロトタイプシステム）を開発し，平成 30
年 7 月豪雨等，近年土砂災害を発生させた豪雨に適用
した。結果を紹介する。本システムに実装されている
線状降水帯抽出と同様のアルゴリズムを適用し，国土

交通省XバンドMPレーダの三次元降雨データや気
象庁の高解像度ナウキャストデータを用いた線状降水
帯等の自動抽出手法についても併せて紹介する。

2．豪雨ポテンシャルの評価

豪雨の生起ポテンシャルの検討に使用した環境パラ
メータを表─ 1に示す。使用した環境パラメータは，
大気の不安定度を表す指標であるKI と SSI，積乱雲
の発達に不可欠な水蒸気に関する指標である PWと
CFLX，線状降水帯が形成される気象場に特徴的な指

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化

表─ 1　豪雨ポテンシャルの検討に用いた環境パラメータ

可降水量（PW）
大気中に含まれる水蒸気に関係する指標。値が高
いほど積乱雲のもとになる水蒸気が多く，豪雨に
なりやすい。

ショワルター安定指数
（SSI）

大気の不安定度を表す指標。値が低いほど下層が
高温状態で大気が不安定であることを意味し，積
乱雲が上空に向かって発達しやすい。一般に SSI
が－3℃以下であれば，雷雨が発生しやすいとさ
れている。

K指数（KI）

SSI と同じく大気の不安定度を表す指標だが，上
空約 3000 m までの大気の湿り具合を加味してい
る。値が高いほど大気が不安定であることを意味
し，積乱雲が上空に向かって発達しやすい。

ストームに相対的なヘ
リシティ（SREH）

風速と風向が上空に向かって変化する度合いを表
し，積乱雲内部において回転する上昇気流のでき
やすさを表す指標。竜巻発生ポテンシャルとして
も使われる。値が高いほど線状降水帯が形成され
やすい。

下層の水蒸気フラック
スの収束量
（CFLX）

積乱雲の発達の元となる大気下層（約 1500 m 以
下）の水蒸気が周囲から集まる強さを表す指標。
値が高いほど，豪雨をもたらす積乱雲が発生しや
すい。
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標である SREHの 5種類である。また，環境パラメー
タ算出に利用するGPVは LFMモデルを用いた。
集中豪雨と短時間強雨を識別するために，環境パラ

メータにしきい値を設定し，しきい値を超えた場合の
点数をKI，SSI，PWは各 1点，両者の識別に特に有
用なCFLX，SREHは重みを大きくし各 5点として計
13 点満点で豪雨ポテンシャルを評価した。それぞれ
のしきい値は，KI ＞ 35，SSI ＜ 0，PW＞ 50，CFLX
＞ 1000，SREH ＞ 90 とし，國友ら（2016）が検討し
た値を用いた。

3．線状降水帯の抽出手法

ここでは50 mm/h以上の降雨を含み，かつ20 mm/h
の降雨領域が楕円に近似できる場合を線状降水帯の条
件とした。これは津口・加藤（2014）3）の線状降水帯
の定義と國友ら（2016）での検討条件を基本としつつ
近年の大規模な土砂災害が発生した際の雨量条件を考
慮して設定した。楕円の大きさは 95％の確率長円（強
雨域を95％の確率でカバーする楕円）とした。軸比（長
軸／短軸）は線状という形状を表す要件として津口・
加藤（2014）において線状降水帯の判定に用いられて
いる値を参考とした。また，ここでは，バックビルディ
ング型等の線状降水帯を対象とするため，中層風の風
向と楕円の走向がほぼ同じであることも条件を加え
た。線状でない形状の雨域にもかかわらず軸比等の要
件を満たしてしまう楕円を棄却するため，楕円に占め
る 20 mm/h 以上の面積割合を設定している。詳細な

判別条件を表─ 2に，実際に判定する場合の例を図
─ 1に示す。

4．近年の主要土砂災害発生事例での適用性

（1）平成 26年 8月広島市での土砂災害
平成 26 年 8 月豪雨による広島市での線状降水帯抽
出を行った結果を図─ 2に示す。8月 19 日 21 時頃に
豪雨ポテンシャルが高い判定（実況）となり 20 日 0
時頃には線状降水帯を検知し 3時頃まで停滞してい
た。その間，1時頃に広島市で土砂災害警戒情報が発
表され 3時頃に土砂災害が多発したと考えられる。大
規模な土砂災害発生の約 6時間前に豪雨ポテンシャル
が高くなり災害発生の 3時間前に停滞性の線状降水帯
が現れたと判定した。

表─ 2　入出力データの諸元等（上）と線状降水帯の定義（下）

入力データ
気象庁レーダ（1 kmメッシュ）の前 15 分平均
値

更新頻度 5分間隔
情報内容 線状降水帯の領域を楕円表示

ランク
青：線状降水帯
赤：線状降水帯（高ポテンシャル域に存在）

項目 値
線状降水帯の面積 ≧ 200 km2

線状降水帯を定義する雨量 ≧ 20 mm/h
線状降水帯内に必要な最大雨量 ≧ 50 mm/h
軸比（長軸／短軸） ≧ 2.4
長軸の長さ ≧ 40 km
楕円の走行と雨域の移動ベクトル
の差

22.5 度

20 mm/h 以上の面積／楕円面積 ≧ 40％

高ポテンシャル域の定義
豪雨危険度 12 点以上の
領域 図─ 2　平成 26年 8月広島豪雨土砂災害時の線状降水帯抽出事例

図─ 1　線状降水帯の抽出とランク
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（2）平成 29年 7月九州北部での土砂災害
7 月 5 日 9 時頃に豪雨ポテンシャルが高い判定とな

り 5日 13 時頃には線状降水帯を検知し 20 時頃まで概
ね停滞していた。その間，14 時頃に朝倉市で土砂災
害警戒情報が発表され 15 時以降土砂災害が多発した
と考えられる。大規模な土砂災害発生の約 6時間前に
豪雨ポテンシャルが高くなり災害発生の約 2時間前に
停滞性の線状降水帯が現れたと判定した。

（3）平成 30年 7月豪雨での土砂災害
平成 30 年 7 月豪雨（西日本豪雨）による広島周辺

での線状降水帯抽出を行った結果を図─ 3に示す。6
日 12 時の時点で豪雨ポテンシャルの 6時間先（18 時）
の予測値が高くなり 18 時頃に線状降水帯が出現した
と判定した。その後，他地域とは異なり 22 時頃まで
継続的に停滞した。14 時～ 19 時頃に広島県内の各市
町村で土砂災害警戒情報が発表され 16 時～翌未明に
土砂災害が多発したと考えられる。豪雨ポテンシャル
は広範囲で高い状態が長時間見られ危険地域の絞り込
みは困難であった。また，同豪雨で愛媛県宇和島市周
辺でも多くの土砂災害が発生した。愛媛県宇和島市周
辺では 5日 22 時頃，6時間先（6日 4時頃）の豪雨ポ
テンシャルが高くなり実際に 4時頃に線状降水帯が現
れたと判定した。その後，6日 12 時頃までの約 8 時

間にわたり線状降水帯が停滞したものの大規模な土砂
災害の発生は翌 7日 0時～ 7時頃であった。

5．線状降水帯抽出手法の高度化

バックビルディング型の線状降水帯等では風上側に
新たな降水セルが発生し，発達しながら下流に移動す
る特徴がある。XバンドMPレーダの三次元観測値
を活用することで，線状降水帯等の風上側に位置する
降水セルの発達段階（ライフステージ）を判別するこ
とができ線状降水帯等の判定精度の向上が期待出来
る。ここではMPレーダの観測値から推定した降水
セル内部の粒子の構成状況から降水セルの発達段階の
判別を行う増田（2016）4）の方法（図─ 4）を用いた。
図─ 4（下）はセルが成長期から成熟期に移行すると
セル内の高密度な粒子群（降水エコー強度の高い部分）
が上昇から下降に転じ大粒子の割合が大きく減少する
ことを模式図で示した。平成 26 年 8 月広島土砂災害
での線状降水帯等の抽出を試みた結果を図─ 5に示
す。0時の時点で線状降水帯の兆候がありその風上側
で新たな成長期の降水セルが現れ始めた。0時 30 分
にはそれらが別の小さな線状降水帯となり 1時に両者
が合体し 1つの線状降水帯を形成し，土砂災害警戒情

図─ 3　平成 30年 7月西日本豪雨時（広島周辺）の抽出事例
図─ 4　�三次元観測データによる線状降水帯抽出手法（上）と降水セルの

ライフステージ判別（下，増田（2016）の図に加筆）
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報が発表された 1時 15 分頃にはほとんど停滞してい
る状態であった。広島市内で土砂災害が頻発したのは
3時過ぎと考えられる。この線状降水帯は 4時前まで
継続して線状降水帯として判定された。その後，線状
形状ではなくなり降雨域は北東方向に移動しながら衰
退していった。MPレーダによる三次元観測データを
用いることで，線状降水帯を構成する個々の降水セル
について発達段階にあるのか衰退段階にあるのかライ
フステージをリアルタイムで評価しつつ追跡出来る可
能性がある。
気象庁が配信している高解像度ナウキャストデータ

を用いることで，2次元の実況値で抽出された線状降
水帯の強雨域が 1時間後も同じ地域にとどまるかどう
かを予測値で確認しとどまるものを停滞性の線状降水
帯として抽出する手法を開発した。平成 26年 8月の広
島豪雨土砂災害を引き起こした降雨に適用したところ
停滞性を示す紫色の楕円が 0時 40分頃検知された。線
状降水帯は4時頃まで広島市付近に停滞した（図─ 6）。
また，平成 30年 6月に九州北部の土砂災害の発生して
いない移動性の線状降水帯の事例について適用したと
ころ，従来の手法では線状降水帯として抽出するもの
の，高解像度ナウキャストデータを用いた手法では停
滞性の線状降水帯として抽出されなかった（図─ 7）。

6．考察

近年の主要な土砂災害を発生させた豪雨に対して二
次元観測データを用いた線状降水帯抽出のプロトタイ
プシステムを適用したところ，豪雨生起ポテンシャル
による実況値もしくは予測値による評価によって大規
模な土砂災害の発生もしくは線状降水帯発生の概ね 6

図─ 5　�三次元観測データを用いた線状降水抽出の例（平成 26 年 8月広
島豪雨土砂災害時）

図─ 6　�高解像度ナウキャストを用いた停滞性の線状降水抽出の例（平成
26年 8月広島豪雨土砂災害時（8月 20日 0:50））

図─ 7　�高解像度ナウキャストを用いた線状降水抽出の例（平成 30 年 6
月土砂災害非発生事例（上：従来の二次元レーダ判定，下：ナウキャ
スト判定，いずれも 6月 19日 23:40））
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時間前に土砂災害の危険性の高まりを把握出来た。平
成 30 年 7 月の西日本豪雨における愛媛周辺の土砂災
害への適用結果でも線状降水帯の発生について事前に
ポテンシャルの高まりを把握し線状降水帯の発生を判
定・監視出来た。ただし土砂災害の発生までに約 12
時間の時間があった。広島周辺では花崗岩，九州北部
では花崗岩や安山岩等といった火山岩類が中心である
のに対して愛媛周辺では付加体が中心となっており地
質特性が異なる。また土地利用形態も大きく異なる。
これは地質等の地域特性によっては土砂災害が発生す
るまでの時間に大きな幅があることを示唆しているも
のと考えられる。
二次元観測データに加え，XバンドMPレーダに

よる三次元観測データや高解像度ナウキャストデータ
を活用することで，線状降水帯の抽出だけでなくその
停滞性について分析出来る。これまでのシステムでは
二次元観測データから平面的な強雨域の形状等から概
略的に線状降水帯を抽出しているが，その時々の雨域
の形状等から線状降水帯を抽出するため，その後数時
間，線状降水帯が停滞するのかどうかの評価が難し
かった。三次元データを用いて線状降水帯を構成する
個々のセルを抽出し発達段階をリアルタイムで評価す
ることやナウキャストの予測値を用いて 1時間後の強
雨域の移動状況を考慮することによって，線状降水帯
の停滞性をより明確に表現しうる。現在，三次元デー
タを活用した手法は関東地方に限定している。また，
高解像度ナウキャストを活用した手法は全国を対象と
してプロトタイプシステムに用いている。今後，過去
のレーダ観測データ等を用いて線状降水帯の停滞性に
ついて事例検証を行い判別学習することでこれら手法
による停滞性の評価の適切さを確認したいと考えてい
る。

7．おわりに

本稿では，国土技術政策総合研究所で開発中の土砂
災害を引き起こす線状降水帯等の自動抽出システムの
検討状況について紹介した。プロトタイプシステム

は，現在，全国の地方整備局及び都道府県の土砂災害
担当部局で土砂災害危険度評価の観点で試用中であ
る。今後，利用者アンケート等を行いその結果を踏ま
えて，防災担当者に使いやすいシステムにしていきた
い。三次元観測データによる線状降水帯抽出手法の高
度化については，XバンドMPレーダに加え，将来
的には高精度なフェーズドアレイレーダ（MP-PAWR）
の活用等についても検討していく。
線状降水帯等による土砂災害の危険度評価を適切に
行うためには，誘因である降雨等のデータ活用による
線状降水帯抽出手法の改良等に加え，地形・地質等の
素因を加味する必要がある。本研究は総合科学技術・
イノベーション会議の SIP（戦略的イノベーション創
造プログラム）によって実施された。
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リアルタイム浸水予測情報の活用
都市域における浸水被害の防止・低減に向けて

瀬　能　真　一・板　垣　　　修

集中豪雨や局所的な大雨（ゲリラ豪雨）による水災害の頻発に伴い，特に都市化に伴う人口・資産の集
中や地下の高度利用等が進む都市域では，内水等浸水による被害が甚大となる傾向にある。
引き続き河川や下水道の整備水準向上により浸水発生頻度を低下させていくことが重要であるが，短期
間での整備やいかなる豪雨規模に対しても被害を防止するような施設整備は不可能であり，豪雨時の浸水
被害の防止・軽減方策の充実が必要である。
本稿では，国土交通省国土技術政策総合研究所が開発したリアルタイム浸水予測システム（以下，「浸
水予測システム」という。）について概要を述べるとともに，現場実装に向けた社会実験による浸水予測
精度の検証及び，浸水予測システムの活用について紹介する。 
キーワード：集中豪雨，ゲリラ豪雨，リアルタイム，浸水予測，都市域，内水被害

1．はじめに

これまで経験したことのない規模の集中豪雨などに
より水災害が頻発しており，気象庁の統計データで
は，全国 1時間降水量 50 mm以上の年発生回数とし
て，近年 10 年間（2009 ～ 2018 年）の平均年発生回
数と統計開始からの 10 年間（1976 ～ 1985 年）と比
べると約 1.4 倍に増加している（図─ 1）。
特に都市化に伴う人口・資産の集中や地下の高度利

用等が進む都市域では，浸水による被害が甚大とな
り，下水道や河川の整備が進められているところであ
るが，施設整備規模を超える豪雨が全国的に頻発して
いる昨今，豪雨時の被害低減対策の充実が必要とされ
ている（写真─ 1）。
2014 年より実施された SIP（戦略的イノベーショ
ン創造プログラム（レジリエントな防災・減災機能の
強化：豪雨・竜巻予測技術の研究開発）（内閣府））に
おける水災害・土砂災害予測技術の研究開発の一つと

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化

図─ 1　全国（アメダス）1時間降水量 50 mm以上の年間発生回数 1）
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して都市域における浸水予測システムによる浸水予測
情報を活用した浸水被害の防止・低減方策について国
総研で研究を進めてきた。
浸水予測システムは，実測レーダ雨量（X-RAIN（以

下，「実測雨量」と呼ぶ））・予測雨量（高解像度降水
ナウキャスト（以下，「予想雨量」と呼ぶ）），河川水
位（テレメータ水位（以下，「河川水位」と呼ぶ））等

の情報を取得し，河川，下水道，地表面の水の流れを
浸水予測計算プログラムにより一体的に計算すること
で，1時間先までの予測浸水範囲及び予測浸水深等を
データ受信後約 10 分以内に計算，配信するシステム
である。また，このシステムは利用者が必要とする浸
水予測地点や目安となる浸水深を事前に登録すること
により，利用者のメールアドレスへアラートメールと
して自動配信する機能を実装している。浸水予測シス
テムの取得データを図─ 2に，浸水予測計算プログ
ラムの概念図を図─ 3に示す。 

2．浸水予測システムの開発と社会実験

（1） 浸水予測計算プログラム及び浸水予測システ
ムの開発

実測雨量及び予測雨量，河川水位データを基に河
川，下水道施設（下水管は内径 600 mm以上を対象），
地形（25 mメッシュ）の水の流れを一体的に計算で
きる浸水予測計算プログラム並びに同計算プログラム

図─ 2　浸水予測システムの取得データ

図─ 3　浸水予測計算プログラムの概念図

写真─ 1　1999 年 6月福岡水害 2）
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を用いることにより，データ入手より 10 分以内に 1
時間先までの 10 分毎の予測浸水範囲及び深さを表示・
閲覧できる浸水予測システムについて，大沼ら 3）に
より開発が進められてきた。
なお，浸水予測計算プログラムの開発にあたって

は，直轄河川事務所や各地方自治体の協力により，河
川横断データ，下水道施設データなどを収集・整理し，
利用している。浸水予測結果・アラートメールの表示
例を図─ 4に示す。

（2）社会実験
現時点でクラウド上での試験運用を行っている浸水

予測システムの対象地域は神田川流域及び，石神井川
流域，東京都内東部 5区（図─ 16）であり，浸水予
測情報等の表示，アラートメール配信が可能となって
いる。2016 年から開始した社会実験では，神田川流
域内の地方自治体防災関係者や要配慮者利用施設管理
者，地域防災会など約 50 名の ID を登録の上，試験
的に利用いただいているところである。

（3）研究会開催による学識経験者との意見交換
浸水予測システムについては，予測精度や活用方法

について学識者からのご意見をいただくため，「都市
浸水予測システム構築に関する研究会（座長：佐藤愼
司（前東京大学教授，現高知工科大学教授））」を
2015 年に立ち上げ，2019 年までに計 3回開催した。
研究会では，浸水予測システムの活用方法はもとよ
り，浸水予測に関連した研究が進められている大学等
から情報を共有いただいており，今後も継続する予定
である。

3．社会実験結果とシステム改良

（1） 浸水予測結果の検証とアラートメール配信の
試験運用

（a）2017 年 8 月 19 日
同日の集中豪雨により，東京都武蔵野市の一部地域
で実際に浸水が発生した。
当日の実測雨量から浸水範囲，浸水深の再現計算を
行うとともに，聞き取り調査により，実際に浸水が発
生した時刻及び浸水深を推定した。結果，実際に浸水
が起こったと推定される時刻の概ね 1時間前にアラー
トメールが配信されており，浸水深の再現計算結果は
聞き取り調査等から推測される浸水深（H＝ 0.7 ～ 0.8 
m）より大きめ（H＝ 1.26 m）となった。
当日の地点雨量，予測雨量，予測浸水深，実測レー
ダ雨量からの再現計算浸水深とアラートメールの配信
時刻との関係を図─ 5に示す。

図─ 4　浸水予測結果・アラートメール表示例

図─ 5　�予測浸水深・再現計算浸水深とアラートメール配信時刻との関係
（2017.8.19）
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（b）2018 年 8 月 13 日
新聞報道 4）及びWEB 上に掲載された浸水画像よ

り，同日の集中豪雨により，東京都杉並区内の京王井
の頭線久我山駅付近で浸水が発生した。
久我山駅付近は事前に重点監視地点としてシステム

登録されていなかったため，同地点を対象としたア
ラートメールは配信されていない。また，高強度の降
雨を予測するデータの入手時刻が実際の浸水発生時刻
の寸前（約 10 分前と推定される）であったため，た
とえアラートメールが配信されていたとしても，減災・
水防活動を行うための時間（リードタイム）の確保は
難しかったと考えられる。 
浸水予測計算精度の確認として，実測雨量・予測雨

量に基づく予測・再現浸水深と写真判読による浸水深
との比較を行った。
結果，実測雨量に基づく再現計算浸水深は 0.15 m，

予想雨量に基づく予測浸水深は 0.12 m，写真判読に
よる推定浸水深が 0.2 m 程度と考えられ，再現計算浸
水深と予測浸水深，並びに写真判読に基づく実際の浸
水深が概ね同程度となっており，雨量からの浸水深計
算精度は比較的良かったと考えられる。
図─ 6に浸水状況写真からの浸水深判読結果を示
す。図─ 7に実測雨量と予測雨量に基づく浸水範囲
及び浸水深の比較を示す。
（c）2018 年 8 月 27 日
WEB上に掲載された浸水画像より，同日の集中豪
雨により，東京都杉並区内の京王井の頭線久我山駅付
近及び，同区内の中央線阿佐ヶ谷駅付近で浸水が発生
した。
阿佐ヶ谷駅付近については，重点監視地点としてシ
ステム登録された地点はあったものの，比較的地盤が
高い場所であったことから，今回アラートメールは配
信されていない。また，8 月 27 日 19 時 50 分時点の
予測雨量データに基づき 1時間後（20 時 50 分）の浸
水深を 30㎝と予測したが，WEB上に掲載されていた
浸水画像からは 20 時 17 分時点で既に浸水が発生して
いたことを確認している。この豪雨においても 8 月
13 日の豪雨と同様，たとえ重点監視地点の登録がさ
れていたとしても水防活動を行うための時間の確保は
難しかったと考えられる。
予測雨量からの浸水予測結果を図─ 8に示す。

（2）社会実験参加者からの意見・要望の聞き取り
2016 年から開始した社会実験では，今回開発した
浸水予測システムによる浸水予測情報を実際に試験配
信し，浸水被害の防止・軽減効果並びに浸水予測シス図─ 6　浸水状況写真からの浸水深判読結果（2018.8.13）

図─ 7　予測雨量（高解像度降水ナウキャスト）と実測雨量（X-RAIN）に基づく浸水範囲及び浸水深の比較
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テムの使い勝手などについて社会実験参加者から意見
を聴取した。
参加者からの主な意見をまとめると以下のとおりで

ある。
① 各利用者，立場によって浸水予測情報に求める内
容・精度が異なっている。
② 直接浸水予測情報を提供されるより，自治体を通
じた（避難等の判断を含めた）情報提供を望んで
いる住民もいる。
③ 浸水予測精度は降雨予測精度に大きく影響され
る。
④ 浸水予測情報（アラートメール）は他の情報（TV
等）を得る「きっかけ」として利用されている。

（3）スマートフォン用アプリの開発
浸水予測システムの利便性の向上を目的に携帯端末

（スマートフォン）で容易に浸水予測情報を確認でき
るスマートフォン用アプリ（LINE アプリ）を開発し
た。
これにより，スマートフォンに装備されている

GPS 機能を活用し，外出時にも現在地と浸水が予測
された区域の位置関係が把握できることで浸水域を回
避した送迎ルート設定など，防災・減災行動を支援す
ることが可能となると考えられる（図─ 9）。

（4）新たな気象観測・予測技術を用いた浸水予測
SIP における豪雨竜巻予測技術開発の一環として開

発された新型気象レーダ（MP-PAWR）を用いた降雨
観測データ及び防災科学技術研究所で開発中の新たな
降雨予測技術（ブレンド（VIL 等））5）に基づく予測雨
量（以下，「ブレンド（VIL 等）」）と呼ぶ）を浸水予
測システムに導入できるよう機能の追加を行い，現在
用いている高解像度降水ナウキャストの予測雨量から
算出される予測浸水範囲及び浸水深との違いについて

2018 年 8 月 13 日の集中豪雨を対象に比較を行った。
なお，以下の記述は限られた事例に基づくものであ
り，引き続き分析・研究が必要である。
結果，浸水範囲は，図─ 10及び図─ 11に示すと

おり，高解像度降水ナウキャストの予測雨量に比べ
て，ブレンド（VIL 等）5）の予測雨量に基づく予測浸

図─ 8　浸水予測結果とWEBによる浸水確認（2018.8.27）

図─ 9�　スマートフォン用アプリ（LINE アプリ）画像例

図─ 10　�高解像度降水ナウキャストの予測雨量データに基づく浸水予測結
果（2018.8.13）

図─ 11　�ブレンド（VIL 等）5）の予測雨量データに基づく浸水予測結果
（2018.8.13）
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水範囲及び浸水深が大きくなる傾向となった。
高解像度降水ナウキャストの予測雨量データに基づ

く時系列の浸水予測結果を図─ 12にブレンド（VIL
等）5）に基づく同結果を図─ 13に示す。
高解像度降水ナウキャストに比べてブレンド（VIL

等）5）は約 20 分早く降雨を察知していたため，ブレン
ド（VIL 等）5）の降雨予測を用いていたとするなら浸
水予測情報はより早く提供されていたこととなる。
高解像度降水ナウキャストの予測雨量に基づく浸水

予測結果のばらつき（予測された浸水深の最大・最小
値の差）を図─ 14，ブレンド（VIL 等）5）の予測雨量デー
タに基づく浸水予測結果のばらつきを図─15に示す。
10 分毎に計算される予測浸水深のばらつきを比較

した結果，高解像度降水ナウキャストの予測雨量に基
づく予測浸水深のばらつきが約 0.4 m（最大 0.5 m，
最小 0.1 m）であるのに対して，ブレンド（VIL 等）5）

では約 0.04 m（最大 0.21 m，最小 0.17 m）とばらつ
きが少ない傾向となった。

4． 浸水予測システムの防災教育ツールとし
ての活用

2018 年 7 月 15 日（日）に都内中野区立南中野中学
校で開催された水防訓練（東京青年会議所中野区委員
会主催）で浸水予測システムを活用した避難訓練が実
施された。訓練では，豪雨により現在地が浸水したこ
とを想定し，浸水予測システムをスマートフォンによ
り確認しながら浸水深が深い所から浅い所に徒歩で避
難する訓練が行われた（写真─ 2）。
このように，浸水予測システムは防災訓練・教育の
一つのツールとしても活用可能であると考えられる。

5．今後の展望

引き続き社会実験で得られた意見・要望に応じた浸
水予測システムの改良を進めるとともに浸水予測及び
検証について実績を重ねていくことが重要と考える。
また，浸水予測情報提供対象区域の拡大や増加する外

図─ 12　�高解像度降水ナウキャストの予測雨量データに基づく浸水予測結
果（2018.8.13）

図─ 13　�ブレンド（VIL 等）5）の予測雨量データに基づく浸水予測結果
（2018.8.13）

図─ 14　�高解像度降水ナウキャストの予測雨量データに基づく浸水予測結
果（2018.8.13）

図─ 15　�ブレンド（VIL 等）5）の予測雨量データに基づく浸水予測結果
（2018.8.13）
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国人観光客への対応，特に 2020 年の東京オリンピッ
ク・パラリンピックの開催に向け，外国人観光客 6）

にとっても利用しやすい多言語化，並びに，新たな降
雨観測・予測技術の成果の活用など，浸水予測情報を
活用した浸水被害防止・軽減方策に関する研究を引き
続き進めていく予定である。現在の浸水予測システム
対象範囲と東京 2020 オリンピック・パラリンピック
の会場位置を図─ 16に示す。

6．おわりに

謝　辞
最後に，これまでの研究開発に必要な下水道・河川

データを提供いただいた東京都下水道局・河川部，関
東地方整備局荒川下流河川事務所・江戸川河川事務

写真─ 2　浸水予測情報を活用した避難訓練の様子

図─ 16　浸水予測システム対象範囲と東京 2020 オリンピック・パラリンピックの会場位置

所，都内で実施中の浸水予測システムの社会実験関係
者，浸水予測情報の活用可能性及び同情報提供対象区
域の拡大について意見交換をさせていただいた関東・
中部・近畿・中国・九州地方整備局河川部・建政部・
河川事務所，自治体関係者，ブレンド予測情報を提供
いただいた国立研究開発法人防災科学技術研究所の清
水慎吾主任研究員，加藤亮平研究員，並びに東京都内
東部 5区への浸水予測システムの拡大について格段の
ご配慮を頂いた荒川下流河川事務所（再掲）に心から
御礼申し上げる。なお，本研究は，総合科学技術・イ
ノベーション会議の SIP（戦略的イノベーション創造
プログラム）「レジリエントな防災・減災機能の強化」
によって実施された。
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リアルタイム津波浸水被害予測システムの 
開発と運用

鈴　木　崇　之・田 野 邊　　睦・村　嶋　陽　一

リアルタイム津波浸水被害予測システムは，スーパーコンピュータを活用し，地震発生から 20 分以内
を目安に津波浸水予測・被害推計情報を地図情報として配信するシステムで，被災地支援，災害に対する
レジリエンスの向上とわが国の国土強靱化に資するべく，産学連携，理学・工学・情報科学の学際連携で
開発したものである。
本稿では，東北地方太平洋沖地震津波後の新たな防災・減災の取り組みとして，研究開発・運用されて

いるフォワード型リアルタイム津波浸水被害予測システム（以下「本システム」という）について紹介する。
キーワード：津波，減災，フォワード型，リアルタイム津波浸水被害予測，被害推計

1．はじめに

2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震に伴う津
波では，死者行方不明者が 1万人以上におよぶ未曾有
の大災害となり，被害の大きかった岩手県から福島県
の沿岸では海岸線から数 kmまで浸水域が広がり人命
のみならず多くの建物が流出した。その全容の把握に
は津波被害が広範囲にわたったこともあり，日中の発
生にもかかわらず直後の被害把握が困難となり，すべ
ての対応が遅れ数日を要した。このように広域巨大災
害の発生直後は，激甚な被害を受けた地域からの情報
が断片的となり，被害の全容把握が極めて困難になる
とともに，被災地の救援，復旧活動が難航する。被災
地では震災から 8年が経過した現在も，津波災害に強
い安心安全なまちづくりに向けた復興への取り組みが
行われている。
本稿では，震災後の新たな防災・減災の取り組みと

して産学連携で研究開発を進め，最先端技術により実
現したフォワード型リアルタイム津波浸水被害予測シ
ステムについて紹介する。

2．開発・運用までの取り組み

リアルタイム津波浸水被害予測システムは，気象庁
の緊急地震速報或は津波注意報をトリガーにシステム
が起動し，地震発生直後に断層推定，スーパーコン
ピュータを用いた津波浸水予測・被害推計計算，情報
配信までを 20 分以内を目安に全自動で行うシステム

（図─ 1）で，産学連携，理学・工学・情報科学の学
際連携で開発したものである 1）～ 3）。
本システムは災害に対するレジリエンスの向上とわ
が国の国土強靱化に資するべく，二回の社会実証実験
を通じて即時性・有効性・実用性を高めていった。平
成 26 年度の G空間シティ構築事業 4）ではスーパーコ
ンピュータを用い空間解像度 10 mの対象エリアにお
ける津波浸水予測・被害推計を 10 分以内に行い，そ
の計算結果を自治体システムへの発信を実証した。ま
た，平成 27 年度の G空間防災システムと Lアラート
の連携推進事業 5）では異なる利用状況である複数の
スーパーコンピュータサイトで並列にシステムの実行
制御を行う技術を開発しシステムの冗長性を確保する
仕組みを実証した。このような取り組みを続けてきた
結果，本システムは，巨大地震の発生が懸念されてい
る南海トラフ域（静岡県～鹿児島県の沿岸域約 6000 
km）における津波による浸水被害状況を早期に把握・
迅速かつ的確な意思決定・初動対応に利用する内閣府
総合防災情報システムの一機能として導入され，平成
30 年 4 月より運用が開始されている。

3． 本システムの優位性

リアルタイムで津波を予測するシステムは，事前に
大量のシナリオを計算しておく「データベース型」と，
地震発生後に即時解析を行う「フォワード型」の 2種
類に大別される。前者としては，気象庁の量的津波予
測や防災科学技術研究所の S-net，DONETといった

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化
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沖合観測データに対応する浸水予測データベース（シ
ナリオバンク）などが挙げられる。データベース型で
は，事前に仮定した津波断層モデル・地形・潮位等の
条件下において津波浸水計算を実施しその計算結果に
基づきデータベースを構築する。大量のシナリオを計
算しデータベースを構築するという仕組み上，組み合
わせ数の劇的な増加を回避しつつ細かな条件設定に対
応することは非常に困難である。更には，データベー
スの構築・保守には膨大な費用と時間が必要なうえ，
構築後の地形改変などの土地利用状況の変化に対して
経年的な精度低下を免れないといった課題がある。現
在運用されている気象庁の量的津波予測は，地震発生
から 3分程度で情報が配信される即時性の非常に高い
ものだが，予測情報は，全国を 66 の予報区に分割し，

予報区ごとの海岸線での津波の高さ及び到達時間であ
り，陸域の浸水被害情報は得られないのが実情である。
一方，本システムは，地震発生後にスーパーコン
ピュータを用いて解析を行うフォワード型の津波浸水
予測であり，海岸線における津波の高さだけでなく，
詳細な陸域の浸水範囲と被害を予測し配信するシステ
ムである（図─ 2）。本システムはフォワード型の予
測であるため，地震発生時の潮位条件の取り込みが可
能であり，データベースを構築しないため定期的な
データ更新が容易であり，浸水・被害予測の精度向上
に重要となる地形・土地利用・海岸施設の変化に柔軟
に対応できるメリットがある。
津波予測を行う上で重要となるのが，津波解析の初
期条件となる津波断層モデルである。本システムで

図─ 1　リアルタイム津波浸水被害予測システムの概要

図─ 2　リアルタイム津波浸水被害予測システムの配信情報（例）
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は，主に以下の二つの方法を採用している。一つは，
地震波の初動に基づく気象庁の緊急地震速報等の情報
に，経験的なスケーリング則を併用して断層の広がり
やすべりの大きさを仮定し，1枚の矩形断層として断
層モデルを推定する方法である。もう一つは，人工衛
星による全地球測位システム（GNSS）を利用した地
殻変動のリアルタイム連続観測データに基づき，地震
による永久変位を算出し即時的に断層モデルを推定す
る方法である 6），7）（図─ 3）。
一つ目の経験的なスケーリング則に基づく方法で

は，地震規模を適切に把握することが肝要であるが，
2011 年東北地方太平洋沖地震のように緊急地震速報
のマグニチュードが過小評価されてしまう可能性があ
ることに加え，1枚の矩形断層では波源断層の空間的
な特徴を表現しにくいといった課題もある。一方で二
つ目の GNSS 測位による方法は，地震波だけではな
く永久変位も直接的に測定できるため，推定マグニ
チュードが飽和することはなく，巨大地震に対しても

地震発生後数分という短時間でマグニチュードや断層
の広がり等を推定可能となる。また，プレート境界型
の巨大地震の場合は断層面上でのすべり不均質等を考
慮することで，より実際の現象に近い初期水位変動量
を推定することも可能である（図─ 4）。
このように，フォワード型のため津波予測は津波解
析の初期条件となる波源モデル選択の自由度が高く，
将来的には GPS 波浪計等の沖合観測情報に基づい
た，より高精度で複雑な波源モデルも利用できるな
ど，現状が完成形ではなく，さらなる精度向上・機能
拡張が可能である。
なお，本システムの津波浸水・被害予測は，2次元
非線形長波理論による津波解析を 1：3 接続による領
域結合を実施しているため，ユーザニーズ及び目的に
応じた空間解像度の選択が可能であり，解析領域間の
ネスティング形状についても従来の矩形から多角形に
拡張し，効率的な多角形領域接続・MPI 並列モデル
を構築・最適化している 8），9）。
被害予測は，解析格子ごとに統計情報に基づく昼間・
夜間の浸水域内人口および木造・非木造別を考慮した
被害率曲線に基づく建物被害を予測している。本シス
テムで利用している被害曲線は，2011 年東北地方太
平洋沖地震における石巻市の被害調査結果によるもの
を採用し，流失或は全壊被害に関する被害率を用いて
いる 10）。

4． リアルタイム津波浸水被害予測システム
の運用

本システムは，スーパーコンピュータを利用すること
で実現したシステムであるが，スーパーコンピュータ
は，平時の稼働率が非常に高く利用されているため，
通常利用する場合ではシステムの混雑状況・利用状況
によっては計算資源が空いておらず実行待ちが発生す
るのが実情である。一方で実行待ちをしない専用シス

図─ 3　�GNSS測位による断層モデルの推定（G空間シティ構築事業成果報
告書より抜粋，http://www.soumu.go.jp/main_content/000352866.
pdf）

図─ 4　プレート境界型の巨大地震による地殻変動量，左：GNSS測位による手法，右：経験則
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テムの構築には専用のスーパーコンピュータの導入が
必要であり，莫大な費用がかかるため非現実的である。
そこで本システムの開発・運用にあたっては，緊急時
のみスーパーコンピュータの運用を切り替え，稼働中の
ジョブをサスペンドし，防災上重要なプログラムを緊急
ジョブとして実行する仕組みを構築している。なお，サ
スペンドされたジョブは緊急ジョブ完了後に再開され
るため，一般利用者へ与える影響は極めて小さい。前
述の仕組みにより，本システムは研究等で平時利用さ
れているスーパーコンピュータを利用することが可能と
なり，スーパーコンピュータを利用しながらもシステム
の構築費用を抑え導入することが可能となっている。 
また本システムは，災害時における迅速な情報配信

により，的確な意思決定・初動対応を支援することを
目的としているため，24 時間 365 日確実に稼働する
必要がある。そのため本システムは，断層設定・津波
解析被害推計・計算結果の可視化配信といった各処理
階層を多重化し，さらにシステムそのものも二重化・
分散させることで冗長性を確保し，激甚災害により片
系統のシステムが被害を受け停止した場合や保守点検
により片系統を停止した場合でもユーザーへの情報配
信を行えるよう設計がされている。

5．おわりに

本稿では，東日本大震災後の防災・減災の取り組み
として新たに開発した，フォワード型のリアルタイム
津波浸水・被害予測システムについて紹介した。
広域巨大津波災害時には広域にわたる浸水被害を早

期に把握することが減災の鍵であり，このシステムが
普及すれば，災害発生時の限られた情報の中での救援
や救護活動，人的リソースの振り分け判断といった災
害対応だけでなく，企業の BCP 対策，ライフライン
やインフラ系企業の復旧対応等の効率化，意思決定な
どの一助となると考える。
今後の展開としては，日本海溝・千島海溝や相模ト

ラフへシステムを拡張することで日本全国の防災・減
災に資すること，自治体の防災情報システムと連携す
ることでより高度な即時予測情報の利活用を行うこと
があげられる。この目的において，計算リソースや精
度といった技術的な課題，情報利活用に関する法制度
上の課題を解決しつつ，Society 5.0 で実現する社会の
実現に向けてユーザニーズの多様性を踏まえたシステ
ムの高度化，継続的な技術開発を進めているところで
ある。また，本技術は，わが国同様に津波災害のリス
クを抱えている 米州・アジア諸国でも適用可能であ

り，国際展開することで世界的な貢献を果たすことも
視野に活動を進めていく予定である。
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鉄筋コンクリート構造物用の 
大地震対応 TMD の開発
セミアクティブ制御により建物の振動周期の変動に対応

中　井　　　武・栗　野　治　彦

超高層建物の長周期地震動対策技術として，TMD（Tuned Mass Damper：同調質量ダンパ）が用い
られる事例が増加しているが，現在のところその適用対象の多くは鉄骨（S）造に限られており，鉄筋コ
ンクリート（RC）造の超高層建物への適用事例はほとんど見られない。RC造の建物は経年や地震によっ
て，躯体にひび割れが発生することにより建物の固有周期が徐々に長くなっていく特性をもつため，共振
現象を利用して建物の揺れを抑制するTMDの適用が難しいためである。本稿では，この課題を解決する
ために開発された，セミアクティブ（電気制御）式の大型TMDについて紹介する。
キーワード：制震，鉄筋コンクリート造，TMD，セミアクティブ，周期変動

1．はじめに

近年，大地震対応 TMD（Tuned Mass Damper：
同調質量ダンパ）の開発が活発に行われており，様々
な機構のTMDが発表されている 1）～ 3）。筆者らは，
2015 年に高さ 210 m の鉄骨造の既存超高層建物の屋
上に計 1800 ton の錘を有する大地震対応 TMDを設
置して制震改修を行うとともに，地震や台風に対して
期待通りの制震効果を発揮することを，観測記録の分
析によって実証した 1）。屋上などの特定階に集中配置
できるTMDは，建物の外観の変化や建物内部の使い
勝手の悪化を最小限に抑えながら耐震安全性を向上さ
せることができるため，とりわけ既存超高層建物の耐
震改修構法として魅力的なシステムである。
図─ 1にTMDの原理を模式的に示す。振り子の周
期を建物周期に同調させておくと，共振現象が生じ，
振り子は建物より 1/4 サイクル（位相 90 度）遅れて
揺れるため，錘の反力は建物の速度に対する抵抗力（減
衰力）として作用する。なお図─ 1には示していな
いが，振り子の運動エネルギに変換された建物振動エ
ネルギは，TMDに付属するオイルダンパにより熱と

して消散される。
一方，このタイプの TMDを鉄筋コンクリート造

（RC造）に用いるには解決しなければならない課題
がある。前述したように，TMDでは振子と建物の周
期が同調することが大前提である。しかしながら，
RC造の建物は，地震時に躯体にひび割れが発生する
ことによって，固有周期が初期の 1.5 倍から 2倍程度
まで長くなるという特性がある。長くなった固有周期
は時間が経過しても，もとの固有周期には戻らないた
め，同調ずれを起こしたTMDでは期待通りの制震効
果を発揮することができない。このような周期変動す
る対象に適用するTMDの既往の研究開発として，主
に以下の 3ケースがこれまで考えられてきた。1つ目
の手法は，はじめから大地震によって周期が伸びた状
態を想定し，それに対してTMDの同調周期を合わせ
ておくというものである。この手法では従来通りの単
純な機構で実現できるという利点があり，いくつかの
実施例も報告されている 4）。一方，このタイプの
TMDは周期が伸びる前は十分な制震効果を発揮でき
ないため，中小地震や風揺れに対する効果の面で課題
が残る。2つ目の手法としては，互いに異なる同調周
期を有する複数のTMDを設置することで，適用対象
の周期変動に対して冗長性を持たせようというもので
ある 5）。この手法も従来通りの機構で実現可能である
が，変動する周期に対して全てのTMDが同調するわ
けではないので，投入した錘の総質量に対する制震効
果の面で弱点が残る。また，複数のTMDを建物屋上
の限られたスペースに設置しなければならないという

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化

図─ 1　TMDの原理
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面で実施上の制約も大きい。3 つ目の手法として，
TMDの剛性・減衰を可変とし，変動する周期に対し
て時々刻々追従させるというアイディアが提案されて
いる 6）。これが実現できれば全ての錘質量を振動周期
に同調させることができるため，制震効率に優れる。
しかし，超高層建物における大地震対応TMDでは，
制震効果と設計可能なストロークを両立させるために
1000 ton 級の錘が必要となるため，これを安定的に支
持しながら剛性を任意に変えられる支持機構を実現す
るのは容易ではない。
これら既往の手法の課題を解決するために，筆者ら

はセミアクティブ（電気）制御によって，適用対象の
周期変動に適応可能なTMDを開発した 7），8）。本TMD
では，減衰係数切替型のオイルダンパが周期調整と減
衰付与の二役を担うため，剛性要素の操作を一切必要
としない。そのため，大きな外部エネルギを用いずに，
単純な機構で幅広い周期帯域に適応することができ，
RC造の超高層建物や超高煙突など，様々な周期変動
する対象に適用可能な合理的なシステムとなってい
る。本TMDの開発項目は，機構の開発，設計法の構築，
制御アルゴリズムの開発，振動台実験による確認など
多岐にわたるが，本稿ではTMDの機構の紹介と，原
理確認のために行った振動台実験の概要を報告する。

2．基本構成と周期調整の原理

図─ 2に装置の基本構成を示す。TMDの復元力要
素としては二段に積み重ねた積層ゴムを用いる。ま
た，TMDの減衰要素として，一方の段に並列に設置
した減衰係数切替型のオイルダンパを用いる。制御シ
ステムは，加速度センサとコントローラで構成され
る。地震の最中に，建物屋上での振動を加速度センサ
で計測し，コントローラに実装された新開発のアルゴ
リズムによって，オイルダンパの減衰係数をオンライ
ンで切り替えることによって，TMDと建物の同調を
保つ。

図─ 3に本TMDの周期調整の原理を示す。オイル
ダンパの減衰係数が大きいときは，動的な荷重に対す
るオイルダンパの抵抗が大きくなるため上段の変形が
拘束され，装置全体としては短周期の設定となる。一
方，オイルダンパの減衰係数が小さいときは，上段・
下段の両方の積層ゴムが大きく変形するため，装置全
体としては長周期の設定となる。オイルダンパの減衰
係数の設定に従って，装置の固有周期は連続的に変化
していくが，制震性能という観点でみると 2段階～ 3
段階程度の切替えでRC建物に対して十分な性能を発
揮できる。なお本TMDの対応可能な周期範囲は，上
段と下段の積層ゴムの剛性比で決まるが，その設定は
既往のTMDの最適設計式を準用して簡単に求めるこ
とができる 7）。

3．解析による効果の確認

上記で示した周期変動に適応可能なTMDの効果を
確認するため，地震応答解析による検証を実施した。
解析モデルは 30 階（120 m）の RC造超高層建物を質
点モデルに置換したものとし，その最上階に有効質量
比 5％（建物総質量の約 2％）のTMDを設置して応
答を確認した。入力地震動として，超高層の設計に用
いられる模擬地震動（告示波（極稀））を入力した。
図─ 4に最大応答水平変位を示す。「従来型TMD」

は初期状態の建物に同調させた通常のTMDを，「可
変 TMD」は今回開発した TMD を示す。従来型
TMDは，建物の塑性化によって振動周期が延びた状
態では制震効果を発揮することができないため，
TMDを設置しない場合と比較して，最大応答の低減図─ 2　開発した TMDの基本構成

図─ 3　周期調整の原理
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効果は確認できない。それに対して可変TMDは，建
物の状態に追従して同調することが可能なため，
TMD無しと比較して 20％程度最大応答を低減できて
いることが確認できる。また，図─ 5に頂部変位の
時刻歴を示すが，建物のひび割れなど塑性化が進行し
た地震動の後半部分においても，可変TMDが制震効
果を発揮していることが確認できる。

4．縮小試験体の製作

本TMDの原理を振動台実験により確認するための
縮小試験体を製作した。写真─ 1に試験体写真を，
図─6に試験体の立面図，断面図を示す。錘はプレキャ
ストコンクリート製とし，錘重量は 40 ton とした。
復元力要素は，上段は 2段組，下段は 1段の積層ゴム
とした。可変減衰要素には新規に開発した減衰係数切
替型のオイルダンパを用い，X・Y両方向の実験を行
うために十字型に配置している。
本試験体は高さ約 120 mの RC建物の頂部に設置す

るTMDを想定しており，振動台の能力などの制約か
ら，錘重量を約 1/10 に，TMDの周期を約半分にし
た縮小試験体である。
写真─ 2に減衰係数切替型オイルダンパの単体試

図─ 4　地震応答解析結果

図─ 5　地震応答解析結果

写真─ 1　振動台実験の試験体

図─ 6　試験体の概要

写真─ 2　減衰係数切替型オイルダンパの単体試験
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験の様子を示す。このオイルダンパは 4つの電磁制御
弁を内蔵しており，電気制御によって各弁を開閉する
ことで減衰係数を多段に切り替えることができる。本
試験では，急激な内部油圧の変動などがないスムーズ
な切替動作が実現できていることが確認された。
写真─ 3に，振動台実験で用いた加速度センサと
ダンパ制御コントローラを示す。加速度センサは高層
建物の被災度判定システムで多数の実績がある静電容
量式の製品を採用した。この加速度センサは 1つのユ
ニットでX・Y両方向の計測を行うことができる。
ダンパ制御コントローラは，加速度計からの信号を

分析して制御の要否を判定し，オイルダンパの制御弁
を開閉する。本コントローラは，常時フィルタ処理や
制御のための解析処理を実行し続けることになるが，
消費電力は最大でも 150 W程度とわずかである。ま
た故障に対する自己チェック機能と，断電や過大入力
に対するフェイルセーフ機能を備えた耐久性と信頼性
の高いシステムとなっている。

5．振動台実験

図─ 7に振動台実験の制御系の配線図を示す。振
動台のテーブル面を建物屋上に見立て，テーブル上に
制御用の加速度センサを設置する。加速度センサの計
測記録はコントローラに送信され，専用のアルゴリズ
ムによって建物の振動状態が分析され，自動的にオイ
ルダンパの減衰係数の切り替えが行われる。
TMDの周期調整の原理を実験的に確認するため

に，正弦波を入力してオイルダンパの減衰係数と
TMDの共振振動数の関係を確認した結果を図─ 8に
示す。図の横軸は振動台から入力された正弦波の振動
数，縦軸は加速度応答倍率（錘の応答加速度の最大値
／振動台加速度の最大値）を示す。オイルダンパの減
衰係数を小さくするにしたがって，TMDの共振振動

数（加速度応答倍率のピーク振動数）も小さくなって
いる。この結果から，試作した試験体は剛性要素の操
作なしに，0.45 ～ 0.70 Hz の広い振動数帯域に共振振
動数を変化させられることが確認された。
図─ 9に地震応答波加振実験の結果を示す。ここ
では，TMDを設置した RC造建物に地震動を入力し
た際の，屋上の応答加速度を解析によって求め，それ
を振動台への入力として用いた。図中には解析から得
られた，理想的に挙動した場合の錘の変位時刻歴を併
記しているが，解析結果は実験結果と良好に対応して
おり，試験体が想定通りの挙動を示していることが確
認できた。また，コントローラの所定通りの動作も併
せて確認している。

6．効果と特長

以下に本TMDの効果と特長をまとめる。

図─ 7　振動台実験の制御系

図─ 8　試験体の加速度応答倍率

写真─ 3　制御システム

図─ 9　錘の変位の時刻歴



36 建設機械施工 Vol.71　No.10　October　2019

① 年単位の長期的な周期変動だけでなく，地震動の
最中に時々刻々変化する構造物の振動状態に追従
し，揺れを効果的に抑制可能
② 風揺れから大地震までの様々なレベルの揺れに有
効であり，方向による周期の違いにも対応できる
ため，建物全方向の揺れを一つの装置で抑制可能
③  TMDを設置した場所の情報のみで建物の振動周
期を判断するため，それ以外の場所へのセンサ
やコントローラの設置や配線が不要

④ 屋外使用（全天候型）に対応しており，建物屋上
や煙突など，様々な場所に設置可能
⑤ 消費電力は制御時でも 150 W程度とわずかであ
り，小型の無停電電源装置（UPS）で停電時にも
作動する。万一の断電時にはパッシブ型のTMD
に切り替わり，さらに設計想定以上の地震時にも
錘の動きを安全に制御する，ソフト・ハード両面
のフェイルセーフ機構を内蔵する。

図─ 10にRC超高層住宅への設置例を，図─ 11に
RC超高煙突への設置例を示す。本TMDの基本構成
は適用対象の条件に応じて，様々な形状で実現するこ
とが可能であり，実適用に当たっては最適な形状を物
件ごとに検討・設計する予定である。

7．おわりに

本稿では，鉄筋コンクリート造建物などの周期変動
する構造物に適用可能な大地震対応TMDの開発につ
いて報告した。本開発により，鉄骨造の建物に加え，
鉄筋コンクリート造の超高層建物や超高煙突への大地
震対応TMDの適用が可能となった。
TMDによる制震構法は，屋上などの特定階に制震
機能を集中させることができるため，居住空間への影
響を最小限に抑えることができ，建物内部に制震装置
を設ける一般的な制震構法には無い優れた価値を提供
することができる。今後，本技術の適用を積極的に推
進し，鉄筋コンクリート造構造物の安全性の向上に寄
与していきたい。
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超硬質地盤に適応した深層混合処理工法の開発
CI-CMC-HG 工法

田　中　肇　一・伊　藤　竹　史・武　田　尚　也

深層混合処理工法とは，固化材液と軟弱土を地盤中の原位置で撹拌混合し，両者の化学的な結合作用を
利用して軟弱土を改良し，強度を増加させる地盤改良工法である。東日本大震災以来，これまで強度が十
分で地盤改良が不要とされていた硬い地盤でも改良が必要となる場合や，構造物によっては改良体を堅固
な支持地盤へ確実に根入れすることが求められるケースが増えている。このような硬い地盤では，貫入不
能や貫入に時間を要するなどの問題がある。
そこで，これらの課題を解決するため，従来の深層混合処理工法であるCI-CMC工法（以下「従来工法」
という）の貫入能力をより高める施工機能を導入し，新しくCI-CMC-HG 工法（以下「本開発工法」とい
う）を開発し，実績を重ねているので紹介する。
キーワード：地盤改良，深層混合処理工法，超硬質地盤，高トルクインバータモータ，根入れ

1．はじめに

本開発工法は，広く採用され信頼性の高い高品質な
大径深層混合処理工法である従来工法に貫入能力を高
める機能を付加した技術で，適用地盤の拡大と支持層
への確実な着底施工を実現する工法である。従来工法
は，高品質の改良体を高速で施工できる大径の深層混
合処理工法の代表的な技術として国内外で広く採用さ
れている工法で，数多くの実績を持ち高い評価を得て
いる。一方，東日本大震災以来，これまで強度が十分
で地盤改良が不要とされていた硬い地盤でも改良が必
要となる場合や，構造物によっては改良体を堅固な支
持地盤へ確実に根入れすることが求められるケースが
増えている。このような硬い地盤では，貫入不能や貫
入に時間を要するなどの問題があり，安定した品質確
保に特別な施工対応が必要で，超硬質地盤に適用でき
る工法の開発が求められてきた。
このような社会的要請に応え，課題を解決するた

め，信頼性の高い従来工法の貫入能力をより高める施
工機能を導入し，新しく本開発工法を開発，実用化し
た。

2．本開発工法の概要

従来工法は，エアを用いてスラリーを霧状に吐出す
る「エジェクター吐出」機構の開発により大径かつ高

品質な改良体を造成する深層混合処理工法である。こ
の霧状スラリーが土をほぐし土粒子の流動性を高める
ことから貫入・撹拌の負荷を低減することができ，N
値 50 程度の砂質地盤，N値 14 程度の粘性土地盤への
適用が可能である。

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化

図─ 1　本開発工法の適用イメージ
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本開発工法は更なる貫入能力の向上を目指し，同じ
大きさのモータで現状オーガーの約 2倍のトルクを有
する高トルクインバータモータを採用した超硬質オー
ガーにより，N値 50 を超える砂礫地盤等への適用も
可能になった。適用イメージを図─ 1に，適用地盤
の最大N値を表─ 1に示す。また，貫入補助として
撹拌軸の先端からエア・スラリーを噴射する先端吐出
機構の併用も可能であり，幅広い硬質地盤へ適応でき
る。
これまで超硬質地盤が介在する地盤への深層混合処

理工法の適用では，アースオーガー（二軸同軸式）に
よる先行削孔工を併用してきたが，本開発工法は先行
削孔工の併用が必要ないため，大幅なコストの低減，
工期の短縮を実現した。

3．本開発工法の特長

① 貫入能力の大幅向上により超硬質地盤に対応
機械仕様の比較を表─ 2に示す。表─ 2に示す通
り，約 2倍の回転トルクを有する超硬質オーガー（写
真─ 1）による高能力施工ができる。また，貫入補助
として先端吐出機構（写真─ 2）による貫入抵抗の大
幅低減が可能である。
②安定した工程の確保
インバータモータの回転数制御（写真─ 3）により，

通常の軟弱層では従来と同等の高速回転施工を行い，
超硬質地盤層では低速回転施工を行うことで従来のサ
イクルを損なわずに施工できる。また，地中障害物が
存在する地盤では低速回転施工を行うことで，機械負
荷を低減できる。これにより故障頻度が大幅に低減で
きるため，安定した工程の確保が可能である。

③低コストの実現
従来，超硬質地盤が介在する地盤への深層混合処理
工法の適用では，アースオーガー（二軸同軸式）によ
る先行削孔工の併用が必要であった。本開発工法は先
行削孔工の併用が必要ないため，大幅なコストの低
減，工期の短縮ができる。

表─ 1　適用地盤の最大N値

適用地盤の最大N値（φ 1600 mm× 2軸）

工法名
従来工法
通常タイプ

CI-CMC-HA
硬質地盤対応

本開発工法
超硬質地盤対応

砂質土 35 50 70
粘性土 14 14 20

表─ 2　機械仕様の比較

従来工法 本開発工法

オーガー 90 kW（4/8P）
90 kW（4/8P）

インバータ専用モータ
発電機 600 kVA 600 kVA
トルク最大 50 kN・m 104 kN・m
回転 18～36 m－ 1 3.3 ～ 29.5 m－ 1

写真─ 1　施工機全景

写真─ 2　先端吐出機構

写真─ 3　インバータモータによる回転数制御



39建設機械施工 Vol.71　No.10　October　2019

④見える化施工への対応　
地盤改良のBIM/CIMに対応した施工管理システム

「Visios-3DⓇ」を搭載可能である。これにより従来分
かりにくいとされてきた地盤改良現場の見える化施工
や，施工結果の 3次元モデル作成が可能となり，地盤
改良の信頼性の向上と，より確かな品質の確保が可能
である。

4．適用事例

本開発工法の適用事例を紹介する。従来工法と本開
発工法の貫入能力の比較を図─ 2に示す。従来工法
ではN値 50 程度でオーガーが停止し貫入不能となっ
ているのに対し，本開発工法ではN値 70 程度を貫入
できており，機械負荷が少ない安定した工程を確保し

図─ 2　従来工法との貫入能力の比較

図─ 3　適用事例
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て施工できることを確認した。
図─ 3には別現場で適用した事例を示す。A現場

では，N値 214 相当の砂質凝灰岩に根入れすることが
できた。また，B現場では，N値 50 以上の砂岩に根
入れすることができた。

5．おわりに

我が国では時代のニーズに応じて地盤改良に関する
機械や機器が開発，実用化されている。本稿では，新
たに開発した深層混合処理工法である本開発工法 CI-
CMC-HG 工法の特徴および適用事例について紹介し
た。
今後，大都市圏周辺をはじめ，大規模な地震の発生

が予想される。それらの地域に計画される多くの施設
やその敷地，重要構造物等の将来にわたる安全性を確
保するために，本開発工法の積極的な適用を目指す。
 

武田　尚也（たけだ　なおや）
㈱不動テトラ
地盤事業本部　技術部　技術企画課

伊藤　竹史（いとう　たけし）
㈱不動テトラ
地盤事業本部　技術部　技術企画課
課長

［筆者紹介］
田中　肇一（たなか　けいいち）
㈱不動テトラ
地盤事業本部　開発部　施工機械課
課長
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災害対応の役割も果たす海底ケーブル敷設船 
「きずな」

伊　藤　　　環

「きずな」（以下「本船」という）は，インターネットをはじめとした国内外にシームレスに拡がる通信
インフラとして，非常に重要な通信用海底ケーブルの保守を主に担う船として，2017 年 4 月に就航した。
従来の海底ケーブル関連業務のみならず，敷設船としては初めて，災害時の通信インフラの迅速な復旧
を目的とした災害対応機能も備えている。情報通信環境が極めて重要な現代において，その基盤を守る使
命を持つ船として，主な機能と実際の災害発生時の対応例について報告する。
キーワード：通信インフラ，海底ケーブル敷設・保守，災害対応機能

1．はじめに

現代社会における電話やインターネット，配信映像・
音楽，企業のビジネスデータ，世界中の IoT関連デー
タなどは，世界中の海の底に張り巡らされた光ケーブ
ルが，情報の流通を支える重要インフラとなってお
り，我が国において特に国際間のデータは，海底ケー
ブルを利用した通信が全体の 99％以上を占めてお
り，ここ数年 GAFA（Google，Apple，Facebook，
Amazon）と呼ばれる米国巨大 IT 企業が，海底ケー
ブルへの建設投資をけん引している。
国内においても情報格差是正の観点から，離島への

光海底ケーブルの建設が進められており，島国日本で
の通信に海底ケーブルは不可欠である。光海底ケーブ
ルは，陸揚げ局，光ケーブル，海底中継器から構成さ
れている。陸揚げ局には，伝送装置，海底中継器への
給電装置等の装置類が設置され，ケーブル，中継器は，
海底の起伏に沿うように設置され，水深 1,500 m 未満

は必要に応じて海底に 1～ 3 m埋設して構築されて
いる（図─ 1）。
この海底ケーブルを新たに敷設したり，修理したり
するのに用いられるのが，ケーブル敷設船であり，海
底ケーブルの保守の重要性が高まる中，保守を主体と
する船として本船を建造した。
また，最近の地震等における大規模災害において，
船の災害対応の有効性が高まる中，今回の本船の建造
計画にあたっては，過去の災害での復旧工事の知見を
生かして，通信インフラの迅速な復旧を目的として，
災害対応機能を付加し，社会貢献性を高めている。

2．海底ケーブル敷設船としての機能と装備

ケーブル敷設船の主な業務は，海底ケーブルを建設
することと，既設ケーブルの故障時などに修理するこ
とである。

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化

図─ 1　海底ケーブルシステムの構成



42 建設機械施工 Vol.71　No.10　October　2019

（1）建設作業
建設作業は，船内の「ケーブルタンク」（写真─ 1）
からケーブルを繰り出し，船尾の「シーブ」（写真─ 2）
と呼ばれる滑車を通じて敷設していくのが基本形であ
る。

ケーブル敷設ルートは，海底の複雑な地形や地質，
既設のケーブルの位置などを考慮し事前に入念に設計
し，この計画ルートに沿って正確に敷設すると共に，
海底には起伏があるため，ただ繰り出すだけではケー
ブルの一部が宙吊り状態になり，故障の一因になるこ
とから，海底地形になじむようケーブルの繰出速度を
船速に対し 0.1％単位で微調整する等，繊細に施工し
ている。
また，沿岸部や漁場などではケーブルを海底面にそ
のまま敷設するとアンカーや漁具などで損傷する可能
性があるため，海底に埋設する作業が必要になる。こ
のため主に鋤式の埋設機で敷設と同時に海底に埋設し
ている。

（2）修理作業
修理作業は，陸上から故障点を確認しそこに船で向
かい，故障付近の海底ケーブルを探線し，ケーブルを
船上に収容後，船上でケーブルを切断して故障のある
側を特定，問題のない側のケーブルを一旦，海底に戻
しブイを設置しておく。次に故障がある側のケーブル
を巻き上げ，故障点を光学試験や絶縁試験，目視によっ
て判定後，故障点を除去して搭載ケーブルと接続，先
ほどのブイへ向け敷設した後，ブイを収容して問題の
無い側のケーブルと接続して海底に沈下する（図─
2，3）。
故障個所の水深が 3,000 mの場合，海底にあるケー

ブルを見つけて洋上に引き揚げる作業は，いわば「富
士山の頂上から釣り糸でひっかける」ような仕事となる。

写真─ 1　ケーブルタンク

写真─ 2　シーブ

図─ 2　故障修理手順 1（ケーブル探線）
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（3）本船の主要目
長さ 109 m，幅 20 m，総トン数 8,598 トン，定員 60
人で，これまでの敷設船より，狭隘な水域などでも機
動的に動けるよう船体をコンパクト化し，少人数で効
率的に作業ができるように，機器の最適な配置，船内
スペースの有効利用を図った設計としている。
また，海底ケーブルの敷設・保守だけでなく，多目

的作業船として活躍できるように，船首部に操船，機
関，居住区域を集中させている。これにより作業区画
を船体後方に広く確保し，多目的に作業を行いやすい
構造にしている（写真─ 3）。
この船体後方の作業区画には，上部をオープンハッ

チ型とし，船尾作業甲板と合わせて広い作業スペース
を確保すると共に（写真─ 4，5），資機材搭載，作業
のため 10 トンと 5トンのクレーン各 1基を設置し，
この 2基のクレーンで作業区画全域をほぼカバーでき
る配置にしている。

（4）本船に装備された主な設備
①ケーブルタンク
敷設船ならではの設備として，船内のケーブルタン
クがある（写真─ 1）。

図─ 3　故障修理手順 2（ケーブル捕線～故障点除去）

写真─ 3　全景

写真─ 4　オープンハッチ

写真─ 5　作業スペース
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本船には容量 935 m3 のケーブルタンクが 2基設置
されており，1 タンクあたり，細いケーブルなら約
1,000 km分を収納できる。
タンクは円筒状で，ケーブルをタンク内の突起物に

ひっかけて小さな傷がつくと，故障の原因になること
から，天井や床，壁面の凹凸を無くして平滑にし，こ
こに，ケーブルをレコードの溝のように円状に巻き
取って格納する。
②ケーブルエンジン
ケーブルの繰り出しや巻き取る装置としてケーブル

エンジンがある（写真─ 6）。

直径 3.6 m の巨大なドラムにケーブルを巻きつけこ
れを回転させて，海底からの引き上げや繰り出しを行
う。ケーブルエンジンは左右に各 1基搭載し，ケーブ
ルを同時に巻き上げ，片方は巻き上げ，一方は繰り出
しといった多様なオペレーションができる。
③ 遠隔操作型無人潜水機（Remote Operation Vehicle 
：ROV）
現在の海底ケーブルの故障修理に欠かせないのが，

海中でのケーブル故障点の確認や修理後のケーブル埋
設作業等を担うためのROVである（写真─ 7）。
ROV「CaRBIS- Ⅳ」は，最大適用水深 2,500 m。8

基のスラスターで海中を移動し，前方に備えた磁気セ
ンサーを用いて海底に埋まっているケーブルの探査，
埋設深度の確認等を行い，前方下部のマニピュレー
ターやケーブルグリッパなどでケーブル作業の補助を
行う。また底部のジェッターから海水を噴射して，修
理後のケーブルを埋設する機能もある。ROVの操作
は，ROVに搭載している各種カメラやセンサーから
の情報により，船上から遠隔で行う。
④ 電気推進及び自動操船システム（Dynamic 
Positioning System：DPS）
海底ケーブル工事では，長時間連続で 1～ 2ノット

程度の低速，荒れた海象・気象下での航行，長時間に
わたる定点保持において高い船位保持精度が求められ
るなど，繊細な操船が求められる他，一刻も早く故障
現場に到達する必要もあり，DPS と相性の良い電気
推進システムを採用している。
推進器としては，水平方向に 360 度回転するアジマ
ススラスタを船尾に 2基装備し，船首部には 2基のト

写真─ 7　ROV

写真─ 8　アジマススラスタ

写真─ 9　トンネルスラスタ

写真─ 6　ケーブルエンジン
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ンネルスラスタを装備した（写真─ 8，9）。
これにより，風速 14 m，波高 3 m（海況 5），海潮

流 3ノット程度の状況下での船位保持を可能とする高
い操縦性能を確保した（写真─ 10）。
⑤敷設を支援するハイテクシステム
船位や船速，方位，ケーブルの繰り出し速力や長さ

等の各種データを一元的に収集し，各種工事に活用す
るため敷設支援システム「Makai Lay」，本船を効率
的に操船，工事を記録するために「Navlog」を搭載
している。
これらを活用することにより，ROVの位置とケー

ブル敷設データを照らし合わせて，ケーブルを効率的
に探し出したり，敷設前にあらかじめシミュレーショ

ンを行い，船の位置や船速，潮流，海底地形などをモ
ニタリングし，シミュレーション結果とケーブルの着
底位置をリアルタイムで補正しながら，ブリッジや
ケーブルエンジンの制御室に適切な敷設の指示を与え
ることにより，ケーブル作業をソフト面でサポートし
ている。
⑥船内ネットワーク
船内には有線，無線による LANを構築し，船内各
所からの衛星通信等による陸上とのデータ通信環境，
27 台の IP カメラによる各所の作業状況，各種計器類
をタブレット等を利用して随所でリアルタイムに確認
できるようになっている。

3．災害対応機能

（1）資材，車両の運搬
災害時に本船が想定している役割は，まず被災地へ
の災害復旧資機材の搬入，現地臨時災害対策本部とし
ての機能，携帯電話の臨時基地局などの機能，被災地
への水や電気などを供給するというもの。もちろん，
敷設船として能力を生かして臨時海底通信ルートの開
設にも活躍する（図─ 4）。
このため，まずは資機材輸送の能力を増強した。
通常の敷設船には貨物などを積載するスペースが少
ないが，本船には船体後部に十分な作業スペースと貨写真─ 10　DPS操作盤

図─ 4　大規模災害発生時の敷設船活用イメージ
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物積載スペースを確保し，作業甲板へのオープンハッ
チを設置したことにより，ケーブルタンク内や船内の
作業区画にデッキクレーンを用いて資機材を容易に搭
載できる。電柱やケーブルドラムなどの大型資材も積
載が可能としている。
また，作業甲板上には資機材輸送用に 20 フィート

型コンテナ 6個を搭載できる設備を設けている。さら
に，大型のデッキクレーンを使用して，非常用移動電
源車や移動基地局車など災害復旧用車両も複数搭載で
きる（写真─ 11，12）。

（2）災害対策本部機能
災害時に対策本部として利用することを考慮し，大

型会議室を設置したほか（写真─ 13），最大 40 人程
度の対策要員が宿泊・移動で乗船できるようにしてい
る。
また，岸壁停泊中において災害対策要員を支援する

ため，簡易ベッドの搬入等により多数の休憩場所を確
保すると共に，最大 60 人が利用できる食堂や厨房，
冷蔵庫を備え，医務室や入浴施設なども利用できるよ
うにしている。
このほか，船から岸壁への給水，電力供給が可能な

設備も設置している。
災害対策本部が必要な外部との通信手段として，衛
星利用による大容量データ通信システム（VSAT）や，
衛星船舶電話，インマルサット電話など，複数の通信
手段と前出船内ネットワーク設備を備え，被災地でも
情報収集，発信を可能としている。
合わせて，非常用携帯基地局など，非常用通信設備
を設置できる構造としている点も特徴である。例えば
衛星パラボラアンテナを使用する際に死角が生じない
ような構造としているほか，ブリッジ上部に非常用携
帯基地局を吊り上げられるようにクレーンを設置し臨
時設備に対応できる配線設備を設けている。

4．実際の災害復旧支援のための派遣

（1）北海道胆振東部地震への対応（2018年 9月）
2018 年 9 月に北海道で発生した地震により大規模
な停電（ブラックアウト）が発生した。通信ビルでは，
電力会社からの給電が断たれても通信サービスが途絶
えることが無いように，軽油を燃料とする非常用発電
機が配備されているが，各通信ビルの燃料の貯蔵量に
は限りがあるため，長時間継続的な発電には定期的に

写真─ 13　会議室

写真─ 14　作業区画への燃料搭載状況

写真─ 11　船尾搭載スペース

写真─ 12　10トンクレーン
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燃料を補充する必要がある。この補充用の燃料，小型
発電機，車両等を積んで北海道苫小牧まで運ぶという
役割を果たした（写真─ 14）。

（2）台風 24号被害への対応（2018年 10月）
台風の暴風雨により，鹿児島県と沖縄県を結ぶ海底

ケーブルが被災するとともに，沖縄県内では，陸上の
通信ケーブルが広範囲にわたり断線となった。この海
底通信ケーブルの修理のための出動の際に，沖縄県域

で不足した工事用車両を「きずな」に搭載し，沖縄本
島まで運搬するという役割を果たした（写真─ 15）。

5．おわりに

本船の船名は，グループ会社内で，船名を公募した
ところ，通信会社らしく最も応募が多かったのが「き
ずな」だった。まさに，人と人のつながり，人とモノ
のつながりを支える通信イメージにも合致し，次世代
に必要なキーワードとしてもふさわしいことなどか
ら，選考審査で高く評価され，船名として採択された。
本業の通信インフラのみならず，災害復旧の両面で，
重要な役割を担う船としてあり続けたい。
 

写真─ 15　作業甲板への車両搭載状況

［筆者紹介］
伊藤　環（いとう　たまき）
NTTワールドエンジニアリングマリン㈱
企画総務部
部長
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堤体盛土工事における 
ICT 建設機械の活用とその課題

藤　木　栄　治・鵜　飼　泰　希

現在の建設現場において調査・測量から施工・品質管理まで幅広い範囲で ICTを用いた設計・施工が
急速に普及しつつある。そうした中で特に建設機械に ICTを用いることは重機メーカー，建設会社，リー
ス会社など多くの業者が参入してシステムの開発を行い実用化されている。本稿ではそうしたシステムの
一つを用いて東日本大震災で被災した堤体復旧のための盛土工事を約 1年間にわたり施工した実績から使
用者の視点に立った効果や今後への課題について紹介する。
キーワード：災害復旧，復興，ICT建設機械，GNSS，マシンコントロール

1．はじめに

州崎地先海岸は宮城県東松島市にあり一級河川鳴瀬
川水系鳴瀬川の河口部右岸側に位置した延長約 3 km
の海岸である。付近は住宅地が広がり JR仙石線が敷
設された市街地を形成しており，海岸は海水浴場等で
使用され近くには大型宿泊施設や運動公園や体育館も
あり多くの観光客でにぎわっていた。
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災によっ

てこの海岸は甚大な被害を受けた。海岸線沿いにあっ
た防潮堤（堤体高さ T.P＋3.9 m）を超える津波（津
波浸水高 10.35 m）が襲い，後背地である野蒜地区を
含む東松島市では人的被害 1,109 人，家屋被害 15,080
棟の被害を被った。防潮堤については，ほぼ全延長に
わたり法面崩壊・洗掘・全壊等が発生し復旧工事を行
う必要があった。
今回の工事は震災で被災した防潮堤の撤去を行い，

新たに L1 津波のせり上がりを考慮した堤防高（T.P
＋7.2 m）の防潮堤にかさ上げして復旧するものであ
り，堤防全体を 5つの工区に分けた内の 1工区で延長
約 1.25 kmの施工を行った。工事全体のフローとして
まず旧堤体の撤去を行い地表面の整形を行ったのちに
軟弱地盤対策のサンドコンパクションによる地盤改良
を行った。その後堤体盛土を行いさらに圧密促進のた
めのプレロード盛土を行った。沈下収束後にプレロー
ド盛土の撤去を行い，捨石・砕石・割栗石の基礎工を
行った後に被覆ブロックを設置する流れとなる（図─
1）。工事数量としては堤体盛土工（プレロード盛土
含む）が約 30 万m3，護岸工が 2.1 万 m2 に及ぶ。

この堤体盛土を行うにあたり ICT 建設機械を用い
た施工を行ったことによる効果や今後への課題につい
て紹介する。

2．使用機械

この工事に ICT 建設機械を用いた目的は主に 2点
ある。1点目は大量の重機が現場内を縦横無尽に走行
するため重機に乗車しない作業員（手元作業員，測量
作業員，誘導作業員など）を極力減らすことにより事
故を防止すること，2点目は今回の防潮堤工事では線
形が曲線を描いていることもあり大量の丁張が必要と
なり人為的エラーによる測量ミスを削減することを目
的として導入を行った。
ICT 建設機械を使用するにあたり，建機から得ら
れたデータを処理するシステムを導入する必要があ

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化

図─ 1　施工フロー図
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る。盛土工では主に敷均し・転圧・法面整形の 3つの
作業が発生するが，その中で敷均しと法面整形を 1つ
のシステム，転圧は別の違うシステムを用いて施工を
行った。
盛土工の敷均し・法面整形作業には ICT 建設機械

として 0.8 m3 級バックホウと 21 t 級ブルドーザーを
用いて施工を行い，これに加えて標準タイプの 0.8 m3

級バックホウとスーパーロングブームバックホウを用
いた（表─ 1）。これは，高額となる ICT建設機械の
使用を最小限にする事でコストを低減するとともに，
機械的特性から誤差が大きくなるスーパーロングブー
ムタイプの ICT 建設機械が実用化されていないから
である。この ICT 建設機械とシステムの組み合わせ
は盛土工完了後の護岸工施工時において法面整形，捨
石整形，砕石敷均し，割栗石敷均しにおいても活用を
行っている。
盛土工の転圧作業には，ICT建設機械として 11 t 級
振動ローラーを用いて施工を行った。こちらについて
は，ICT建設機械のみを使用している。

3．ICTシステム

（1）敷均し・法面整形
最初に設計図面の 2次元の断面図，平面図を用いて

完成形の3次元図面を作成する（図─2）。この図面デー
タをクラウド上に置き ICT 建設機械がインターネッ
トを通して読み取ることで，座標管理している排土板・
バケットの先端部を自動でマシンコントロールしてい
く。
敷均し作業を行うブルドーザーは，完成形の図面を

敷均しの各層ごとに輪切りにした図面を読み取り，ど
の層を施工しているかを選択して作業を行う。運転手
はキャビン内の液晶画面を確認することで，敷均し設
計高さに対しての高低差を色と数値で視認しつつ作業
を行う（写真─ 1）。
法面整形作業を行うバックホウは，完成形の法面形

状に対してバケットがどのように接しているかをキャ
ビン内の液晶で確認しつつ，またどの程度すきとる必

要があるかを数値で明確に把握することができる（写
真─ 2）。
施工した出来形については，排土板・バケットの軌

表─ 1　使用重機一覧表

機械の種類 作業内容 使用数量 使用延べ期間
ICT0.8 m3 級バックホウ 法面整形 1台 12 か月
ICT21 t 級ブルドーザー 敷均し 2台 20 か月
標準 0.8 m3 級バックホウ 法面整形 1台 12 か月
標準 0.8 m3 級スーパーロングバックホウ 法面整形 2台 15 か月
11 t 級振動ローラー 転圧 2台 23 か月
盛土施工期間：2017 年 11 月～ 2018 年 11 月（12 か月）

図─ 2　完成形の 3次元図面

写真─ 1　ブルドーザー内　液晶画面

写真─ 2　バックホウ内　液晶画面
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跡データをクラウドに送りクラウド内でデータ処理
し，事前に登録してあるパソコンを用いて確認・出力
を行うことができる。同時に出来形だけでなく，日々
の進捗数量や重機稼働時間，消費燃料などのデータに
ついてもリアルタイムで確認することができる。

（2）転圧
敷均しのブルドーザーと同様に各層ごとの図面を読

み取り，施工している層を選択して作業する。施工中
は，キャビン内の液晶画面を用いて 34 cmのメッシュ
に区切られた施工面が転圧回数により着色されること
で，事前に定められた既定の転圧回数を満足している
かを確認することができる（写真─ 3）。得られた転
圧データはクラウドを通して集計され，指定した範囲
について転圧回数の分布状況を確認することができる
（図─ 3）。

4． ICT建設機械を用いた施工による従来工
法との比較

（1）敷均し・法面整形
ブルドーザーによる従来施工では，層厚を明示した

盛土定規を目安に敷均しを行っており盛土定規が設置

してある付近については層厚の確認が容易だが，離れ
た箇所についてはレーザーレベル等を準備しなければ
確認をする方法がなかった。ICT 建設機械を用いる
ことで排土板の高さをマシンコントロールにより自動
で制御し，定められた層厚を確実に施工でき面的に均
一な仕上がりを容易に確保することができるように
なった。また盛土工を行うにあたり試験施工で転圧に
よる沈下を加味した敷均し厚を定めるが，盛土定規で
は転圧後の完成厚は明示されているが，敷均し厚は明
示されていないためオペレーターの感覚によるところ
が大きかった。しかし，ICT 建設機械を用いること
で全ての施工面において，確実に敷均し厚を確保する
ことができることにより，敷均しのムラによる品質低
下を防ぐことができるようになった。
バックホウによる従来施工では，法面丁張を使用し
て整形を行っていたが，バケットの刃先の位置をマシ
ンコントロールにより自動制御することで丁張を全く
使用することなく整形作業を行うことができるように
なった（写真─ 4）。表法は法長が 20 m以上に及ぶた
め通常の法面を断面方向に 3分割して施工を行う必要
があったが，その際に上段と下段について ICT 建設
機械を用いて施工を行い，中段部分については ICT
建設機械ではないスーパーロングバックホウを用い
た。これはロングブームの ICT 建設機械が存在しな
いためであり，上段・下段を先行して掘削することに
より法面を丁張の代替として利用して掘削を行った。
また，上段・下段の掘削について ICT 建設機械での
法面整形を 5 m間隔で行いその間の部分については
標準タイプのバックホウを用いて施工を行った。これ
も ICT 建設機械による法面整形された面を丁張の代
わりとして掘削を行うことで，作業の高速化と費用の
低減を図った。法面整形作業は特にオペレーターそれ
ぞれの癖や経験年数などにより特徴が出やすく，オペ
レーターが変更になった場合や違うオペレーターとの

写真─ 4　法面整形状況

写真─ 3　転圧回数表示状況

図─ 3　転圧回数表示状況
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施工範囲の境界部分に段差が出やすくなるといったこ
とがあったが，ICT 建設機械ではこのような問題が
解決された。

（2）転圧
振動ローラーによる従来施工では，試験施工によっ

て定められた転圧回数を全ての敷均し箇所で満足する
ようにどこを何回転圧したかをオペレーターが記憶し
ながら作業を行っていた。そのため，オペレーターの
ミスにより転圧回数が不足している箇所が発生する場
合や逆に転圧回数が規定回数を上回っている箇所が発
生する場合があった。ICT 建設機械を導入すること
で，34 cmのメッシュで区切られた施工範囲を運転席
内の液晶画面で常時確認し，どの場所を何回転圧した
かが分かるようになっており，人為的なミスの発生を
防ぎ過不足の少ない効率的な転圧作業を行うことがで
きるようになった。また，この転圧した回数の状況に
ついて，事務所内のパソコン画面でモニタリングする
ことができるため，ダブルチェックによる管理を行う
ことが容易となった。さらに，その転圧した回数のデー
タがクラウド上に蓄積されるため，いつ・どの場所を・
何回転圧したかを過去にさかのぼって瞬時に調べるこ
とができるため，トレーサビリティに優れたシステム
であった。

5．ICT使用時のトラブル

図─ 4，5，表─ 2は ICT施工時に発生したトラブ
ルをまとめたものである。主にシステムと機械に起因
するトラブルが全体の約 75％であることがわかる。
最も発生したトラブルはシステムに起因するものであ
り，このトラブルは ICT 導入開始から 3か月の間に

特に頻発しており時間の経過とともに減少していく傾
向があった。具体的なトラブル内容として多かったの
が現場で測定した実績や転圧回数などがクラウド上の
システムに反映されないトラブルであった。このトラ
ブルの影響で一時的に作業を中止せざるを得ない場合
があり，1 年間の施工期間中で中止期間はのべ 4，5
日程度あった。トラブルの原因についてヒアリングを
行った結果，施工内容や現場条件によっては施工当初
にトラブルが発生しやすく，経験やノウハウを蓄積す
ることで減少させつつあるとのことであった。対処方
法として早期にトラブルを解決することができるよう
にバックアップ体制を充実させることが非常に重要で

図─ 4　ICT トラブル経時変化

図─ 5　ICT トラブル集計図

表─ 2　ICT トラブル一覧表

要因 内容
システム ICTのシステムに起因するトラブル
機械 ICT機器に起因するトラブル
GPS GPS やインターネット通信に起因するトラブル
設計図 作成した 3D設計図に起因するトラブル
人為 人為的ミスに起因するトラブル
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ある。
次に多かったトラブルは ICT 機器等の機械に起因

するものであり，キャビン内のモニターが作動しない
などのトラブルがあった。このトラブルは施工開始時
にはあまり発生していないが，3か月を経過した付近
から増加している。施工に伴い機器に累積された疲労
がトラブルの原因ではないかと考えられる。特に大き
なトラブルとして振動ローラーの GPS アンテナが脱
落するといった致命的なトラブルが数回発生した。こ
れは，振動ローラーについては ICT 関連機器を建機
完成後に後から追加で設置したため，強度が弱かった
ことや機械自体に日常的に振動が加えられるため故障
を起こしやすい素地があったことが考えられる。対応
方法として通常のグリスアップなどのメンテナンスに
加えて ICT 建設機械の場合，ICT 関連の故障を起こ
しやすい場所を日常的に点検する必要がある。さら
に，ICT 関連機器を後から設置するタイプではなく
メーカー出荷の時点で ICT 機器が装備されている建
機を選択することで，故障の原因を減らすことができ
ると考えられる。

6．施工費用の比較

一般重機を用いた場合と ICT 建設機械を用いた場
合について，施工費用の比較を行った。費用の比較を
行うにあたり施工期間が重要になってくるが，今回の
工事では一般重機を用いた施工を行っていないため，
どの程度の歩掛になるかについて明確に判明していな
い。そこで，一般重機と ICT 建設機械を用いた時に
必要となる施工期間・使用重機台数が同等であった場
合として比較を行った。各機械の延べ使用期間につい
てまとめた表が表─ 3となる。これらを踏まえて金
額を比較した表が表─ 4となる。
機械費に含まれている費用は，使用機械全てのリー
ス費，燃料費，さらに ICT 関連費用として 3次元図
面作成費用やクラウドシステム使用料等を加えたもの
の合計となる。比較した結果，ICT 建設機械のリー
ス費用が高価であること（約 2倍），ICT関連費用が
追加で必要となることが要因で ICT 建設機械を用い
たほうが高額になることが分かった。
労務費については，各機械のオペレーター費，手元
作業員費，測量費，管理職員費の合計とした。比較し
た結果，一般重機を用いた場合の方が高い結果となっ

表─ 3　使用重機　比較表

工事内容 施工数量
一般重機での施工 ICT建設機械での施工

使用機械数 施工期間 使用機械数 施工期間
提体盛土および整正 約  138,700 m3 0.8 m3 級 BH  2 台 約  24.0 ケ月 ICT BH  1 台 約  12.0 ケ月
道路盛土および整正 約  154,900 m3 21 t 級ブル  2 台 約  20.0 ケ月 ICT ブル  2 台 約  20.0 ケ月

11 t 振動ローラー 2 台 約  23.0 ケ月 ICT ローラー  2 台 約  23.0 ケ月
0.8 m3 級 SLBH  2 台 約  15.0 ケ月 0.8 m3 級 SLBH   2 台 約  15.0 ケ月

0.8 m3 級 BH   1 台 約  12.0 ケ月
合計 約  293,600 m3 計  8 台 計  82.0 ケ月 計  8 台 計  82.0 ケ月

表─ 4　金額比較表

名称
一般重機での施工 ICT建設機械での施工

概要
金額（千円） 金額（千円）

【機械費】
機械費 リース費 26,000 53,000 使用重機全て

燃料費 35,000 35,000
ICT 費 ICT関連費用 0 7,000 初期費用含む
小計 61,000 95,000

【労務費】
労務費 重機オペレーター 55,100 55,100

手元作業員 7,000 0
測量工 25,900 1,100

管理費 元請職員 48,000 36,000
小計 136,000 92,200
合計 197,000 187,200
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た。これはブルドーザーによる敷均し作業時に高さを
確認する手元作業員が必要となることや丁張の設置と
いった測量業務による費用が発生すること，また出来
形・出来高数量確認のための管理職員の人数を増やす
必要があることが要因であった。
機械費・労務費を合計した結果，ICT 建設機械を

用いた方が今回の施工条件においては約 1,000 万円安
価になることが分かった。これは，ICT 建設機械費
用の方が一般重機を用いた時の測量工等による費用よ
りも安いことが理由であり，今回の工事の様にバック
ホウ，ブルドーザー，振動ローラーを各 2台（2セット）
使用した場合には ICT 建設機械を使用した方が費用
面でメリットがあることが分かった。また同一施工規
模（測量工，元請職員は同一）で施工期間を 1年と仮
定して重機の使用台数ごとに一般重機での施工とICT
建設機械での施工について比較した（表─ 5）。その
結果 3セットまでは費用はほぼ同じとなることが分
かった。重機の台数が増えるごとに差額が少なくなる
ことから，測量の手間が多大な小規模工事について
ICT 建設機械を導入するメリットが大きいことが分
かる。

7．おわりに

施工者として ICT 建設機械を用いて施工を行った
ときに求めるものは，安全に安価で正確な施工を早く
可能であるかどうかにある。その中で今回の工事での
2つの目的，作業員削減による安全確保，測量削減に
よる正確な施工についてはどちらも十分な成果を上げ
ることができた。特に安全について，従来の方法では
エリア全体に丁張を設置して重機オペレーターがこれ
を確認しながら作業を進めることとなるが ICT 活用
工事の場合，丁張は一切不要となるため手元作業員，
測量作業員，誘導作業員による作業が発生しない。こ
れは重機近傍での生身の人間の作業が存在しないこと

であり，重機と人の接触災害が発生する要因がないこ
とを示している。今後建設業に携わる人口が減少する
ことが予想されているが，この労働人口の減少を ICT
建設機械の使用によって補えるだけでなく現場での作
業員削減が事故発生確率の低減に寄与している。
今後について大きく 3つの要望があり，1つは ICT
建設機械の導入費用（リース費）の低減である。一般
重機のリース費の約 2倍であり，工事費全体として比
較するとメリットがあることは上述の通りだが導入時
の障害になっていることは否めないため，より安価に
なることを要望する。また，2つ目は，ICTのシステ
ム・機械の改良である。ICT 部分が精密機器である
ためか一般重機と比較して故障が多い。現場条件にか
かわらず安定して使用できるように修正する必要があ
る。3つ目は，ICT建設機械の汎用性の向上である。
使用する ICT システムによって使用する重機のメー
カーが固定されることが多い。重機については施工業
者所有のものを使う場合，ICT 建設機械を所有して
いても使えない場合がありどのシステムであっても
ICT 建設機械であれば使用可能となるようにすると
ICTの間口が広がることが考えられる。
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表─ 5　重機使用台数別　金額比較表

重機使用台数
一般重機での施工 ICT建設機械での施工
金額（千円） 金額（千円）

1セット 135,500 115,600
2 セット 197,000 187,200
3 セット 258,500 258,800
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大規模崩壊斜面における対策工と CIM の実施
阿蘇大橋地区斜面対策工事における「のり面 CIM」の開発と適用

石　濱　茂　崇・江　口　秀　典・山　上　直　人

平成 28 年 4 月の熊本地震により，阿蘇大橋地区では大規模な斜面崩壊が発生し，周辺一帯は壊滅的な
被害を受けた。この災害に対して緊急的な対策が国土交通省九州地方整局により講じられ，建設 ICTや
無人化施工，遠隔操作などを駆使しながら，土留盛土工やラウンディング，斜面安定工等の様々な斜面対
策工事が施工されてきた。本稿では，これまで実施してきた斜面対策工の概要と斜面の恒久的な安定化対
策にて採用したCIMについて紹介する。
キーワード：熊本地震，大規模斜面崩壊，砂防，斜面対策工，CIM

1．はじめに

阿蘇大橋地区では，平成 28 年 4 月 16 日の熊本地震
（本震）により大規模な斜面崩壊が発生した。崩壊の
規模は，長さ約 700 m，幅約 200 m，崩壊土砂量は約
50 万 m3（推定）にも及び，斜面の下部に位置する国
道 57 号や JR 豊肥本線が押し流され，国道 325 号の
阿蘇大橋が落橋する大災害となった（図─ 1）。これ
らの寸断された交通網は，熊本都市圏と大分・宮崎を
結ぶ，生活，経済，観光を支える重要交通であること
から，早期復旧を目指し，国が高度な技術力をもって
砂防工事等の崩壊斜面対策に取り組むこととなった。
崩壊斜面の周辺には，開口亀裂や段差がみられ，余

震や降雨の影響により崩落が拡大する恐れがあったこ
とから，国土交通省では「直轄砂防災害関連緊急事業」
として斜面に残っている不安定土砂の崩落による災害
を防止するための緊急的な対策工事（阿蘇大橋地区斜
面防災対策工事）を平成 28 年 5 月に着手した。この
工事では，崩壊斜面上部の不安定土塊が崩落すること
による二次災害の恐れがあることから，対策前の崩壊

地内は立入禁止とし，作業は無人化施工にて実施し
た。無人化施工では，土留盛土工の整備や頭部不安定
土砂の除去（ラウンディング），ガリー浸食部岩塊除
去を行った。これらの施工では，これまでの技術を進
展させ，「ネットワーク対応型無人化施工システム」
や「高所のり面掘削機の無人化施工」を実現した。
このような無人化施工による対策工の完成を受け
て，平成 29 年 7 月より斜面の恒久的な対策工事（阿
蘇大橋地区斜面対策工事）として有人作業による植生
マット・ネット工等の作業に移行した。この工事では，
密着型安定ネット工や高強度ネット工，鉄筋挿入工等
の対策工を実施した。なお，崩壊地内が立入禁止であ
り，ボーリング等の地質調査が困難であったため，地
山状況が把握されていない状況で施工を進めなければ
ならなかった。一方，密着型安定ネットにおけるアン
カー工の確実な施工のためには，土岩境界等の地山状
況の把握が重要であり，地山に応じた適切なアンカー
タイプの選定を行う必要がある。このため，本工事で
は，施工中に地山状況を把握するための調査を行い，
その結果に基づいてアンカータイプを決定することと
したことから，迅速かつ効率的に施工管理を行うこと
が求められた。このような状況から，本工事において
CIMを導入し，効率的に斜面対策工を実施する体制
を整えることとした。なお，斜面対策工において
CIMが実施されている事例は少ないことから，適応
するソフトウェアが存在しないため，本工事において
専用のCIM（のり面CIM）を開発した。

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化

図─ 1　阿蘇大橋地区の被災状況



55建設機械施工 Vol.71　No.10　October　2019

2．阿蘇大橋地区斜面崩壊対策の概要

この工事では，余震や降雨による斜面の不安定化が
懸念されたため，地震計や雨量計の設置に加え，動態
観測として崩壊斜面を取り囲むように地表面伸縮計や
地盤傾斜計等を設置し，定点カメラおよび見張り員を
配置して視覚的な監視を合わせて行った。このような
長大な崩壊地における調査・計画・施工にあたっては，
UAV（Unmanned aerial vehicle）測量等による三次
元地形データを用い，調査・設計・施工・施工のすべ
ての段階において i-Construction を取り入れ，安全か
つ迅速な災害対応を成し遂げた 1）。
阿蘇大橋地区では図─ 2に示すステップごとに施
工を進めた。以下にその詳細を示す。

（1） ステップ 1：崩落地内の進入路の整備（無人化
施工）

このステップは，無人化施工により実施した。災害
時の緊急的な対応として，従来に比べて短い準備日数
で工事に着手することができる高機能遠隔操作室を用
いた方式により実施した 2）。また，進入路の準備と平
行して，航空レーザー測量やUAV測量を実施し，調
査・測量を進めるとともに，後述する「ネットワーク
対応型無人化施工システム」の準備を進めた。

（2）ステップ 2：土留盛土工の整備（無人化施工）
ここでの施工においては，ネットワーク対応型無人

化施工システムを採用している 1）。このシステムは，
従来と比較すると，無線環境の設定が容易で，かつ長
距離伝送が可能で，接続機器の多重化，データの大容
量高速伝送が可能となっている。この特長を活かし，
施工箇所より約 1 km離れた場所に「超遠隔操作室」

を設置し，安全な作業環境を整えるとともに，崩落地
内で作業する無人化施工機械が最大 14 台稼働するこ
とを可能とした。

（3） ステップ 3：頭部不安定土砂の除去（ラウンディ
ング）

ここでの施工においては，崩壊地周辺の作業である
ことから，安全を確保するために高所作業掘削機を用
いて遠隔操作にて実施した。斜面上端部の広い範囲に
対してラウンディングを行うことから，可動範囲の大
きいセイフティークライマーを採用した。掘削機に搭
載した可動カメラと施工付近の固定カメラの画像を，
操作者がカメラモニターで確認することにより視認性
を向上させた。

（4）ステップ 4：ガリー浸食部岩塊除去
地震によって不安定化した斜面のうち，後の大雨の
影響によりガリー浸食が拡大した箇所について，不安
定化した岩塊を取り除く工事を行った。ここでは，ス
テップ 3と同様に高所作業掘削機を用いて遠隔操作に
て実施した。なお，不安定岩塊の規模が大きかったこ
とから，より大きな重機を用いるロッククライミング
マシンを採用した。

（5）ステップ 5：恒久対策工事に向けた準備工事
ステップ 3やステップ 4の完了にともない，土留盛
土工の下部では有人施工が可能となったことから，恒
久対策に向けて有人での地質調査を実施した。また，
斜面の恒久的な安定化対策に備えて，崩壊斜面中の土
砂の撤去を行った。ここでは，長大な崩壊斜面内での
作業となることから，従来は目視確認による遠隔操作
が行われていたロッククライミングマシンにおいて，
ステップ 2と同様のネットワーク対応型無人化施工シ
ステムを導入し，高所のり面掘削機における無人化施
工を実現した 3）。

（6）ステップ 6：斜面の恒久的な安定化対策
斜面上方から順次，植生マット・ネット工を実施し
た。地盤条件が不明確な中での施工となったことか
ら，土砂厚の確認を施工中に実施した。確認はネット
工のアンカー全数で実施するため，効率的な施工管理
を行う必要があったことからCIMを適用した。

3．開発したのり面 CIMの概要

阿蘇大橋地区斜面対策工事では，既存のシステムで

図─ 2　阿蘇大橋地区斜面対策の施工ステップ
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は目的とする施工管理は困難であったことから，斜面
の恒久的な安定化対策において適用する「のり面
CIM」を新たに開発した。このシステムは，斜面対策
工事で実施するグラウンドアンカー工や鉄筋挿入工な
どに対し，設置位置やアンカー諸元，当該箇所の地質
情報，施工日，試験結果などの属性情報をアンカーに
付与し，3次元空間に配置するものである（図─ 3）。
配置したアンカーには，施工状況写真や試験結果の

データシート等もリンクさせて直接ファイルを閲覧で
きるようになっている（図─ 4）。このように，本シ
ステムでは，施工中に得られたデータを集約・3次元
モデル化（可視化）し，一元管理した情報を次ブロッ
クの施工へフィードバックすることにより，施工の効
率化を図ることができる。
本システムでは，Excel Ⓡ等の表計算ソフトにて整
理した施工実績のデータベースを読み取る仕様となっ
ていることから（図─ 5），現場での入力作業の負担
が少なくなっている。
なお，本システムは，3次元地質解析ソフトウェア
を基本としていることから，調査ボーリングの 3次元
空間への配置や地質構造の 3次元的な解析も可能と
なっており，すべり面の形状や定着層の位置も 3次元
で表現できる（図─ 6）。特にグラウンドアンカーに
おいてこの機能は有効と考えられ，すべり面と定着層
の広がりの関係を 3次元的に把握することが可能であ
ることから，施工中に確認する定着層の異常値の発見
が容易となる。さらに，斜面安定計算のソフトウェア
との連係も可能となっており，地質状況が想定と異
なった場合には，早急に再計算ができる仕組みとなっ
ている。

図─ 3　のり面CIM表示例

図─ 4　属性情報および施工写真表示例

図─ 5　ExcelⓇによる入力画面の例

図─ 6　すべり面の 3次元表示例
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4． 阿蘇大橋地区斜面対策工事でのCIMの適用

阿蘇大橋地区斜面対策工事においては，密着型安定
ネット工に対して CIMを適用した。密着型安定ネッ
ト工は，土砂厚に応じて適切な鉄筋挿入型のアンカー
のタイプを選定する必要があるものの，前述したよう
に，崩壊地内では地質調査が実施されていなかったこ
とから，対象の地山状況（土岩境界）が把握されてい
なかった。よって，本工事では，土砂中に鉄筋を挿入
する探査および振動センサーを使用して土砂層の厚さ
をアンカー施工箇所の全点で確認する調査を施工中に
実施した。確認した土砂層の厚さを用い，のり面
CIM上において土砂と岩の境界を 3Dモデル化し，ア
ンカー諸元（種別，アンカー長），アンカー配置，ア
ンカー強度をCIMにより一元管理した（図─ 7）。
また，のり面 CIMは，アンカーの属性（諸元）を

一本ごとに表示する機能を有しており，状況写真や帳
票等もリンクさせることが可能である。このように，

施工中の調査データや施工実績を集約・3次元モデル
化（可視化）し，一元管理した情報を次ブロックの施
工へフィードバックすることで，施工の効率化を図っ
た（図─ 8）。仮に，のり面 CIMを導入しなかった場
合，地盤条件が定かでない状況であったことから，抽
象的な感覚でアンカー諸元を決定していたと考えら
れ，ある程度の規模の手戻りが発生していた可能性が
ある。
また，本工事の密着型安定ネット工ではアンカーの
10％において引抜き試験を行っている。通常であれ
ば，対象のアンカーだけが施工時のデータとして維持・
管理に引継がれるが，本工事で実施したのり面 CIM
は，アンカー施工箇所全てのデータを維持・管理に引
継ぐことができることから，斜面対策工事における建
設生産システムの高度化につながったと考えられる。
これらのデータは，維持更新や同種工事に活用するこ
とが期待される。

図─ 7　阿蘇大橋地区斜面対策工事におけるのり面CIMの事例
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5．今後の課題

今回実施したのり面 CIMは，専用のシステムを用
いていることから，維持・管理に引き渡す場合，現況
では費用の掛かる専用のシステムを導入してもらう必
要がある。このままでは，特定のメンバーだけが使用
できる状態となってしまうため，現在簡略化したシス
テムを考案中であり，広く展開したいと考えている。
また，今回開発したシステムの特長として，ExcelⓇ

等の表計算ソフトにて入力できることから，維持・管
理データの追加も容易となることが考えられ，維持・
管理手法が高度化することが期待される。

6．おわりに

今回適用した CIMは，地震による大規模斜面災害
という特殊条件であることから開発できたと考えられ
る。しかしながら，同様の斜面対策工において今回開
発した CIMを用いることは，生産システムの業務効
率化や高度化につながることが期待される。現在，阿
蘇大橋地区斜面対策工事のその他の斜面対策工（グラ
ウンドアンカー等）への適用を行っており，その有用
性を確認している。
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大槌町復興事業におけるまちのデザイン

平　井　一　男

本稿は，東日本大震災により被災した大槌町において，復興事業をどのような体制，方法で検討してき
たか，そして市街地の区域をどこに定め，道路などの公共施設や主要な公益施設を配置し，どんな街並み
を考えてきたかという検討経緯とともに，大槌町の復興事業におけるデザイン面での取り組みを紹介する。
これらの取り組みについては，住民との対話を重ねてた成果をもとに作成した「大槌デザインノート」を
用いて紹介する。また，復興まちづくり計画を立案してから数年経過し，実際にできたものなどもあるこ
とから，現時点での評価と反省を述べる。
キーワード：東日本大震災，大槌町，復興事業，公共空間，デザイン

1．はじめに

（1）大槌町の地形等
大槌町は，岩手県沿岸部に位置する。
大槌町の東日本大震災津波（以下「震災」という）

で被災した沿岸部の地形は，平地が狭くリアス海岸の
典型的な地形であり，傾斜地にも住宅等の建物が立地
している。別の見方をすれば，斜面に立地する住宅等
からは海がよく見え，漁業が盛んなことも相まって海
が身近な存在であった。地形もあって，ある程度集落
が点在する形で分布しており，それぞれの集落が独自
のコミュニティを形成していた（図─ 1）。
また，大槌町は，町方地区や安渡地区の至る所で自

噴井があり，まちの特徴の 1つであった（図─ 2）。
（2）震災で変わったこと，変わらなかったこと
（a）住民の津波に対する恐怖心が増大
平成 23 年度に行った住民意向調査では津波被害に
対する恐怖心が強く表れた。住宅再建希望場所の意向
調査では内陸部を希望する人が多く，津波防御につい
てもできるだけ高い防潮堤を望む意向が強かった。調
整の結果，元の市街地も再建場所と位置づけられた
が，地盤を嵩上げしてレベル 2 津波でも津波シミュ
レーション上浸水しない条件とすることで落ち着い
た。
震災直後は津波に対する恐怖心が残っていたため仕
方ない面はあるが，その後，防潮堤の高さをもっと低
くしてもいいのではないかと活動する町民も現れてい
る。津波防御に対する地盤の嵩上げは，結果的に町方，
安渡地区の多くの自噴井が失われることにも繋がって
しまった。

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化

図─ 1　大槌町の地形と沿岸部の主な集落

図─ 2　自噴井の分布状況 1）
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（b）早まった人口減少，超高齢化
大槌町の人口（国勢調査）は，平成 22 年（2010 年）

以前から減少傾向が続いていたが，東日本大震災津波
被害（以下「震災」という）により平成 22 年（2010 年）
～平成 27 年（2015 年）の人口が大きく減少し，平成
27 年（2015 年）は 11,759 人であった。国立社会保障
人口問題研究所が震災前に推計した人口（平成 20 年
12 月推計）において約 12,000 人は，2025 年に相当す
る人口規模であり，人口減少が約 10 年前倒しになっ
たとも言える（図─ 3）。

また，国勢調査における人口集中地区（DID）につ
いて，大槌町では平成 17 年（2005 年）までは人口集
中地区（DID）があったが平成 22 年（2010 年）には
なくなってしまった。
（c）失われなかったコミュニティ
大槌町は，トンネル等が出来る前は隣の地区（集落）

には船で移動した方が早いと思うくらい地形的な要因
などもあり，震災前から地区（集落）内の結びつきが
強い地域であった。
地区（集落）のコミュニティは震災後，力を発揮し

た。例えば赤浜地区では，震災後，赤浜の復興を考え
る会が設立され，独自に復興計画案を作成するなど，
地域のまとまりは失われるどころか，強固なものに
なったようにも感じる。

（3）復興まちづくりの姿勢
（a）復興まちづくりのスローガン
震災から 5か月後の平成 23 年 8 月，町長選が行わ

れ，しばらく続いた町長不在は解消された。この町長
選で当選したのが，前町長の碇川豊氏だ。
碇川氏は選挙公約に『海の見える，つい散歩したく

なるこだわりのある美しいまち』を掲げた。津波に対
する恐怖心が支配的だった当時の雰囲気の中，“景観”
に係る目標をよく示したものだと感心させられた。景

観を大切にした復興事業が進められてきたのは，トッ
プの掲げたスローガンが大きく影響していると言える。
（b）町民との対話を重視
前町長は町民との対話を重視した。当選後まずはじ
めに，復興計画の策定に先だって，大槌町災害復興基
本条例が 9月に制定され，町は復興方針を決定する。
そして，条例に基づいて住民が全員参加する「地域復
興協議会」を組織。10 月 10 日第 1回の全体会が行わ
れ，その後，町内 10 地区に分かれて住民の話し合い
が行われ，12 月 4 日第 2 回全体会で各地区の計画が
発表された。町としての大槌町東日本大震災津波復興
計画・基本計画は，議会の議決を経て 12 月 26 日に決
定された。
できるだけ多くの町民の意見交換を行う中で策定さ
れた復興基本計画は時間はかかった。しかしその後の
復興事業を進めるにあたっては，合意形成は比較的円
滑に運んだと言える。

2．復興まちづくりの概要

（1）復興まちづくり検討の進め方
（a）住民と対話（合意形成）しながら決める
復興事業は，住民と対話（合意形成）しながら決め
てきた。平成 23 年度は地域復興協議会を組織し，復
興計画を議論。平成 24 ～ 25 年度は大槌デザイン会議
を組織し，主要な用途，公益施設の配置を議論。平成
26 年度はワークショップ等を開催し，主要な歩行経
路（街路，広場）のデザインを議論したが，いずれも
住民参画により進めている。
（b）地区単位（集落単位）で議論する
震災前から強固で失われなかったコミュニティを生
かして町方，沢山，小枕・伸松，安渡，赤浜，吉里吉
里，浪板の 7地区別に議論した。
町役場の担当の都市整備課は，“事業割”ではなく“地
区割”をとっていた。また，地区担当の学識者，コン
サルタントは数年間継続して同じ担当者が携わったな
ど，地区単位で議論する体制を担保した。
（c）復興事業を遅らせない
復興事業で最も優先すべきはスピードであり，デザ
イン検討のために事業を遅らせてはならないという考
えだった。そのため，復興事業の進捗を見ながら進め
るものとして取組んだ。

（2）復興まちづくりの検討経緯
（a）検討経緯
大槌町の復興まちづくり（主に市街地整備）につい

図─ 3　大槌町の推計人口 2）
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ては，表─ 1のとおりに検討してきた。
「まちのデザイン」については，復興基本計画の策
定時には復興市街地の区域の検討，公共施設の計画時
にはデザイン会議を通じた公共施設の配置や基本的な
考え方の検討及び検討結果のとりまとめ（大槌デザイ
ンノートの作成），復興事業の工事に移った段階では
具体の街路や広場のデザイン検討などを重ねてきた。
（b）主な検討内容
①復興市街地の区域（平成 23 年度）
平成 23 年度は，再整備する市街地の範囲を検討し

た。震災前から進んでいた人口減少に加え，震災によ
る犠牲者や流出者が発生したことで，各地区の人口が
大きく減った。また，高台への避難を考慮し，山裾に
近いところでコンパクトに市街地を再整備することを
決めた（図─ 4）。
集団移転先についても既存集落に近いところなど，

なるべくまとまって市街地形成できる区域を選定し
た。
なお，並行して検討していた津波防御の考え方は，

レベル 2津波に対して浸水しない場所に市街地を再整
備することになった。このため，自噴井のある町方地

区でも嵩上げすることになった。
② 主要な用途，公共公益施設の配置（平成 24 ～ 25
年度）
平成 24 ～ 25 年度は，前年度策定した復興基本計画
に基づく土地区画整理事業などの事業計画を立案し
た。大槌デザイン会議を組織し，商業地や住宅地など
の主要な用途，骨格となる道路や大きな公園などの公
共施設，及び，集会所や公民館などの公益施設の配置
などについて議論した。検討成果は大槌デザインノー
トにとりまとめた。
なお，町民との議論により，例えば町方地区の中心
市街地は現役場がある区域から，御社地のある区域に
位置づけが見直された（図─ 5）。
③ 主要な歩行経路（街路，広場）の設計（平成 26
年度）
平成 26 年度は，前年度とりまとめた大槌デザイン
ノートを実現化させるために，より具体的なデザイン
検討を行い，詳細設計に反映させるための作業（大槌
デザインノートの翻訳）を行った。検討に際しては，
維持管理を担当する部局と調整しながら進めた。

表─ 1　大槌町復興まちづくりの検討経緯

図─ 4　山沿いにコンパクトに計画した市街地（町方地区）3）

図─ 5　中心市街地の位置づけが見直された町方地区 4）
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3．大槌デザインノート

（1）大槌デザイン会議
大槌デザインノートは，大槌デザイン会議での議論

の成果であることから，まずは大槌デザイン会議につ
いて確認しておきたい。
（a）大槌デザイン会議の目的
大槌デザイン会議の目的は，大槌デザイン会議設置

要綱によれば『復興基本計画に示された町の将来像の
実現へ向け，復興まちづくり事業により整備する公共
施設・公共空間の計画・設計の調整を行うとともに，
町並みの誘導方策の考え方を整理するため，大槌デザ
イン会議を設置する。』とされている。
（b）大槌デザイン会議の体制
大槌デザイン会議は，デザイン会議（全体会議）と

地区別のワーキンググループ会議で構成される。デザ
イン会議（全体会議）は，地区間の調整を行うことを
主な目的とし，学識者，町内の有識者及び各地区の代
表者によって組織され，委員会スタイルで運営され
る。地区別ワーキンググループ会議は，実質的な議論
の場であり，町民の意見をくみ取る場でもある。平成
23 年度から継続して同じ学識者がコーディネータを
務め，公募による町民委員で構成されるが，テーマに
よっては自由参加のワークショップスタイルでの開催
も可能とした（図─ 6，7）。

（c）大槌デザイン会議の活動実績
大槌デザイン会議は，通常の会議に加え，参加自由
なワークショップスタイルなども含め，延べ 73 回開
催した（表─ 2）。

（2）大槌デザイン会議の成果
大槌デザイン会議は延べ 73 回の会議を重ね，その
成果である大槌デザインノートは町民の意思が詰まっ
た計画書であることを印象づけた。大槌デザインノー
トの位置づけは景観法などの法に基づく計画ではない
が，以降の復興事業において無視できないという雰囲
気を醸成できたという意味で，計画の実現性担保に一
定の効果が認められる。
（a）公共空間・施設のデザイン方針
公共空間・施設のデザイン方針は，前町長の掲げた
選挙公約を考慮して図─ 8の通りとした。
基盤整備を行っていく上での重要箇所を 3つ挙げて
いる。1つ目の「歩きたくなる町を実現するうえで重
要な公共空間・施設」は，歩行空間ネットワーク上の
要衝のこと。2つ目の「地区住民の日常的な居場所と
なる公共空間・施設」は，近所や地区内など身近なコ
ミュニティで共用する空間，集落全体でというより，
もう少し小さな単位で，地区内で自由に使うものまで
含めたイメージである。3つ目は「町全体／各地区の
自然・歴史伝統・生活文化・住民の価値観・復興への
思いを象徴もしくは代表する場所や施設」。

図─ 6　大槌デザイン会議における検討体制

図─ 7　地区別ワーキンググループの検討体制

表─ 2　大槌デザイン会議の開催回数

図─ 8　公共空間・施設のデザイン方針 5）
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これらはいずれも，住民との議論の中で明らかに
なった，住民が大切にしているものを整理し，表現し
たものである。
（b）大槌デザインノートの構成
大槌デザインノートの構成は，住民から頂いた沢山

の意見がどの部分に反映されたが見えるように，住民
の意見と方針を関連づけてとりまとめた（図─ 9）。

（c）大槌デザインノートの紹介
大槌デザインノートの内容については，誌面の関係

もあり一部を紹介する。
①常時と非常時を考える
元々，海沿いの漁師町であることなどから，今後も

海とともに暮らすことを前提に復興市街地（防集団地）
をデザインした。例えば，小枕 ･伸松地区では，海沿
いの高台にできる立地性を生かした海への眺望と，小
さいけれどまとまりのあるまちをコンセプトに掲げた
（図─ 10）。
防集団地内に 3つの広場を設けたが，そのうちの 1

つが海を見る公園だ。この広場は，海への眺望が一番
良い場所に配置されているが，なおかつ海（低地部）
からの避難道とも繋がった避難場所にもなっている。

海への意識は，常時は景観の良さを生かされた設計，
非常時には逃げやすさに配慮した設計の両方が盛り込
まれている（図─ 11）。
②地区を総合的に捉えた施設設計
施設整備では，施設別（事業割り）ではなく地区全
体で捉えて実施した。例えば，町方地区・旧末広町の

図─ 10　小枕・伸松地区のコンセプト 5）

図─ 11　小枕・伸松地区の公園づくりの方針 5）

図─ 9　デザインノートの構成 5）

図─ 12　町方地区・旧末広町のコンセプト 5）

図─ 13　安渡地区の旧県道・緑地帯と街並みのイメージ 5）
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歩行者専用道路では，隣接する運動公園の動線と連携
した位置に決められた（図─ 12）。安渡地区の旧県道
は，隣接する産業用地に歩道と同様の機能を設けるな
ど，一体的な街路景観の創出を立案した（図─ 13）。

4．復興まちづくりの評価と反省

（1）評価
（a） 地区（集落）ごとの議論を反映した津波防御の

考え方
大槌町では，2011 年 9 月に災害復興基本条例が制

定され，それを受けて 10 月～ 12 月の 3ヶ月間で，住
民が自由に参加できる地域復興協議会を 10 地区で計
38 回開催した。地域復興協議会では，建物の被災状
況や津波シミュレーションを住民に提示し，防潮堤の
高さや復興する市街地の配置と高さなどが協議され，
地区ごとに津波防御の考え方が異なる結果となった
（図─ 14）。地区ごとの議論をきちんと計画に落とし
込めたと考えている。
例えば赤浜地区では，被災地の多くで防潮堤を高く

する中，海やひょうたん島が見えるまちづくりを復興

のテーマに掲げ，防潮堤の高さを震災前から変えない
（高くしない）選択をした（写真─ 1）。
（b） 住民意向，まちの歴史・文化を空間デザイン

に反映
住民意向やまちの歴史・文化を踏まえた空間デザイ
ンは，各種の復興事業のよりどころとなっった。例え
ば，住民との自噴井を残すため盛土をしない区域（御
社地）を設けたり（写真─ 2），コミュニティの核と
なる場所を作るために公民館とまちの広場を一体的に
配置する（写真─ 3）などにおいて反映された。

（2）反省
（a）計画変更に対する対応
平成 30 年 8 月 24 日公表の町方地区土地区画整理事
業区域内の概況によると，町方地区の想定人口は，平
成 30 年 7 月現在で 1,107 人である。当初の計画人口
2,100 人に対して 53％である。計画に対する未達の理
由は様々あるとは思うが，思い描いた状況ではないと
言える。
反省点として筆者は，計画の見直し手順を当初計画
に盛り込んでおくなどの対応をしておくべきだったと
考えている。
（b）大槌デザインノートの条例化
大槌デザインノートは，復興事業のより所となって
いる点では評価出来る。ただし，応援職員が毎年入れ
替わる状況であることなどを考えると，筆者は，都市

図─ 14　各地区の津波暴挙の考え方

写真─ 1

写真─ 2

写真─ 3
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計画法や景観法に基づく計画決定は馴染まないとして
も，例えば町の条例として議決しておくべきだったよ
うに考えている。

5．おわりに

今回紹介した大槌町復興まちづくりにおけるデザイ
ン検討の事例は，特殊な事例かもしれない。ただ，こ
こで経験した知見は，通常のまちづくりやデザイン検
討に生かされるものであるし，生かしていかなければ
ならないとも考えている。
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熊本市民病院再建事業の早期開業に向けた 
工期短縮の取り組み事例

中　村　敦　史

当事業は，2016 年 4 月に発生した熊本地震で被災した熊本市民病院の再建事業である。被災により病
院機能の大半が失われ，市域はもとより広域な影響を及ぼしており，本院がこれまで担ってきた機能を一
日も早く取り戻すことが命題となっていた。
これに対し，設計段階及び施工段階において，工期を短縮するために行った様々な取り組み事例につい
て報告する。
キーワード：工期短縮

1．はじめに

熊本市民病院は 2016 年 4 月 14 日及び 16 日に発生
した熊本地震により被災した。病棟の天井や壁の一部
崩落，給水施設等の被害により，診療の継続ができな
い状況となり，一部の診療科を除き外来診療を再開し
たものの，本来の病院機能の大半は失われた。特に，
新生児・未熟児の命を守る拠点である総合周産期母子
医療センターの機能停止により，高度な医療措置が必
要な妊婦や新生児の受け入れが困難となり，市域はも
とより広域な影響を及ぼした。このような状況から，
本院がこれまで担ってきた機能を一日も早く取り戻す
ことが急務であった。
当事業は設計・施工一括発注公募型プロポーザルで

発注され，本院の早期開業を最優先事項として工期を
短縮するため，設計段階及び施工段階での様々な取り
組みを提案し受注に至った。
本稿では，受注後，実際に取り組んだ事例について，

報告する。

2．工事概要

工事名称：熊本市民病院再建事業
発注者：熊本市病院事業管理者　水田博志
設 計者・施工者：大林組・久米設計・産紘設計・西
松建設・豊工務店特定建設工事共同企業体（設計：
久米設計・産紘設計，施工：大林組・西松建設・
豊工務店）
監理者：山下設計・ライト設計共同企業体

工事場所：熊本県熊本市東区東町 4丁目 1番 60 号
工事概要： 構造；鉄骨造+CFT（免震構造）   

規模； 地上7階，延床面積39,823.67㎡（病
床数 388 床）

契約期間： 2017 年 4 月 1 日～ 2019 年 6 月 30 日（27
カ月）

工期：2018年 2月 1日～2019年 6月 30日（17カ月）
発注方式：設計・施工一括発注公募型プロポーザル

3．設計

この章では設計工期の短縮に対する取り組みと施工
工期の短縮に直結する施工者のアイディアを設計仕様
に取り入れた事例を紹介する。

（1）設計工期の短縮
通常，設計時には施主の要望をヒアリングし，その
要望を反映させて設計図書を完成させ，確認申請を提
出する。しかし，施主の中には様々な関係者が存在し，
その要望をまとめ上げるのに時間を要し，確認申請を
提出するまでの期間が長く必要となる。この期間を短
縮するため，基本設計が完了したのちに，申請用の設
計と施主要望を反映させた設計を分け，ダブルチーム
で設計を進めた。申請用設計が完了した段階で確認申
請を提出することで，設計期間を 1カ月短縮した。要
望反映用設計完了後は，変更申請を提出し，変更に関
わる施工に着手することで，工事の早期着手と施主の
要望反映を両立することを可能にした。
また，本事業は免震構造を採用しているため，確認

特集＞＞＞　防災，災害対応，復旧，復興，国土強靭化
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申請と合わせて大臣認定が必要になり，法的な手続き
に時間を要することになる。しかし，当敷地の地盤調
査より液状化の恐れが少ないことから，法手続きが簡
略な告示免震の申請を行い，大臣認定の手続きを不要
とし，申請手続き期間を 2カ月短縮した。
上記の二つの手法により，設計・申請期間を 3カ月

短縮し，3カ月前倒しの工事着工を実現した（図─ 1）。

（2）施工者の知恵を設計内容に反映
杭と柱本数を削減するため，柱スパンの見直しを行

い，杭工事の工期短縮を計った。
外周部の柱の配置を内側に寄せ，地上階は片持ち梁

で床を跳ね出し，所要面積を確保した。柱の配置を内
側に寄せることにより，免震ピットの面積が小さくな
り，掘削範囲を縮小することで，掘削数量を削減する
ことができた。また，掘削完了後も周囲にクレーンを
設置するスペースを確保することができた。更に，掘
削が深くなるピットを建物中央部に配置することで自
立山留めを採用することができ，施工性を向上させた
（図─ 2）。

4．施工

この章では，基本計画時の工期を 1 カ月短縮した
17 カ月という短工期を遵守するために施工段階で取
り組んだ事例を紹介する。

（1）周辺道路工事との調整
当事業の周囲の道路では道路の拡幅工事やインフラ
の整備工事が予定されていた。病院開業後は，これら
の道路が病院への進入路となるため，当事業と同じ工
期内で工事を完了させる必要があった。しかし，道路
拡幅によって当敷地が狭くなると鉄骨工事で使用する
200 t クローラークレーンが設置できなくなってしま
う問題点があった。この問題を解決するため，本工事
着工前から道路工事関係者との協議を行い，本工事と
道路工事の両方の施工性や工期及び工事中の第三者の
交通を両立させることを念頭に，道路工事の分割施工
と施工ステップを当方から提案することで，当初の計
画通りに鉄骨工事のクレーンの設置ヤードを確保する
ことができ，工期への影響を最小限にすることができ
た（図─ 3）。

図─ 1　設計工程の短縮手法

図─ 2　設計見直しによる工事量の削減
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（2）杭工事
熊本市の水道水源は地下水を利用している。当敷地

はこの水源地の影響範囲にあるため，杭工事において
水質への影響を防止する必要があった。杭工事施工中
に地下水の汚染があった場合は，工事の中断を余儀な
くされ，対策を再考する必要があり，工期に大きく影
響する懸念があった。
杭の工法はコスト・工程面及び周辺での工事実績か

ら既成杭のセメントミルク工法を採用したが，セメン
トミルクが地下水の水質に悪影響を及ぼす恐れがあっ
た。そのため，杭先端は GL-33 m 付近で止め，地下
水を採取している砥川溶岩層に貫入させない計画とし
た。また，セメントミルクに繊維添加剤を混入し，セ
メントミルクの流出を防止するとともに，杭施工時に
は，観測井戸を 2カ所設け，毎日 2回の水質の計測を
行い，地下水に影響がないことを確認しながら施工を
行った（図─ 4）。
約 2カ月にわたって杭打ち機を 4台投入して杭工事

を行ったが，地下水の計測結果に異常はなく，工事を
中断することなく杭工事の工期を遵守することができ
た。

（3）基礎工事
基礎躯体工事は，杭工事が 5 割程度完了後に着手

し，杭工事と並行して工事を行うことで，工期を短縮

した。山留は背面を一部鋤取り，親杭横矢板自立工法
を採用し，切梁支保工を不要とすると共に，建屋周囲
の作業スペースを確保した。南・東・西面に120 tクロー
ラークレーンを配置し，揚重エリアを大きくカバーす
ることで，施工性を向上させた。北面は狭隘であるた
め，鋤取りを行うとクレーンを設置するスペースが不
足するため，鋤取りをなくし，山留頭部にタイロッド
を設置することで，クレーンの設置スペースを確保し
た（図─ 5）。
建屋周囲からの揚重を可能にすることで構台を削減
することができたが，埋戻し工事では建屋中央に埋戻
し土を運搬するのに時間を要し，工期を圧迫する懸念
があった。埋戻しの工期を短縮するため，建屋中央部
の基礎型枠にキーストン型枠を採用した。これによ
り，掘削と並行して，埋戻しを先行して行うことがで
き，基礎躯体工事完了後の埋戻しの工期を削減するこ
とができた。

（4）免震工事
免震装置の設置に際しては，免震装置ベースプレー
ト下部の基礎コンクリートの充填度が重要になる。充
填度が不足した場合には，施工の手戻りが発生し，工
期の遅延につながる。この手戻りのリスクを削減する
ため，免震基礎コンクリートの試験体を作成し，充填
性の確認を行った。事前に問題点を洗い出し，品質を

図─ 3　道路拡幅工事ステップ図

土木工事エリア建築工事エリア 一般車道

土木工事エリア建築工事エリア 一般車道

建築工事エリア 一般車道

建築工事エリア 一般車道



69建設機械施工 Vol.71　No.10　October　2019

確保できる施工方法を確立することで，手戻りをなく
し，工期を遵守した（写真─ 1）。

（5）地上躯体工事
地上鉄骨建方は建屋北側に 120 t クローラークレー

ン，南側に 200 t クローラークレーンを配置し，2班
体制で施工した（写真─ 2）。
犬走りの 1F片持ちスラブと屋上のパラペットは，

工場製作のプレキャスト製品とし，現場での躯体工事
量の削減と外壁の早期着手を実現した（写真─ 3）。

図─ 5　掘削・山留計画断面図

写真─ 1　免震下部基礎充填試験

図─ 4　観測井戸
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（6）屋上設備架台
屋上の発電機は重量が約 8 t であり，一体で揚重す

るには北側に 120 t クローラークレーンが必要であっ
た。通常，屋上の床コンクリート及び設備基礎コンク
リートを打設し，防水工事完了後に設備機器を揚重す
る。しかし，この時期になると北側道路の拡幅工事で
クローラークレーンを設置するスペースがなくなって
しまうため，早期に設備機器を屋上に揚重する必要が
あった。

鉄骨建方と同時に本体鉄骨に仮設の束材を設置し，
設備機器の架台を組み，鉄骨建方完了時点で，発電機
を屋上に設置した。仮設の束材は設備基礎のコンクリー
トで根巻きし，防水を施し，撤去不要とした。通常通
り防水完了後に揚重するには，狭隘敷地に設置できる
クレーンで揚重可能な重量に機器を分解し，揚重後屋
上で再度組み立てる工期が必要であったが，この手間
を削減することができ，工期短縮に寄与した（写真─4）。

5．おわりに

本院の早期開業の大命題に対し，発注者・監理者・
設計者・施工者が一体となり，短工期の事業に取り組
み，2019 年 6 月 30 日に無事竣工することができた。
当事業に関わる全ての人が同じ目標に向かって協力し
合ったこと，発注者・設計者の意思決定の迅速であっ
たこと，設計・施工一括発注で施工者の知恵を設計に
取り込むことができたこと，現場のスタッフ・作業員
が一体となり工期順守に取り組んだことで，設計から
施工までを当初の想定より 4.0 カ月短縮し，短工期で
成し遂げることができた。短工期の事業に共に取り組
んだ関係者に謝意を伝えたい。
熊本地震の復興事業に携わるのは建設会社の責務で
あり，施主の要望に応え，短工期で事業を成し遂げる
ことができたのは誇りである。
本事業で取り組んだ種々の事例が，同種の工事の参
考になれば幸いである（写真─ 5）。

 

［筆者紹介］
中村　敦史（なかむら　あつし）
㈱大林組
九州支店　建築工事部　生産技術課
課長

写真─ 2　鉄骨建方状況

写真─ 3　パラペットPCa

写真─ 4　設備架台

写真─ 5　完成写真
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建造物解体現場における高強度繊維織物を 
利用した飛散防止シートの開発
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建造物の解体工事において，作業時にコンクリートや締結ボルトが周囲に飛散することがある．この
飛散物は場合によって高速で飛翔し，人に傷害を与える危険性を有する．しかし現在，解体工事におい
て用いられている養生シートは，主に防音・防塵が目的であり，高速で飛散する飛散物の貫通防止が考
慮されていない．そこで本論文では，高強度繊維織物を用いた飛散防止シートを開発するため，飛散す
る可能性のある締結ボルトを模擬した飛翔体を用いて高強度繊維織物の耐貫通性能を調査した．本研究
で用いたアラミド繊維織物では，563 ～ 680 J 付近の運動エネルギーを持つ鋼球およびボルト付き六角
ナットに対して一枚で飛翔体の貫通を防止することができた．また，ポリエステル繊維織物では，約
600 J の運動エネルギーを持つ鋼球に対して二枚（厚－薄タイプ）で飛翔体の貫通を防止することがで
きた．高強度繊維織物を重ねて使用する際は，二枚の繊維で効果的に衝撃エネルギーを吸収するために
は，その重ね合わせ順序が重要となることがわかった．

キーワード：  high strength fiber fabric, scattering prevention, impact, collision, penetration

1．緒　言

日本では，戦後の高度経済成長（1954 年～ 1973 年）に
伴い鉄筋コンクリートを用いた建造物の建設が急速に進
められてきた．この傾向は，家屋やビルといった建物だ
けに限らず，道路，空港，橋梁，公園や学校といったイ
ンフラについても同様であり，実に多くの建造物がこの
時期に集中的に建設されている．そして，この高度経済
成長期に建設された建造物は，今後一斉に高齢化するこ
とが懸念されている．例えば，今後 15 年で建設後 50 年
以上経過する道路橋（橋長 2 m以上）の割合は約 65％を
上回るなど，建造物高齢化の割合は加速度的に増加する
ことが予想されている 1）．このような建造物の高齢化に
伴い，改築，増築および新築を行うための建造物解体工
事が各地で盛んに行われている．
建造物解体工事に関わる法整備の観点からは，2016

年 6 月 1 日（改正建設業法施行日）から，従来の建設業法
では「とび・土工工事業」に含まれている「工作物の解体」
を独立させ，建設業許可に係る業種区分として新たに「解

投稿論文

体工事業」が追加された 2）．この背景には，実際の解体
現場において施工管理の不備等による事故が発生してい
る等の状況に鑑み，「解体工事業」について，業種区分を
新設することで当該工事に必要な技術が専門性を増し，
専門工事業の地位の安定，技術の向上を図る目的があ
る．このように，今後大幅な増加が予想されている解体
工事に備え，近隣への安全・安心に配慮した施工体制・
現場環境を整えることは不可欠である．
建造物の解体工事では，鉄骨切断機，コンクリート圧
砕機，解体用つかみ機といった解体用機械を使用し，こ
の作業時にコンクリートや締結ボルトなどの金属片が周
囲に飛散することがある．特に，締結ボルトが飛散する
場合はコンクリート片等が飛散する場合と様相が異な
り，締結ボルトには強い引張応力がかかっていることか
ら飛散時に高速で飛翔することが多く，人に傷害を与え
る危険性を有する．解体工事に係る死傷災害の調査を
行った研究報告 3）によれば，2008 年から 2012 年の 4 年
間における休業 4日以上の死傷災害の割合として，その
15％は材料，木材や砂，金属等の飛来・落下による災害
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であることが報告されており，実際に解体工事に伴う飛
散物の衝突による災害は十分に脅威であることがわか
る．例えば，2016 年に長野県の解体工事では，現場か
ら約 40 mmの金属片が飛散，約 40 m 離れた長野市役
所の網入りガラスに衝突する事故が起こっている 4）．こ
の際，網入りガラスには数十mmの貫通穴が生じてお
り，人体に衝突すれば重大な事故となり得た事例といえ
る．
しかし，新業種区分として「解体工事業」が追加された
現在においても，解体現場での金属片等の飛散防止に関
する法的な制限はない．多くの解体現場では，解体業者
によって自主的に養生シート等が使用されているが，こ
れは防音・防塵が目的であり，飛散物の貫通防止が考慮
されたものではない 5）．一部，飛散物の貫通防止を考慮
したシートとして，ハイテンションボルト（締結ボルト）
の飛散防止シートの使用について検討されているが，そ
の耐貫通性能に具体的な根拠は示されておらず，経験則
として使用されるにとどまっている 5）．そこで本研究で
は，実際の現象に近い再現試験を行い，定量的に耐貫通
性能を評価した飛散防止シートを開発することとした．
解体工事において使用される防音シートのほとんど
は，ポリエステル繊維織物にポリ塩化ビニル樹脂をコー
ティングしたターポリンと呼ばれる繊維織物であり，そ
の引張強度は 2000 N/30 mm程度である．本研究では，
飛散防止シートを開発するにあたり既存のポリエステル
繊維製防音シートと比較して引張強度が 2～ 4倍である
高強度繊維織物の使用を検討する．アラミド繊維織物に
代表される高強度繊維織物は，重量に対する引張強度が
非常に高く柔軟性を有することから様々な研究が報告さ
れおり，その利用法には大きく 2種類の方向がある 6）．
一つは，コンクリートや樹脂等の各種材料との複合によ
る材料の補強，一つは，繊維織物の単独使用および他繊
維織物との複合による利用である．前者の例として，例
えば鉄筋コンクリート構造物や樹脂材料の補強として使
用することで，被補強材料の曲げ強度や靭性を大きく増
加できることが報告されている 7）-9）．しかし，上述のよ
うな材料の補強といった使用方法では軽量性が大きく利
点となる反面，繊維織物の特徴である柔軟性は失われて
しまう．そのため，本研究で開発する飛散防止シートへ
の応用には不向きである．後者の例としては，防弾チョッ
キ 10）-13）や防刃スーツ 14）-16），スペースデブリバンパ 17）-19）

等が報告されているが，例えば防弾チョッキやスペース
デブリバンパに関する研究では，飛翔体の速度が数百～
数千m/s であり，解体現場を飛散する飛翔体速度とし
ては現実的ではない．また，防刃スーツに関する研究で
は，貫通対象の先端が非常に鋭利なもののみを扱ってお

り，コンクリートや締結ボルト等の飛散物形状とは異な
る．このため，これらの研究結果を飛散物防止シート開
発へと拡張することは困難である．その他，複合膜の耐
貫通特性として気球皮膜の貫通特性を総合的に調査した
研究 20）が報告されているが，複合膜と繊維織物とでは
貫通挙動が異なると考えられる．このように，高強度膜
状体の耐貫通特性については多くの研究が行われている
が，高強度繊維織物を単独で使用し，かつ解体現場にお
いて飛散する可能性のある速度域および対象物での研究
はこれまでにほとんど報告がないといえる．
そこで本報告では，高強度繊維織物を用いた飛散防止
シートの開発にあたり，飛散する可能性のある締結ボル
ト等の金属片を模擬した飛翔体を用いて，高強度繊維織
物単体での耐貫通性能を調査した．

2．試験方法

2.1　飛翔体

本研究で使用した飛翔体の外観を図-1に示す．飛翔
体には，実際に解体工事現場において飛散する締結ボル
トの模擬として，ボルト付き六角ナットを用意した．こ
れは，接合部の破断によって飛散する締結ボルトを模擬
するため，ボルトを六角ナットに締めこんだ後にボルト
頭部を切断したものである（図-1（a））．図-1（a）はボルト
付き六角ナットの衝突側の面を示しており，ネジ先端部
が約 5 mm突出した状態となっている．ボルト切断面は
裏面側である．ボルトの材質は SCM435（クロム・モリ
ブデン鋼，密度約 7800 kg/m3）製であり，六角ナットは
呼び径M22 を使用した．比較のため，図-1（b）に示す鋼
球を用意した．硬球は，凹凸部のない理想的な飛翔体で
あり，凹凸部が多く存在するボルト付き六角ナットと形
状が大きく異なる．材質は SUJ2（高炭素クロム軸受鋼，
密度約 7800 kg/m3）製であり，球直径はφ 36.5 mmであ
る．ボルト付き六角ナットの質量は 192.8 g，鋼球の質
量は 199.1 g であり，両者ともほぼ同様の質量を有して
いる．
飛翔体は，後述するサボ分離付き高速投射型衝突破壊

図-1　飛翔体の外観（a：ボルト付き六角ナット，b：鋼球）
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試験装置によって射出するため，サボに埋め込まれた状
態で試験装置に設置される．図-2に，飛翔体（鋼球）が
埋め込まれたサボの外観を示す．ボルト付き六角ナット
を試験装置に埋め込む際，ボルトの切断面とは逆側のネ
ジ先端部が約 5 mm突出した面が先頭になるように埋
め込んでいる．サボには直径 98 mm，高さ 170 mmの
発泡スチロール製の円筒を用いた．サボの中心部に飛翔
体直径と同じ直径の穴をあけて飛翔体を埋め込むこと
で，サボ付き飛翔体とした． 

2.2　ターゲット

ターゲットに用いる試験体には，アラミド繊維織物と
ポリエステル繊維織物の二種類の高強度繊維織物を用い
た．今回使用したアラミド繊維織物には，火山の水蒸気
噴火で飛散する噴石による建物被害を防ぐために開発さ
れたアラミド繊維織物（東レ製：屋根補強用ケブラーⓇ

製織物，FS3300）を用いた 21）．ポリエステル繊維織物に
は，熱や水による劣化がほとんどなく，乾湿による影響
を受けない材料として産業用に広く用いられているポリ
エステル製繊維織物を 2 種類（東レ製：トレシート，
500T および 800T）用意した．織り方はすべて平織りで
ある．試験体の外観および飛翔体とのサイズの比較を図
-3に，試験体の基礎物性を表-1に示す．一番繊維径の
大きい 800T においても，飛翔体のサイズに対して経糸
および緯糸が 15 本以上配置されていることが確認でき
る．
この試験体を外径 550 mm× 550 mm，内径 450 mm

×450 mmの固定用鉄枠冶具に弛まないように挟みこみ，
四方をそれぞれ四つの万力を用いて締付けトルク5 N･m
の拘束条件で固定したものをターゲットとした（図-4）．
実際にアラミド繊維織物を飛散防止シートとして使用す
る場合，湿気および紫外線対策のため防水シートなどで
包む必要がある 22），23）．そのため本研究では，実使用環

境を想定し，アラミド繊維織物を使用する場合に限り，
両面に防水シートを一緒に挟み込んでいる．この防水
シートにはほとんど強度はなく，試験結果に影響を及ぼ

表-1　試験体の基礎物性

Type of fiber fabrics Aramid Polyester
Model number FS3300 500T 800T
Thickness [mm] 0.6 0.9 1.2
Mass [kg/m2] 0.45 0.55 0.86
Tensile strength 
[N/30 mm]

9000 5600 8500

図-2　飛翔体（鋼球）が埋め込まれたサボの外観

図-3　�試験体の外観（a: アラミド繊維織物［FS3300］，b：ポリ
エステル繊維織物［500T］，c：ポリエステル繊維織物
［800T］）および飛翔体の投影面積（破線 : ボルト付き六角
ナット，一点鎖線：鋼球）

図-4　�固定用鉄枠冶具に挟み込んだターゲットの一例（ポリエス
テル製繊維織物）
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さないことを確認している．

2.3　サボ分離式高速投射型衝突破壊試験装置

図-5にサボ分離式高速投射型衝突破壊試験装置の概
略を示す．装置は発射部，サボ分離部およびターゲット
台で構成されている．圧力タンクに圧縮空気が貯められ
た状態で発射針により隔膜を破裂させると，圧縮空気が
発射管に放出される．飛翔体が埋め込まれたサボは放出
された圧縮空気によって加速し，発射管内を 6000 mm
走行した後，発射管から発射されサボ分離部に衝突す
る．サボ分離部には図-6に示すように直径 40 mmの通
過口を設けてあり，サボが通過口の内径に衝突すること
で飛翔体のみが通過口を通過してターゲットに衝突する
構造となっている．
飛翔体の速度は，発射管の先端 2箇所に 50 mmの間
隔で設置したレーザーおよび受光部を用いて測定を行
う．飛翔体がレーザーを通過し，受光部への照射を遮る
と受光部から出力される電圧が低下し，飛翔体が通過し
終わると再度受光部にレーザーが照射され，電圧が増加
する．この電圧低下点および電圧上昇点の時間差を利用
して衝突速度を測定した．この際，ハイスピードカメラ
（ナックイメージテクノロジー製：HX-3）によって撮影
された画像から算出した飛翔体速度とレーザーより得ら
れた飛翔体速度の比較を行い，両者がよく一致している

ことを確認している．本研究では，サボ分離後の飛翔体
の速度は約 60 m/s ～ 130 m/s の範囲で行った．

3．衝突試験結果および考察

3.1　アラミド繊維織物の耐貫通特性

アラミド繊維織物に対して行った衝突試験での試験条
件を表-2に示す．また，各飛翔体における耐貫通エネ
ルギー特性を図-7に，衝突試験後のターゲットの外観
の一例を図-8にそれぞれ示す．この際，飛翔体の持つ
運動エネルギーを衝突エネルギーとし，衝突エネルギー
量と飛翔体の貫通の有無に着目して各試験の評価を行っ
た．ボルト付き六角ナットでは，貫通境界エネルギーが

図-5　サボ分離式高速投射型衝突破壊試験装置の概略図

図-6　サボ分離部の外観図

表-2　アラミド繊維織物に対して行った衝突試験の試験条件

Projectile Projectile mass [g] Velocity [m/s] Impact energy [J] Penetration

Hex. nut with bolt 193

128 1579 Penetrated
103 1023 Penetrated
84 680 Penetrated
76 563 None
74 528 None
58 324 None

Steel ball 199
82 669 None
79 621 None
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563 ～ 680 J 付近であることが確認できた．一方，鋼球
を衝突させた際の結果についてはボルト付き六角ナット
の結果との比較を優先したため貫通する結果を得ること
ができていないが，少なくとも 669 J においても貫通し
ないことがわかった．衝突エネルギー約 670 J の結果に
注目すると，ボルト付き六角ナットでは 680 J において
貫通が確認されたのに対し，鋼球では 669 J においても
貫通しなかった．これより，飛翔体速度が 60～ 130 m/s
の範囲において，飛翔体形状が繊維織物の耐貫通特性に

影響を及ぼすことが試験的に示された．
繊維織物の耐貫通特性に及ぼす飛翔体形状の影響につ
いては過去にも報告されている．Lim ら 14）は，繊維織
物の耐貫通特性に及ぼす飛翔体先端形状の影響を調査し
ており，先端形状が球面の場合と平面の場合では，平面
形状の方が繊維の伸びが減少し，耐貫通特性が低くなる
ことを示している．Limらの研究では，飛翔体が小さく
（約 10 mm）速度も高速（100 ～ 600 m/s）であるが，本研
究においても同様の傾向が得られた．これは，図-9の
ようにボルト付き六角ナットでは鋼球と比較して角部が
存在することで衝突された繊維にせん断力が作用したた
めと推察される．繊維織物は引張強度と比較してせん断
強度が低い 24）ため，ボルト付き六角ナットの角部にお
いて繊維の破断が早期に生じたものと考えられる．
ここで，飛翔体がボルト付きナットの場合における飛
翔体の衝突角度を確認するため，図-8の衝突点に注目
した．図-8（a）では，防水シートの下層に見えている黄
色部分が貫通されなかったアラミド繊維織物である．図
-8（b）では，アラミド繊維も破断して飛翔体は貫通した
が，貫通後に破断した繊維が元に戻って開口部を塞いで
いる．貫通・非貫通にかかわらず衝突点には六角形の衝
突痕（図-8（b）ではシート破断痕）が残っており，飛翔体
はサボ分離後に正面から衝突していることがわかる．図
-8（a）の防水シートに生じた円形の穴は，ボルト付き六
角ナットのボルト部分が防水シートのみを切断したもの
で，飛翔体は貫通していない．本研究では，ボルト付き
六角ナットの試験結果すべてにおいてこの六角形の衝突
痕を確認できたため，飛翔体の衝突角度はほぼ一定であ
り，衝突角度の影響はなかったと考えられる．
今後，上記に示した飛翔体先端形状および衝突角度の
及ぼす影響については，高速度カメラでの撮影等によっ
て精確に評価する必要がある．このように，飛翔体形状
が高強度繊維織物の耐貫通特性に大きく影響することが
明らかになったが，解体現場のように飛散する飛翔体形
状が未知の場合，一般的に行われるような球体を用いた
衝突試験ではなく，実際に飛翔する可能性のある形状の

図-7　�各飛翔体における耐貫通エネルギー特性（アラミド繊維織
物）

図-8　�衝突試験後のターゲットの外観の一例（a：非貫通，b：貫通）

図-9　�ボルト付き六角ナットが繊維織物に衝突した際に生じるせ
ん断力のイメージ図
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飛翔体を用いて衝突試験をしなければ精確な評価ができ
ないといえる．

3.2　ポリエステル繊維織物の耐貫通特性

ポリエステル繊維織物についてもアラミド繊維織物と
同様に試験を行ったが，飛翔体に鋼球を用いて飛翔体速
度 67 ～ 77 m/s（衝突エネルギー約 450 ～ 590 J）で試験
したところ，ポリエステル繊維織物一枚のみではすべて
の条件で貫通することがわかった．そこで，ポリエステ
ル繊維織物でも不貫通の結果を得るために，厚みの異な
るポリエステル繊維織物を二種類重ね合わせた試験体を
作製した．重ね合わせ条件は，衝突面から 500T，800T
の順で重ねた厚－薄タイプ，800T，500T の順で重ねた
厚－薄タイプの二種類を用意した．表-3に試験条件お
よび結果を，図-10に二種類の重ね合わせ条件で行った
試験体の衝突試験後の様子を示す．この際，ポリエステ
ル繊維織物に対する試験で用いた飛翔体は鋼球のみであ
り，ボルト付き六角ナットでの試験は実施していない．
試験の結果，二種類の試験片に対してほぼ同一の衝突エ
ネルギーを与えたにもかかわらず，厚－薄タイプでは貫
通したのに対し，厚－薄タイプでは貫通しないことがわ
かった．このとき，冶具平面から中心までの凹み量を測
定すると，厚－薄タイプでは約 55 mmの凹み量に対し
て厚－薄タイプでは約 80 mmの凹み量であり，厚－薄
タイプの方が繊維織物の伸びが大きく効果的に衝突エネ
ルギーを吸収していることを示している．これは，図
-11に示すように厚－薄タイプでは前面の繊維織物の強
度が高いため，前面の繊維織物が破断するまで裏面の繊
維織物が補強となり二枚の繊維織物に荷重が分散する効
果が生じたと推察される．しかし，厚－薄タイプでは前
面の繊維織物の強度が低いため，前面の破断が早期に生
じ，二枚重ねの荷重分散効果が生じなかったと考えられ
る．
これらの結果から，高強度繊維織物を重ねて衝突エネ
ルギーを受ける際は，その重ね合わせ順序によって耐貫
通特性が異なることがわかった．今後，ボルト付き六角
ナット等の先端形状が異なる飛翔体を用いて同様の試験
を行い，重ね合わせた高強度繊維織物の貫通メカニズム
を解明することで，より効果的な耐貫通特性を有する耐
飛散防止シートの開発が可能になると考えられる．

表-3　ポリエステル繊維織物に対して行った衝突試験の試験条件および結果

Type Target Projectile mass [g] Velocity [m/s] Impact energy [J] Penetration
（a） Thin-thick

199
76 589 Penetrated

（b） Thick-thin 78 605 None

図-10　�二枚重ねのターゲットに対する衝突試験後のターゲット
の外観の一例（a：薄－厚タイプ，b：厚－薄タイプ）

4．結　言

本研究では，高強度繊維織物を用いた飛散防止シート
の開発にあたり，飛散する可能性のある締結ボルト等の
金属片を模擬した飛翔体を用いて高強度繊維織物単体で
の耐貫通性能を調査することで，飛散防止シートの開発

図-11　�二枚重ねのターゲットの重ね合わせ順序による効果のイ
メージ図
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指針を示した．以下に得られた結果を示す．
（1） サボ分離式高速投射型衝突破壊試験装置を用いる

ことで，直径 30 mm 程度の金属片を，形状にか
かわらず衝突速度約 60 ～ 130 m/s の範囲で射出
することができた．

（2） アラミド繊維織物では，563 ～ 680 J 付近の運動エ
ネルギーを持つ鋼球およびボルト付き六角ナット
に対して一枚で，また，ポリエステル繊維織物で
は，約 600 J の運動エネルギーを持つ鋼球に対し
て二枚（厚－薄タイプ）で，それぞれ飛翔体の貫通
を防止することができた．

（3） 飛翔体形状が高強度繊維織物の耐貫通特性に影響
を及ぼすことがわかった．飛翔体が球体に対して
角部が多くなるほどせん断変形に起因する繊維の
破断が早期に生じ，貫通特性は低下する．

（4） 高強度繊維織物を重ねて使用する場合，二枚の繊
維で効果的に衝撃エネルギーを吸収するためには
その重ね合わせ順序が重要である．

本研究結果より，飛散物の形状および飛散速度が重要
であることが示唆された．今後，飛散防止シートの開発
にあたっては，実際の解体現場における飛散物との関連
性についてより詳細な調査が課題である．

謝辞：本研究の実施において，有限会社清和工業に多く
のご協力を頂いた．また，アラミド繊維織物は東レ株式
会社に，ポリエステル繊維織物は泉株式会社にご提供頂
いた．ここに記して，謝意を表する．
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DEVELOPMENT OF SCATTERING PREVENTION SHEET USING HIGH 
STRENGTH FIBER FABRIC AT THE SITE OF CONSTRUCTION 

DEMOLITION

Kohei TATEYAMA 1, Yoshio SEISHU 2, Hiroaki KAMIJO 2 and  
Hiroyuki YAMADA 3

1 Assistant Professor, Department of Mechanical Engineering, Ritsumeikan Universitiy 
2 Member of OBAYASHI, OBAYASHI Corp. 

3 Associate Professor, School of Systems Engineering, National Defense Academy

Concrete and metal pieces may be scattered during demolition work. This scattered material can sometimes fly at 
high speed, which creates the risk of personal injury. However, the curing sheets typically used in demolition work 
are mainly intended for soundproofing and dustproofing, and are not designed to prevent the penetration of scatter-
ing matter traveling at high speeds. To address this problem, we have developed a scattering prevention sheet that 
uses high-strength fiber fabric. First, the penetration resistance performance of high-strength fiber fabric was inves-
tigated using a projectile that simulates metal shrapnel. This test showed that the shape of the projectile influences 
the penetration resistance of the high-strength fiber fabric. In addition, the test clarified that the order in which lay-
ers are superposed is relevant when using high-strength fiber fabrics.
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1．はじめに

建設企業は，建設技術者や技能者の持つ技術・技能
や工事経験，建設機械等による機動性，地元の地形・
地質・地域コミュニティに関する情報の保有などの特
徴を活かし，従来から自然災害時の応急・復旧活動の
中心的な担い手となっている。
それゆえ，建設業界では，自然災害や事故に備える

ため，多くの会社が BCP（事業継続計画）を策定し
ている。
しかし，ある地域の建設会社がどれほど災害対応力

を向上させたとしても，一企業単独ですべての不測事
態に対応することはできない。
災害発生時に事業継続能力を確保するためには，同

業他社と連携し，相互に支援するネットワークを構築
する必要がある。そんな考えから，「なでしこBC連携」
は生まれた。
本稿では，発足の経緯と展開，活動内容，活動の効

果，現状の課題と今後の取組みについて紹介する。　

2．発足の経緯と展開

なでしこ BC連携は，平成 26 年の大雪の際に，徳
島県つるぎ町の㈱井上組が，社員が疲弊しながらも災
害対応に追われた経験から，災害対応時に他の地域か
らの支援授受の必要性を感じ，徳島県鳴門市の㈱福井
組と取り組み始めたものである。
この企業連携は，当初，企業トップ間で検討が行わ

れていたが，連携を行う上で，社員を含めた企業間の
相互理解が重要な課題であると考えた。そこでまずは，

大　山　浩　治・古　江　早　苗・佐　藤　佳　世

「なでしこ BC連携」は，災害対応力の向上を目的として，徳島県の地域建設業者が中心となって発足
した女性が中心となって活躍する地域建設業ネットワークである。安全環境点検活動「なでしこパトロー
ル」，緊急支援受援訓練，炊出し訓練，救急救命訓練などの活動を参画企業が合同で実施している。本稿
では，発足の経緯と展開，活動内容，活動の硬化，現状の課題と今後の取組み予定について紹介する。
キーワード： 災害対応力，事業継続能力，BC（事業継続）連携，地域ネットワーク，なでしこパトロール

女性目線を活用した中小建設業者の
強靭化　～なでしこ BC 連携～

「連携の相手を知る」ことから取組みを始めることと
した。
また，建設業の男性社員は現場等の外勤が多く，本
社業務の多くを女性社員が担っており，災害発生時に
各社が連携体制を組むには女性社員の果たす役割は大
きいと考えた。
そこで，まずは連携相手を知ることを目的として，
女性社員による現場安全パトロール「なでしこパト
ロール」を，㈱福井組の現場で実施した。　
この「なでしこパトロール（写真─ 1）」を通じて，

連携企業の営業拠点への交通経路の理解や社員同士に
よる意見交換を行い，相互理解を深めていった。
こうした女性目線の安全環境点検活動「なでしこパ
トロール」をきっかけに，多くの賛同者が集まり，県
内企業間での強固な連携だけでなく，岡山県や和歌山
県，高知県企業との連携を実現している（図─ 1）。

写真─ 1　なでしこパトロール実施状況
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3．活動内容

本格的な BC連携を開始した平成 26 年度からこれ
までの主な活動を以下に紹介する。

（1）なでしこパトロール
なでしこパトロールは，平成 27 年 2 月から令和元

年 7月までに，13 回実施している。お互いに他社の
工事現場を見学し合い，職場環境・衛生面のチェック
を行い，業務内容，工法等の相互理解を深め，社員同
士による意見交換を通じて多くの成果を挙げることが
できている。その結果，各社の現場力・現場環境の向
上につながっている。

（2）災害支援合同訓練
当初 2社から始めた取組みに，徳島県牟岐町の㈱大

竹組が参加し，平成 27 年 9 月に 3 社で初となる災害
支援合同訓練（図─ 2）を脇町堤防工事現場において
実施して，「なでしこパトロール」，「緊急時連絡訓練」
及び「炊出し訓練（写真─ 2）」を行った。

平成 28 年 6 月には，徳島県内の建設業者 7社，飲
食業者 1社，岡山県内の建設業者 2社，和歌山県内の
建設業者 1社との BC連携提携へ発展し，第 2回災害
支援合同訓練を脇町・東みよし町の堤防工事現場にて
実施した（写真─ 3）。
これにより，徳島県内だけでなく四国外の建設会社
との連携が構築され，災害時における更なる対応力向
上に大きな期待が広がった。
この訓練では，BC連携企業間の安否確認訓練や炊
き出し訓練を実施した。さらに，恒例の「なでしこパ
トロール」も実施して，現場の安全衛生面や作業環境
整備を女性目線で点検を行った。

（3）分科会活動
第 2回合同訓練の後に，「安全」,「品質」，「BC連携」，

「女性雇用・環境」の 4分科会を開催し，それぞれの
担当部会で意見交換を行った（写真─ 4）。
当初は，災害時各会社の地域特性や災害リスクが異
なるため，短所を補うことができれば事業継続につな
がるという考えから始まったが，災害対応だけでなく
平常時から多様な共通の課題を連携して取り組むこと

図─ 1　BC連携ネットワーク（令和元年度）

写真─ 2　炊出し訓練の実施状況

図─ 2　第 1回災害支援合同訓練の概要

写真─ 3　第 2回災害支援合同訓練の状況
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により各会社の企業力向上につながる取組みに変化し
つつある。

（4）ICT見学会
国土交通省を中心に ICT 技術を全面活用し土木施

工を行う i-construction の導入が進められ，平成 28
年以降は BC連携企業による「なでしこパトロール」
を行うとともに，ICT 技術の現場見学会（写真─ 5）
を実施している。

（5）女性目線の座学訓練
平成 29 年 8 月には，「道路啓開等の災害初動期を女

性目線で考える図上演習」を行った（写真─ 6）。女
性の特性である情報処理能力に注目した座学訓練は，
初の試みであった。後方支援の役割を担う女性が中心
となり，知り得た情報を共有することで，迅速な支援
を提供できる体制の構築に繋がった。大規模災害発生
時の対応が必須となる官及び建設業者にとって，官民
連携で情報共有の在り方を学ぶことは，相互理解・改
善に繋がる活動となった。

写真─ 4　第 2回合同訓練の状況

また，平成 29 年 11 月には，「なでしこBCPパトロー
ル」とした他社のBCPのチェックを行った（写真─7）。
これは，客観的視点で BCP の状況を確認し，改善に
つなげることで実効性を高める活動となった。

4．活動の効果

なでしこパトロールを年数回実施する以外に，緊急
時連絡訓練を取り入れる等 , 各社の連絡体制の強化に
当たっている。また，平成 29 年 8 月より『なでしこ
掲示板』を設置し，情報共有・情報提供の場として活
用している。平成 30 年 12 月には，掲示板を利用した
「女性職員による情報収集・整理訓練」を行い，事務
職員を中心に被災状況・周辺被害状況・支援情報など
をまとめるなど，平時からの訓練の場としても活用し
ている。災害時対応訓練では，作業服を使用した担架
作成や重量物移動訓練,救命救急訓練なども実施した。
なでしこパトロールやその他訓練により，女性の活動
幅を広げると共に意識向上にも繋がっている。
更に「なでしこパトロール」は，新聞やテレビ等の
メディアに 20 回以上取り上げられ，連携業者，ひい
ては建設業のイメージアップになっている。メディア

写真─ 6　図上演習の状況

写真─ 5　ICT 施工見学会の集合写真

写真─ 7　なでしこBCPパトロールの状況
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を活用し，なでしこBC連携の取り組みを発信する事
で，若者に建設産業の魅力を感じてもらい入職促進に
繋げることは有益であると考える。また，現場従事以
外の女性の現場理解や，連携業者間の従業員・現場担
当者などの交流にも繋がっている。

5．今後の取組み

平成26年12月から始まった活動が5年目を迎える。
参加規模が拡大していることもあり，なでしこパト
ロールだけでなく災害時対応訓練や図上訓練など様々
な手法を取り入れながら活動を行っている。
平成 30 年度からは地域に特化した小規模化でのな

でしこパトロールを実施するなど，さらなる展開を開
始している。また，今年度は協議会を発足し，情報共
有・円滑な組織運営，組織の更なる発展を目指してい
る。今後も災害対応能力向上・女性活躍推進を軸に，
柔軟な対応体制で取り組んでいきたいと考えている。
また，BCAO（事業継続推進機構）地域勉強会への

参加や，HP・Facebook 等により情報発信を強化し，
質の高い連携体制の構築を目指す。

6．おわりに

なでしこBC連携は，南海トラフ巨大地震の発生時
等にそなえ徳島県内 2社で発足した。近年，建設業に
おける人手不足が懸念される中，災害対応力強化に加
え，若者や女性に建設産業の魅力を感じてもらい入職
促進に繋げることは有益であると考える。
この活動を通して，現場従事以外の女性の現場理解

や，連携業者間の従業員・現場担当者などの交流にも
繋がっている。現在，なでしこ BC連携参加企業は，

徳島県・岡山県・和歌山県・高知県の計 18 社となった。
なでしこBC連携の活動は，これまで新聞やテレビ
で報道されるとともに，いくつもの賞注）を受賞して
おり，この評価に応えて，今後とも災害対応力と事業
継続能力の向上を目指して，連携を進めて行きたいと
考えている。

謝　辞
最後に，徳島大学環境防災研究センター 中野晋先
生の助言・ご指導があって「なでしこBC連携」に取
り組むことができました。ここに謝意を表します。
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定年後の生活と趣味
立　石　洋　二

長年勤めた会社を定年で卒業し，その後関連会社で
引き続き働いている。今の所は後 2年ほどで再び会社
員人生も卒業ということになるが，その後はどのよう
な暮らしをしていくのか，家で毎日ゴロゴロと退屈な
時間を過ごすことにならないように考えてみたい。や
はり趣味の一つも持たないと，人生もつまらないよう
に思えてならない。趣味とは一体何であろうか？余暇
に好んで習慣的に繰り返しおこなう行為・事柄やその
対象のことというのが定義であるが，自分が好きなも
ので長続きするものというのが一番であるように思
う。良く多趣味という人もいる一方で，何の趣味も持
たないという人もいる。趣味は殆どなくて仕事が趣味
みたいなもので……などという人もたまにいるが，定
年後はどのような生活を送るのか？と心配してしま
う。まあ，人の心配をしても仕方が無いので，自分の
ことを考えてみた。
かくいう私の趣味は何であろうか？とふと考えてみ

ると意外によくわからない。ピアノやギターを弾くこ
と？音楽を聴くこと？読書に関しても老眼が進んでか
らは面倒で減る一方，スポーツはやるのも見るのも好
きだが，ゴルフにしても趣味と言えるほどのレベルで
はないような気がする。寺社仏閣を巡って仏像を拝す
ること？美術館で絵画を鑑賞すること？花の綺麗な場
所に出かけてウォーキングすること？色々な料理を作
ること？興味のあること，好きなことをちょこちょこ
とやっている感じで何が本当の趣味なのか考えても良
くわからない。まあ，定年後も健康で元気で，好きな
ことができれば良いのだと思い，長く続けられる趣味
が何だったのかは後にわかれば良いということにす
る。
若い頃にやっていたものを定年後に再び始めること

は良くあることのようだが，ピアノを弾くことは頭の
体操にも老化防止にも良いと聞いたこともあり，小学
生の頃に弾いていた曲にチャレンジしようと思いた
ち，60 歳を超えたこの年になって久しぶりに弾いて
みた。すると，いらいらするぐらいに指が思うように
は動かず，以前には比較的に簡単に弾けていた筈のも
のが，全くもって指が動かず，関節がバキバキと音を
立てているのではないかと思うほど不自由で笑ってし

まう。無論ピアノを弾くといってもショパンやリスト
等の難しい曲にチャレンジするほどの無謀な考えを
もっているわけではないが，ランゲの「花の唄」やシ
ベリウスの「樅ノ木」などの，ある程度弾けていた曲
は弾いてみたいと思うが，いかんせん年齢と共に忍耐
力と持久力が低下しており，これを続けることは難し
いと感じたので趣味としては除外した方がよさそうで
ある。多分，ギターについても同様な気がするのでこ
れも除外と考えた方が良さそうでる。
ゴルフに関しては，多分年齢と共に飛距離が落ちて，
スコアもどんどん低下の一方をたどって，えーい止め
たとなるような気がしてならず，これも趣味としては
長くは続きそうにない。
さて，料理はどうだろう。今でも毎週とは言わない
が，休みの日には料理を作ることが多い。中華，洋食，
日本料理等，その日の気分で種々のものを自分好みの
味で作れるのが楽しいから，比較的長時間でも続ける
ことが出来る。きっと建設業界でモノづくりをずっと
やってきたので，仮設計画を考えるように料理の下ご
しらえから仕上げまでを，同じようなモノづくりの感
覚で作っているような気がする。男の料理と言うと，
どちらかというと素材に凝って高いものにつくような
ことを思う人も多いようだが，私の場合はどちらかと
言えば，昔ながらの家庭料理が多く，野菜のお浸しや
煮浸し，筑前煮やひじきの煮物，ポテトコロッケ，鯛
のアラ煮，鯵の南蛮漬け，肉じゃが，後は蕪の甘酢漬
け，茄子とミョウガの揉み漬けのような簡単な漬物等
を作ることが多い。たまに，マカロニグラタン，ピザ，
ミートソース等も作ることはあるが，いずれもソース
も手作りなので，時間がかかるため月に 1回程度であ
る。ピザなどは生地から作らないと気が済まないので，
これも結構時間を要する。ホワイトソースもバターと
小麦粉を丁寧に弱火で加熱して，サラサラな状態にし
てから，牛乳を加えてダマにならないように弱火で根
気よく作るために時間がかかる。ピザソースもトマト
の水煮缶を網目の細かいシノワ等の濾し器で濾して，
みじん切りにした玉ねぎ・セロリ・人参をオリーブオ
イルにニンニクのみじん切りを加えて弱火で温めてい
た鍋で，丁寧に弱火で炒めた後に加えて，トロミがつ
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くまで煮詰めて，最後に塩・胡椒・ドライバジル等を
加えて完成である。まあ，これは実益も兼ねた趣味と
言えるような気がするので，定年後も続けていくよう
な気がする。
花が咲いている野山を散策するのは健康にも良いの

で，これもきっと続けていくのではないかと思う。何
より日本らしい四季の移ろいや季節感を感じられるこ
とが何よりである。春を告げるフクジュソウ，カタク
リをはじめとして，イカリソウ，ヤマブキソウ，シュ
ンラン，エビネ，クマガイソウ，アツモリソウ，キン
ラン，ギンラン等数え始めるときりないほど野山には
種々の花々が咲き乱れている。上高地などに行けば 6
月になるとニリンソウ，エンレイソウ，ツバメオモト，
サンカヨウ等の綺麗な花々に出会いながら，穂高連峰
の景色も眺めた散策は時間を忘れるほどである。また
初夏になればコイワカガミやノビネチドリ，アオチド
リ等の花々にも出会える。何度行っても飽きない場所
である。花の綺麗な場所はいたるところにあるが，上
高地や乗鞍は自家用車の乗り入れ禁止もあり，自然が
良く保たれている割にはアクセスも悪くは無いので，
毎年のように季節を変えて訪ねてみたくなる。一方花

─たていし　ようじ　成和リニューアルワークス㈱� �
取締役常務執行役員　機械統轄部長─

は綺麗で行ってみたいが，夫婦二人で行くには難しい
場所もある。秋田の森吉山は花も多く訪ねたいが車で
行くにも不便で，このような場所は旅行会社のツアー
で行くことになるが，日程も花にぴったり合うとも限
らず，何よりツアーが催行されないことも多く，また
団体行動となるため自分達のペースで花を見ながらの
散策とはならないのが頭の痛いところである。もっと
も，そんなに遠くに行かずとも結構都会の近くで花も
多いところは意外に多い。しかし，それが広まると直
ぐに盗掘などで荒らされることも多く，最近の日本人
のマナーの悪さに呆れることが増えてきたような気が
する。交通費を上手く抑えれば，比較的金のかかるこ
とも少なく，老後の楽しみにはもってこいの趣味のよ
うな気がする。何より，夫婦二人の趣味がゴルフ以外
は同じであるというのが奇跡的ではあるが非常にあり
がたい。同じ花を見ながらの散策でも夫婦二人で楽し
みながら行けるのが何より幸せであるように思う。定
年後も様々な趣味を女房と二人で共用したいものであ
る。
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深圳訪問記
荒　谷　悦　嗣

1．はじめに

日本総合研究所の理事長であった寺島実郎氏が執筆
した「世界を知る力」は，私が大きく影響を受けた書
籍の一つだ。図─ 1は本書からの引用だが，樺太か
ら日本列島があたかもロシアから突き出た半島のよう
であり，日本海は瀬戸内海のような内海に見える。日
本がいかにユーラシア大陸に近接しているかがよく分
かる。
普段，私たちが世界地図を眺めるときは自然と米国

に向かいがちになり，イデオロギーの対立もあり太平
洋側が「表」，日本海側が「裏」という感覚が身につ
いてしまっている。しかしながら，米国を通してしか
世界を見ることができないことの危うさは，ドナルド・
トランプ大統領就任後から現在に至る米中関係の
ニュースから推して知るべしである。真に世界を知る
には，地上波の報道やインターネットの特定サイトの
情報を鵜呑みにすることなく，自らの力で広く情報を
集めて判断し，色眼鏡をかけずに米国の動向や中国を
はじめとしたアジアの近隣諸国を理解することが大切
であると考えている。
そんな中，本年 5月末に同業者の若手の集まりで香

港～深圳を視察する機会があった。奇しくも，令和初
の国賓として来日したトランプ大統領とちょうど入れ
違いの行程であった。

2．港珠澳大橋

香港と珠海市とマカオ（澳門）を結ぶ海上橋は，そ
れぞれの地名を取って港

こう

珠
じゅ

澳
おう

大橋と呼ばれる（写真─
1）。昨年 10 月に開通したばかりの全長 55 kmからな
る世界最長の海上橋であり，日本では考えられない圧
巻の構造物である。3地点の税関間でシャトルバスが
24 時間運行されており，その運賃も香港─マカオ間
は私が乗車した時点では日本円にして 1,000 円ほど，
所要時間は 30 分ほどであった。ただし，3地点それ
ぞれで入出国管理を行う「三地三検」と呼ばれる方式
が採用されているため，我々外国人は香港市街地から
マカオ市街地や珠海市街地に直接行けるわけではな
く，橋のたもとのイミグレでそれぞれ入国および出国
の手続きを取らなければならない。
なお，香港とマカオは日本と同じ左側通行・右ハン
ドルだが，港珠澳大橋においては中国本土の影響が強
いためか右側通行となっている。

3．DJIのドローン

DJI は中国の深圳に本社を置くドローンメーカー。
今や世界で 11,000 名の社員を抱え，ドローンの個人
向け製品では世界シェアの 7割を占める最大手であ
る。研究開発から製造，販売までを外部に依存するこ
となく全て自社で行うことが強みとのこと。筆者が図─ 1　南北を逆にした日本地図 1）

写真─ 1　港珠澳大橋
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DJI のショールームを訪れたときは，ドローンをプロ
ポを使わず手でジェスチャーコントロールするデモが
行われていた（写真─ 2）。手のひらの上げ下ろしで
機体をコントロールするだけでなく，両手の指で四角
形を作ると自分の写真を撮ってくれたり，両手を挙げ
たら機体が戻ってきたりと，マジックショーさながら
である。わずか 13 年前，2006 年に深圳でわずか 20
名の社員で創業したDJI が，こうしたイノベーショ
ンを創出し続けていることに驚きを禁じ得ない。

4．バーコード型電子決済の普及

日本では 2024 年に発行される新紙幣が発表された。
渋沢栄一や津田梅子らの図柄とともに，3Dホログラ
ムや「すき入れ」といった紙幣偽造を防止する最新技
術の導入が話題となった。一方，中国本土では偽札が
横行しており，人民元への両替はレートが悪くても香
港やマカオで済ませておくよう言われるほどである。
紙幣の偽造防止に技術の粋を尽くす日本に対して，中
国は早々に偽札対策を諦めて政府主導で電子決済へと
舵を切った。かくして電子決済は大型店舗のみならず
小規模な個人商店にも取り入れられ，爆発的に普及し
ていた。
深圳市内で普及している電子決済は，中国の IT大

手アリババ系の「AliPay」と，深圳に本社を置く同じ
く IT 大手テンセント系の「WeChat Pay」の主に 2
つである。日本で言えば，交通系の Suica やセブンイ
レブンの nanaco のような非接触型決済やクレジット
カード決済ではなく，昨年末に 100 億円キャンペーン
で話題になったソフトバンク系の「PayPay」や不正
アクセスによりサービス停止となったセブンイレブン
の「7pay」のようなバーコード決済である。

5．電気自動車（EV）の普及

中国は世界最大の電気自動車（EV）市場であり，
昨年時点で世界の EV販売数の半数以上を占めてい
る。深圳では既にタクシーの 8割程度，路線バスのほ
ぼ全てがEVに切り替わっており，図のように街の至
る所に充電スタンドが設置されている（写真─ 3）。
これを支えているのが，深圳に本社を置く BYDであ
る。1995 年にバッテリーメーカーとして設立，2003
年から自動車メーカーとなり，2016 年に米国のテス
ラを超えてEV販売台数世界一となった。
今回は，テンセントが出資する新鋭EVメーカーで
ある NIO のショールームを見学する機会があった。
NIO は設立からわずか 4年ほどだが，当初からテス
ラを意識して世界市場を目指しているそうだ。ショー
ルームには SUV数台とスポーツカー 1台が展示され
ていたが，垢抜けたデザインとEVらしからぬスピー
ドとパワーの追求，コクピットとAI との融合など，
いずれも未来のクルマそのものである（写真─ 4）。

写真─ 2　DJI ドローンのデモ

写真─ 3　深圳市内の充電スタンド

写真─ 4　NIO のスポーツカー
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6．広深港高速鉄道

深圳－香港間の最新かつ最速移動手段は「広深港高
速鉄道」という新幹線である。乗車時間はわずか 13
分ほど，運賃は日本円で 1,200 円ほど。とはいえ，乗
車券を購入する手続き，出国手続きの後に広大な駅舎
を徒歩移動してようやく乗車，車窓からの景色がほと
んどトンネルの 13 分間を終えて降車後は入国手続き
を踏まなければならないため，乗車券購入から改札を
出るまでは 1時間以上を要することになる。
私が乗車した深圳北駅は，建築面積約 18 万m2，ホー

ムが 11 面 20 線というとんでもない規模の駅舎であっ
た。今回は中国製の最新型車両「動感号」に乗ること
ができた（写真─ 5）。2 等席（普通車）はのぞみ号
などと同じく 2 列× 3 列で座席は座り心地が良く
Wi-Fi やコンセント等も完備されており，わずか 13
分とはいえ非常に快適であった。

7．おわりに

今回の視察から帰国直後に，香港でいわゆる「逃亡
犯条例」の改正案に反対する大規模デモが勃発し，本
稿執筆時点（8月半ば）でも解決の糸口が見えていな
い。地上波のニュースでは，香港国際空港でデモ隊に
スパイ容疑をかけられた人物が拘束されて殴打される
衝撃的な映像が流れ，いつの間にかデモ隊が非難され
る流れになっている。一方で，このタイミングで香港
から帰国した方の話を聞くと，空港でデモに遭遇した
がデモ隊はむしろ礼儀正しく，妨害を受けることは皆
無だったという。
あるいは，中国のファーウェイに関する問題もまた
然りである。ファーウェイの端末は情報漏洩するそう
だが，少なくとも日本国内では技術的に立証されてい
ない。逆に，実は中国で組み立てられている iPhone
が情報漏洩せず安全だと信ずる拠り所は，米国が日本
と同盟国ということだけである。
こうした問題に向き合う際に私たちに必要なこと
は，冒頭にも記載したが，自ら広く情報を集め，イデ
オロギーに偏ることなく米国の動向や中国をはじめと
したアジアの近隣諸国を理解することが大切である
と，改めて考えるきっかけとなった視察旅行であった。

《引用文献》
  1） 寺島 実郎：世界を知る力，PHP新書，2009

写真─ 5　広深港高速鉄道「動感号」 ─あらたに　えつし　㈱荒谷建設コンサルタント　代表取締役社長─
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04-406
ブラストマスタ

（差し角自動制御システム）
清水建設

サンドビック

▶概　　　要

山岳工法（NATM）は国内に導入されてはや 40 年以上が経

過し，その間，機械の大型化や掘削工法，補助工法等の新技術

の開発により，不良地山の克服や大断面トンネルの施工に見ら

れるように工法としての進化を遂げてきた。しかし，コンクリー

ト等，品質・規格の一定した材料を使用する橋梁や躯体構造物

に比べ，山岳トンネルは地山が主要な施工材料であるため，そ

の不均一性，不確実性から熟練技能労働者の経験や感覚に頼ら

ざるを得ない側面は依然として残っている。

今般，機械化，自動化による省力化や施工方法自体の改善も

含めた生産性の向上は時代の要請でもあり，積極的に取組んで

いく必要がある。また，公共工事としての性格から，事業推進

にあたっての透明性，客観性もあわせて向上していかなければ

ならない。

このような背景を踏まえて，できるだけ客観的情報を収集・

活用し，経験や勘に頼らない施工を目指し，今後の熟練技能労

働者不足の解消，安全・生産性・品質の向上の要請に応えるた

めに山岳トンネル余掘り低減技術「ブラストマスタ（差し角自

動制御システム）」の開発を行った。

このシステムは，新東名高速道路高取山トンネル西工事にお

いて運用を開始し，多くの余掘り低減効果を実証した。現在は

その実績を携えて，同高速道路川西工事，萱沼トンネル工事，

高松トンネル工事にも順次展開しており，様々な地質において

余掘り低減効果を確認，実績をあげているところである。

▶特　　　徴

この余掘り低減技術のコンセプトは，爆破掘削において熟練

技能に左右されない最適な設計断面を形成することにあり，こ

れにより生産性の向上を目指すものである。本システムを適用

することで発生ずりが減少し，ずり出し時間，およびコンクリー

トの吹付け時間が短縮されるばかりでなく，掘削面が平滑にな

ることで地山のゆるみ抑制にも効果がある。また，爆破掘削に

必要な削孔作業の過程で二次的に取得される削孔エネルギーを

活用することで，従来地質技術者の技量に頼らざるを得ない切

羽評価に対し，削孔エネルギーという指標を補完的に関連付け

ることでより客観的な切羽評価も可能とした。さらに，削孔エ

ネルギーは，鏡全体で取得することができるため鏡の面的な情

報となり，切羽の肌落ち災害防止のための安全指標としても活

用でき，切羽災害防止にも貢献できる。

▶用　　　途

・発破掘削を基本とする山岳トンネル工事

▶実　　　績

・新東名高速道路 高取山トンネル西工事

・新東名高速道路 川西工事

・新東名高速道路 萱沼トンネル工事

・新東名高速道路 高松トンネル工事（導入予定）

▶問 合 せ 先

清水建設㈱　土木技術本部　地下空間統括部

〒 104-8370　東京都中央区京橋二丁目 16 番 1 号

TEL：03-3561-3891

写真─ 1　SANDVIK 社のコンピュータジャンボによる削孔状況 写真─ 2　発破パターンに準じて削孔している状況
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新工法紹介

11-116 耐火被覆吹付けロボット 大林組

▶概　　　要

鉄骨造の建築物では，火災による鉄骨への損傷を防止するた

め，鉄骨表面にロックウールなどを吹付けて耐火被覆処理を施

す。耐火被覆工事で主に採用される半乾式吹付けロックウール

工法（以下，耐火被覆工事）では，吹付けたロックウールが大

量に飛散するため，夏場でも防護服を着用する必要があり，大

きな負担を強いられることが建設技能者不足の主な要因であっ

た。耐火被覆工事は，建設技能者が確保できない場合，後続す

る仕上げ工事の遅延にもつながりかねないことから，建設技能

者不足の解消が喫緊の課題となっていた。

そこで，耐火被覆工事における建設技能者不足の解消をめざ

し，耐火被覆吹付け作業を自動化するロボットを開発した。今

回開発した耐火被覆吹付けロボットは，走行装置，昇降装置，

横行装置，産業用ロボットアームで構成されている。あらかじ

め登録した作業データに従って現場内を走行し，半日もしくは

1日単位の吹付け作業を自動化することで，省人化を実現した。

また，横行装置によって，移動せずに吹付けられる最大幅が建

設技能者と比較して約 2倍となるため，作業効率が 3割程度向

上した。さらに，専用の粉じん飛散防止ノズルを開発したこと

で，ロックウールの飛散量を低減できることから，ロボットと

協働する建設技能者の作業環境も改善した。

▶特　　　徴

①耐火被覆を自動で吹付けることで省人化を実現：

吹付け作業データは BIMモデルを利用して生成し，事前に

ロボットへ作業データを登録することで，自律移動・吹付けを

長時間継続して行えるため，作業中，ロボット専用のオペレー

ターを確保する必要はない。

②最大吹付け幅の拡幅により作業効率が向上：

一箇所で吹付け可能な幅を建設技能者の約 2倍の 3.8 m とし

たことで，ロボットの昇降・移動回数が減るため，建設技能者

に対して吹付け作業効率が約 3割向上する。

③協働する建設技能者は快適・安全に作業可能：

専用の粉じん飛散防止ノズルは吐出したロックウールを水ミ

ストで包み込むため，作業環境内に浮遊するロックウール飛散

量を約 7割削減できる。安全対策として，ロボット近傍に侵入

した建設技能者や障害物を認識して，自動的に減速・停止する

機能を備えている。

▶用　　　途

・半乾式吹付けロックウールの吹付け

▶問 合 せ 先

㈱大林組　コーポレート・コミュニケーション室

〒 108-8502　東京都港区港南 2-15-2

TEL：03-5769-1014図─ 1　耐火被覆吹付けロボットの構成

図─ 2　ロボット施工時の作業体制
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▶〈02〉掘削機械

19-〈02〉-04
加藤製作所
ミニショベル（超小旋回型）
 HD30VZ4

’18.04発売
新機種

道路の水道管やガス管などの配管工事，住宅などへの配管接続工

事等，狭小現場で使用される 3 t クラスの超小旋回型ミニショベル

である。

操作レバーを中立に戻すと 4秒後にエンジンはアイドル状態とな

り，再び操作レバーを動かすと即座に元のエンジン回転に復帰する

オートアイドル機能により，燃料の節約や騒音を低減している。ま

た，作業状況に応じてキビキビとした動きのVmax モードと経済

性を重視したECOモードの選択が可能である。

表─ 1　HD30VZ4 の主な仕様

バケット容量  （m3） 0.09

最大掘削深さ  （m） 2.94

最大掘削半径  （m） 4.43

最大掘削高さ  （m） 5.06

機械質量  （t） 2.99

定格出力  （kW（PS）/min－1） 16.8（22.8）/2,200

走行速度　高速／低速  （km/h） 4.6／2.7

登坂能力  （度） 30

接地圧  （kPa） 28

最低地上高  （m） 0.305

クローラ中心距離  （m） 1.25

クローラ全幅（シュー幅）  （m） 0.3

全長×全幅×全高（輸送時）  （m） 4.15 × 1.55 × 2.45

価格（税抜）  （百万円） 4.9

アタッチメントが干渉領域を回避しながら作業する干渉防止機能

によりノンストップ作業が可能なほか，右側オフセット量を大きく

し，シュー外側の掘削作業効率を高めている。自社従来機（30 VZ）

比で掘削力は 10％向上，燃料消費量は 14％低減させており，経済

性と作業性の向上を図っている。

TOPS（横転時乗員保護構造）対応のキャノピーを搭載したほか，

操作レバーが安全位置にある時のみエンジンが始動できるニュート

ラルエンジンスタート式により不意の動作を防止し，安全性を高め

ている。

給油口を機械外側に配置し給油作業を容易にしたほか，メンテナ

ンスのし易さを考慮し主要な点検部品は大きく開口する右側カバー

とエンジンカバー内に配置している。

問合せ先：㈱加藤製作所　HICOM事業部営業戦略部

〒 140-0011　東京都品川区東大井 1-9-7

写真─ 1　加藤製作所　HD30VZ4　ミニショベル

19-〈02〉-05
キャタピラージャパン
油圧ショベル
 Cat 330/330GC

’19.2発売
モデルチェンジ

オフロード法 2014 年基準に適合し，電子制御式コントロールバ

ルブを採用した油圧ショベルのモデルチェンジである。

ペイロード計測システム　Cat プロダクションメジャメントによ

り，ブーム・アームを停止させることなく，持ち上げ旋回中に積荷

の重さを計測できる。また，Cat グレードコントロールにより，目

標の勾配を少ないパス工数で作業仕上げができる。3D システムが

必要な際はアップグレードが可能である（330 のみ）。

Cat Connect テクノロジにより，車両の位置や状態をリアルタイ

ムに把握し，燃料消費量やアイドリング時間の分析も可能である。

ROPS（運転者保護構造）規格適合のキャブを採用し，エアサス

ペンションシートには，シートヒータ・ベンチレータを装備している。

標準のリアビューカメラで周辺の状況をLED モニタで確認できる。

表─ 2　Cat�330GC/330 の主な仕様

　 330GC 330

運転質量  （kg） 27,600 29,900

標準バケット容量  （m3） 1.5 1.5

エンジン名称
Cat C7.1
ディーゼル
エンジン

Cat C7.1
ディーゼル
エンジン

総行程容積  （ℓ） 7.01 7.01

定格出力／回転数  （kW/min－1） 151／1,750 203／1,750

全長  （mm） 10,420 10,420

全幅（トラック全幅）  （mm） 2,990 3,190

全高  （mm） 3,050 3,060

後端旋回半径  （mm） 3,130 3,130

標準販売価格
（販売標準仕様，工場渡し，税別）  （千円） 27,367.9  32,481.4
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問合せ先：キャタピラー（同） GCI Marketing Innovation

〒 220-0012　神奈川県横浜市西区みなとみらい 3-7-1

写真─ 2　キャタピラージャパン　Cat330　油圧ショベル

▶〈07〉穿こう機械およびブレーカ

19-〈07〉-01
工機ホールディングス
ロータリハンマドリル
 DH 28PEC

’19.05発売
新機種

設備工事のアンカー施工の下穴あけなどに使用されるロータリハ

ンマドリルである。

衝撃解析による最適化された打撃機構部と定速度制御による安定

した回転打撃により穿孔スピードの向上を図っている。従来の整流

子モータに対してACブラシレスモータ搭載としたことで，アマ

チュアコイルの断線・レアショートなどのトラブルをなくし，カー

ボンブラシの交換を不要としメンテナンス性の向上を図っている。

オートストップ機能により穿孔時間を記憶しその時間でモーター

を自動停止することで安定した連続穿孔をサポートする。回転打撃

数切り替え機能により，作業内容に応じて高速・低速の回転打撃を

選択する。RFC（リアクティブフォースコントロール）機能により，

急激な負荷に対し本体内蔵のコントローラーが自動的に穿孔を停止

し振り回されを軽減する。ハンドルと打撃機構部の間に防振ダン

パーと防振スプリングを設置するUVP機能により，打撃による衝

撃を吸収する。これら4つの機能により操作性の向上を図っている。

表─ 3　DH�28PECの主な仕様

穿孔最大ドリル径 （コンクリート）  （mm） 28

消費電力  （W） 900

回転数  （min－1） 950

打撃数  （min－1） 4,300

振動値  （m/s2） 10.7

本体全長  （mm） 355

本体質量※（1）  （kg） 3.0

価格  （円） 44,500

（注）（1）質量は，サイドハンドル含む , コードは除く。

問合せ先：工機ホールディングス㈱　研究開発本部　第二設計部

〒 312-8502　茨城県ひたちなか市武田 1060 番地

写真─ 3　工機ホールディングス　DH�28PEC　ロータリハンマドリル

▶〈19〉建設ロボット，情報化機器

19-〈19〉-11
安藤ハザマ
BIMデータと連携した 
自律走行ロボット

’19.06 発表
基盤技術

建築工事における作業の効率化，苦渋作業や危険作業の削減など

生産性および安全性の向上を目的とした施工自動化の基盤となるロ

ボットである。

「自律走行ロボット」（写真─ 1）は，ロボット自身が建物内（工

事施工範囲）のどの位置に存在しているかを高精度に認識する装置

で，位置を測定するためにプリズム自動追尾型測量機を使用し，ロ

ボットの位置確認および移動指示を行う「位置認識・移動制御シス

テム」（図─ 1）から構成されている。

ロボットは，BIMデータと連携した自己位置認識技術で制御さ

れ，SLAM（※ 1）により自律走行する。移動部には全方位移動台

車を採用しており 360°どの方向にも移動可能である。移動指示は，

システムから 2次元座標（X，Y）により行い，ロボットがその位

置近傍まで移動し停止すると，ロボット上部の四隅に設置した 360°

プリズムを測量機で検出し，システムの画面から停止位置を 3次元

座標（X，Y，Z）で確認することができる。なお，測量機は，複

数のプリズムを同時に検出することができないため，測量機から検

出しやすいプリズムを 1カ所ずつ順次露出し，それ以外を遮蔽する

機構と測量機の向きを制御する機構により，複数のプリズムを自動

検出することができる。プリズムを 2カ所検出することでロボット

の停止位置を計算することができ，3カ所以上検出した場合は，向

きや傾きまで計算することが可能となる。

一般的に BIMデータは情報量が増えるほど処理速度が遅くなる

が，システムの画面描画にゲームエンジンを採用することによって，

高速に処理を行い，タブレット端末や汎用 PCでも快適な動作が可

能となっている。

このロボット技術を建築現場における材料の取り付け作業やその

アシスト，および資機材の運搬や検査・点検など，さまざまな作業
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表─ 4　主な仕様

幅×奥行×高さ  （mm） 770 × 770 × 800

重量　　　　　　　　  （kg） 60

走行速度　　　　　  　（m/秒） 0.5

価格　　　　　　　  （百万円） －

問合せ先：㈱安藤・間　建設本部先端技術開発部　

〒 107-8658　東京都港区赤坂 6-1-20

写真─ 4　安藤ハザマ　自律走行ロボット

図─ 1　位置認識・移動制御システム

の自動化装置に搭載することにより，作業を省力化し，生産性の向

上を図っていく。

※  1：SLAM（Simultaneous Localization and Mapping）   

レーザーレンジスキャナなどの各種センサーから取得した周辺

環境の情報から，自己位置推定と地図作成を同時に行うこと。

▶〈20〉タイヤ，ワイヤロープ，検査機器等

19-〈20〉-01
ケルヒャー ジャパン
業務用冷水超高圧洗浄機
 HD 9/100-4 Cage クラシック

’19.07発売
新機種

大型バンやトラックの荷台に積載して輸送ができるポータブルサ

イズの超高圧洗浄機である。造船現場の藻類・腐食した塗装の除去，

工場のタンクや機械部品，建設現場の足場の洗浄に有効である。

同社が扱う超高圧洗浄機の中で，最も高い 100 MPa の吐出圧力

を備えており，塗装のはく離や熱交換器のパイプ洗浄が可能で，強

固な汚れも洗浄剤を使用せずに取り除くことができる。

表─ 5　HD�9/100-4�Cage�クラシックの主な仕様

動力 3相 400 V

電流値  （A） 63

モーター出力  （kW） 30

吐出水量  （L/h） 980

吐出圧力  （MPa） 100

最大給水温度  （℃） 45

水道ホース  （m） 7.5

質量  （kg） 398

寸法（長さ×幅×高さ） （m） 1.395 × 0.789 × 1.088

標準装備品

●ダンプガン ●スプレーランス700 mm
●バイパスチューブ
●ホースコネクション ●ホースコネク
ションアダプター 
●ノズルホルダー ●オーリング ● F19 
ノズル 1.10 mm 20 度 
●フィルターハウジング ●ゲカカップ
リング オス／メス

価格（税抜き）  （百万円） 5.5

写真─ 5　�ケルヒャージャパン　HD�9/100-4�Cage�クラシック　業務用
冷水超高圧洗浄機
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また，高圧噴射していない状況では，水を低圧で開放する仕組み

が作動し，高圧ホース内に圧力がかからずホースが固くならないた

め，洗浄作業中の取り回しが容易に行える。

問合せ先：ケルヒャージャパン㈱　業務用製品コールセンター

TEL：045-777-7410

19-〈20〉-02
ケルヒャー ジャパン
業務用冷水高圧洗浄機
 HD 7/15 M

’19.07発売
新機種

ミドルサイズの高圧洗浄機である。食品加工工場の調理用器具や

床（オプションアクセサリーの使用が必要），工場の機械設備で日

常的に発生する汚れの洗浄に有効である。

ポンプの故障原因となりやすいバルブを，保持圧の解放機能があ

るオーバーフローバルブに変更し，ポンプへの異物侵入を防ぐフィ

ルターを大型化することにより耐久性が 50%向上した＊1。

ポンプ本体の圧力の損失を防ぐ構造により，吐出圧力が高まり洗

浄力の向上とトリガーを握り続ける必要がない独自のトリガーガン

により，長時間洗浄作業時の疲労軽減を図っている。

※ 1：自社前モデル HD 7/15 C との比較による。

表─ 6　HD�7/15�Mの主な仕様

動力 3相 200 V

吐出水量  （L/h） 700

吐出圧力  （Mpa） 15

最高給水温度  （℃） 60

モーター入力／出力  （kW） 3.8／4.3

電源コード  （m） 5

水道ホース  （m） 10

質量  （kg） 28

寸法（長さ×幅×高さ） （m） 0.455 × 0.40 × 0.70 ※（2） 
※（2）ハンドル

収納時

標準装備品

●高圧ホース 10 m ●トリガーガン
●スプレーランス 0.84 m
●ワンタッチカップリング　●ノズル
チップ固定ホルダー
●ノズルチップ 25 度パワーノズル

価格（税抜き）  （百万円） 0.3

問合せ先：ケルヒャージャパン㈱　業務用製品コールセンター

TEL：045-777-7410

写真─ 6　ケルヒャージャパン　HD�7/15�M　業務用冷水高圧洗浄機
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令和元年度　建設投資見通し

1．はじめに

我が国の建設投資は，社会経済活動・市場動向等に与える影響が

極めて大きい。

このため，国土交通省では，国内建設市場の規模とその構造を明

らかにすることを目的とし，昭和 35 年度から毎年度，建設投資推

計及び建設投資見通しを作成し，「建設投資見通し」として公表し

ている。

2．建設投資見通しの概要

令和元年度の建設投資は，前年度比 3.4％増の 62 兆 9,400 億円

となる見通しである。

令和元年度の建設投資は，前年度比 3.4％増の 62 兆 9,400 億円と

なる見通しである。このうち，政府投資は 21 兆 6,300 億円（前年

度比 4.5％増），民間投資が 41 兆 3,100 億円（前年度比 2.8％増）と

なる見通しである。これを建築・土木別に見ると，建築投資が 41

兆 2,700 億円（前年度比 1.9％増），土木投資が 21 兆 6,700 億円（前

年度比 6.3％増）となる見通しである（表─ 1，図─ 1）。

平成 30 年度の建設投資は，前年度比 0.3％増の 60 兆 8,800 億円

となる見込みである。このうち政府投資は 20 兆 7,000 億円（前年

度比 2.6％減），民間投資は 40 兆 1,800 億円（前年度比 1.9％増）と

見込まれる。建築・土木別に見ると，建築投資が 40 兆 4,900 億円（前

年度比 0.7％増），土木投資が 20 兆 3,900 億円（前年度比 0.3％減）

となる見込みである。

建設投資は，平成 4年度の 84 兆円をピークに減少基調となり，

平成 22 年度には平成 4年度の半分程度にまで減少した。その後，

東日本大震災からの復興等により回復傾向となっている。令和元年

国土交通省　総合政策局　情報政策課　建設経済統計調査室

表─1　令和元年度建設投資（名目値）
  （単位：億円，％）

  年　度

項　目

投　　　　　資　　　　　額 対　前　年　度　伸　び　率
平成 28 年度
実績

29 年度
見込み

30 年度
見込み

令和元年度
見通し 平成 28 年度 29 年度 30 年度 令和元年度

総　　計 587,399  606,800  608,800  629,400  3.7 3.3 0.3 3.4
建　　　築 383,061  402,200  404,900  412,700  3.3 5.0 0.7 1.9
  住　　　宅 172,209 174,500 174,700 179,600 4.5 1.3 0.1 2.8
  政　　府 7,583 6,100 5,500 5,700 ▲ 4.0 ▲ 19.6 ▲ 9.8 4.7 注 2

  民　　間 164,626 168,400 169,200 173,900 4.9 2.3 0.5 2.8 注 2

  非　住　宅 137,223 151,600 155,000 157,300 4.9 10.5 2.2 1.5
  政　　府 34,795 37,300 37,300 39,100 ▲ 0.3 7.2 0.0 4.7 注 2

  民　　間 102,428 114,300 117,700 118,200 6.8 11.6 3.0 0.4
リフォーム・リニューアル 73,629 76,100 75,200 75,800 ▲ 2.2 3.4 ▲ 1.2 0.8
  政　　府 13,433 13,200 13,400 13,600 1.1 ▲ 1.7 1.5 1.5
  民　　間 60,196 62,900 61,800 62,200 ▲ 2.9 4.5 ▲ 1.7 0.6
土　　　木 204,338  204,600  203,900  216,700  4.5 0.1 ▲ 0.3 6.3
  政　　　府 154,051 156,000 150,800 157,900 5.5 1.3 ▲ 3.3 4.7
  公共事業 128,986 133,300 128,400 134,400 7.9 3.3 ▲ 3.7 4.7 注 2

  そ の 他 25,065 22,700 22,400 23,500 ▲ 5.1 ▲ 9.4 ▲ 1.3 4.7 注 2

民　　　間 50,287 48,600 53,100 58,800 1.4 ▲ 3.4 9.3 10.7

再
　
掲

政　　府 209,862 212,600 207,000 216,300 3.9 1.3 ▲ 2.6 4.5
民　　間 377,537 394,200 401,800 413,100 3.6 4.4 1.9 2.8
民間非住宅建設注1 152,715  162,900  170,800  177,000  5.0 6.7 4.8 3.6

（注） 1．民間非住宅建設＝民間非住宅建築投資＋民間土木投資
  2． 令和元年度の伸び率は，平成 31 年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成 31 年 1 月 28 日閣議決定）及び

令和元年度内閣府年央試算（令和元年 7月 29 日）の公的固定資本形成及び民間住宅の指標から算定している。
  3．見込み・見通しの投資額は，四捨五入により 100 億円単位にしているため，対前年度伸び率と合わない場合がある。
  4．▲はマイナス。
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　（注）　1.　現在公表されている国内総生産には，建築物リフォーム・リニューアル投資額は含まれていないため，こ
こでの比率は建築物リフォーム・リニューアル投資額分を除いた建設投資額で算出している。

2.　図－２の平成 29，30 年度は見込み額，令和元年度は見通し額から算出している。

図─ 2　建設投資の国内総生産に占める比率

度の建設投資については，平成 30 年度の補正予算等に係る政府建

設投資が見込まれること等から，総額として 62 兆 9,400 億円とな

る見通しである。

3．国内総生産と建設投資の関係

令和元年度の建設投資が国内総生産に占める比率は，9.8％と

なる見通しである。

国内総生産に占める建設投資の比率は，昭和 50 年頃は 20％以上

あったが，その後，減少傾向となった。昭和 61 年度から平成 2年

度にかけて一時増加したものの，その後再び減少基調となった。近

年では，約 10%程度で推移している（図─ 2，3）。

4．建設投資の構成と推移

（1）建設投資の構成と推移

令和元年度建設投資見通しにおける建設投資の構成を見ると，

政府土木投資と民間建築投資の合計が全体の 82％を占めている。

令和元年度の建設投資の構成を見ると，民間投資が 66％，政府

投資が 34％である。

民間投資のうち住宅，非住宅及びリフォーム・リニューアル投資

を合わせた建築投資が全体の 57％を占めている。政府投資は土木

投資が全体の 25％を占めており，この両者で建設投資全体の 82％

を占めている（図─ 4，5）。

図─ 1　建設投資額（名目値）の推移
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　（注）　平成 27 年度から建築物リフォーム・リニューアル投資額を計上している。
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図─ 3　国内総支出と建設投資の関係（平成 29年度）
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（注） 計数はそれぞれ四捨五入しているため合計と必ずしも一致しない。

図─ 4　令和元年度�建設投資の構成（名目値）
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図─ 5　政府・民間別構成比の推移
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表─ 2　新設住宅着工戸数と伸び率の推移

【着工戸数】 （単位：戸）
総　　計 持　　家 貸　　家 給　　与 分　　譲

年　　度

平成 27 年度 920,537 284,441 383,678 5,832 246,586
平成 28 年度 974,137 291,783 427,275 5,793 249,286
平成 29 年度 946,396 282,111 410,355 5,435 248,495
平成 30 年度 952,936 287,710 390,093 7,958 267,175

【伸び率：前年同期比】 （単位：％）
総　　計 持　　家 貸　　家 給　　与 分　　譲

年　　度

平成 27 年度 4.6 2.2 7.1 ▲ 25.9 4.5
平成 28 年度 5.8 2.6 11.4 ▲ 0.7 1.1
平成 29 年度 ▲ 2.8 ▲ 3.3 ▲ 4.0 ▲ 6.2 ▲ 0.3
平成 30 年度 0.7 2.0 ▲ 4.9 46.4 7.5

（注）  1．「住宅着工統計」（国土交通省）による。
  2．▲はマイナス。

（2）建築・土木別構成比の推移

令和元年度の建設投資は，建築投資が 66％で，土木投資が

34％となる見通しである。

建築と土木との構成比については，平成 10 年度以降，建築投資

が増加する一方で政府土木投資が減少し，建築投資の占める比率が

平成 18 年度には 60％となった。

その後，一時的に土木投資が増加したが，近年は建築投資の占め

る比率が高まる傾向にあり，建築投資が 60％台，土木投資が 30％

台で推移している（図─ 6）。

（3）政府建設投資の動向

令和元年度の政府建設投資は，前年度比 4.5％増の 21 兆 6,300

億円となる見通しである。

令和元年度は，前年度比 4.5％増加し，21 兆 6,300 億円となる見

通しである。

平成 30 年度は，前年度比 2.6％減少し，20 兆 7,000 億円となる見

込みである。

※ 令和元年度の伸び率は，平成 31 年度の経済見通しと経済財政運

営の基本的態度（平成 31 年 1 月 28 日閣議決定）及び令和元年度

内閣府年央試算（令和元年 7月 29 日）の公的固定資本形成の指

標から算定している。

（4）住宅投資の動向

令和元年度の住宅投資は，前年度比 2.8％増の 17 兆 9,600 億円

となる見通しである。

令和元年度の民間住宅投資は，前年度比 2.8％増の 17 兆 3,900 億

円となる見通しである。また，政府住宅投資を合わせた令和元年度

の住宅投資全体では，前年度比 2.8％増の 17 兆 9,600 億円となる見

通しである。

（参考）

平成 30 年度の新設住宅着工戸数は，前年度比 0.7％増の 95.3 万

戸であった。利用関係別に見ると，持家は 28.8 万戸（前年度比 2.0％

増），貸家は 39.0 万戸（前年度比 4.9％減），給与住宅は 0.8 万戸（前

年度比 46.4％増），分譲住宅は 26.7 万戸（前年度比 7.5％増）となっ

ている（表─ 2）。

図─ 6　建築・土木別構成比の推移
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※ 令和元年度の伸び率は，平成 31 年度の経済見通しと経済財政運

営の基本的態度（平成 31 年 1 月 28 日閣議決定）及び令和元年度

内閣府年央試算（令和元年 7月 29 日）の民間住宅の指標から算

定している。

（5）建築物リフォーム・リニューアル投資の動向

令和元年度の建築物リフォーム・リニューアル投資は，前年度

比 0.8％増の 7兆 5,800 億円となる見通しである。

令和元年度の民間建築物リフォーム・リニューアル投資は，前年

度比 0.6％増の 6 兆 2,200 億円となる見通しである。また，政府建

築物リフォーム・リニューアル投資を合わせた令和元年度の建築物

リフォーム・リニューアル投資全体では，前年度比 0.8％増の 7兆

5,800 億円となる見通しである。

建築物リフォーム・リニューアル投資は，建築投資全体に対し約

20％を占めている（図─ 7）。

（6）民間非住宅建設投資（建築＋土木）の動向

令和元年度の民間非住宅建設投資（民間非住宅建築及び民間土

木）は，前年度比 3.6％増の 17 兆 7,000 億円となる見通しである。

令和元年度の民間非住宅建築投資は，前年度比 0.4％増の 11 兆

表─ 3　民間非住宅建設投資額（名目値）と伸び率の推移

【投資額】   （単位：億円）　

民間非住宅建築 民間土木
合計

（民間非住宅建設投資）
平成 27 年度　　　 　 95,919 49,591 145,510
平成 28 年度　　　 　 102,428 50,287 152,715
平成 29 年度（見込み） 114,300 48,600 162,900
平成 30 年度（見込み） 117,700 53,100 170,800
令和元年度（見通し） 118,200 58,800 177,000

【伸び率：前年比】  （単位：％）

民間非住宅建築 民間土木
合計

（民間非住宅建設投資）
平成 27 年度　　　 　 4.7 2.3 3.9
平成 28 年度　　　 　 6.8 1.4 5.0
平成 29 年度（見込み） 11.6 ▲ 3.4 6.7
平成 30 年度（見込み） 3.0 9.3 4.8
令和元年度（見通し） 0.4 10.7 3.6

（注）　▲はマイナス。

図─ 7　住宅・非住宅・建築物リフォーム・リニューアル構成比の推移
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　（注）　1.　平成27年（2015年）産業連関表の建設補修に関する産出額において，「建築物リフォーム・リニューアル調査」
の調査結果を適用し，「維持・修理」及び「改装・改修」に該当する金額を推計し，「改装・改修」につい
ては国内総固定資本形成に計上した。
これまで「建設投資見通し」とは別に，建築物リフォーム・リニューアル投資額を推計していたが，平成
27 年（2015 年）産業連関表に準じ，平成 27 年度から建設投資額として計上している。

2.　「建築物リフォーム・リニューアル」とは，既存建築物の増築，一部改築，改装・改修工事等のことであり，
劣化等の維持・修理に加え，従前の建築物の機能や耐久性を高めるものを含む。
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8,200 億円となる見通しである。また，民間土木投資は，前年度比

10.7％増の 5兆 8,800 億円となる見通しである。

これにより，令和元年度の民間非住宅建設投資（民間非住宅建築

及び民間土木）は，前年度比 3.6％増の 17 兆 7,000 億円となる見通

しである。

平成 30 年度の民間非住宅建設投資（民間非住宅建築及び民間土

木）は，前年度比 4.8％増の 17 兆 800 億円となる見込みである。

このうち，民間非住宅建築投資は 11 兆 7,700 億円（前年度比 3.0％

増），民間土木投資は 5兆 3,100 億円（前年度比 9.3％増）となる見

込みである（表─ 3）。

建設投資見通しは，国土交通省のホームページで公表しているの

で参照されたい（https://www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_ 

000850.html）。
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1．はじめに

国土交通省では，建設事業に使用される主要な建設資材の年間需

要量の見通しを公表することにより，建設資材の安定的な確保を図

り，円滑に建設事業を推進することを目的として，昭和 51 年度よ

り「主要建設資材需要見通し」を毎年公表している。

本稿では，令和元年 8月 26 日に公表した「令和元年度主要建設

資材需要見通し」の概要を報告する。

2．対象建設資材

令和元年度主要建設資材需要見通しでは，「①セメント」，「②生

コンクリート」，「③骨材，砕石」，「④木材」，「⑤普通鋼鋼材，形鋼，

小形棒鋼」および「⑥アスファルト」の 6資材 9品目を対象とする。

3．需要見通し推計方法

令和元年度の主要建設資材の需要見通しは，「令和元年度建設投

資見通し（国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室　

令和元年 8月 13 日公表）」の建築（住宅，非住宅），土木（政府，

民間）等の項目ごとの建設投資見通し額（建築物リフォーム・リ

ニューアル投資除く）に，建設資材ごとの原単位（工事費 100 万円

当たりの建設資材需要量）を乗じ，さらに各建設資材の需要実績等

を考慮して，令和元年度の主要な建設資材の国内需要の推計を行っ

た。

4．令和元年度主要建設資材需要見通し

（1）概況（平成 30年度および令和元年度）

平成 30 年度の主要建設資材の需要量実績は，同年度の建設投資

見込み（名目値）が前年度比 0.5％の増加で，うち建築部門は 1.1％

の増加，土木部門は 0.3％の減少となり，平成 29 年度の実績値と比

べて木材は減少となったが，その他の資材は増加となった。

令和元年度の主要建設資材の需要見通しは，同年度の建設投資見

通し（名目値）が前年度比 3.7％の増加で，うち建築部門は 2.2％の

増加，土木部門は 6.3％の増加と見通されていることから，全ての

資材において昨年度実績値と比べて増加と見通される（建築リ

フォーム・リフォームリニューアル投資を除く）。

令和元年度主要建設資材需要見通しは，図─ 1および表─ 1の

とおりである。

（2）主要建設資材の需要見通し

①セメント，②生コンクリート

平成 30 年度における需要量実績は，セメントが前年度比 1.7％増

加の 4,259 万 t，生コンクリートが前年度比 2.1％増加の 8,548 万 m3

であった。令和元年度については，セメントが前年度比 3.3％増加

の 4,400 万 t，生コンクリートが前年度比 2.9％増加の 8,800 万 m3

と見通される。

③骨材，砕石

平成 30 年度における需要量実績は，骨材が前年度比 1.7％増加の

23,957 万 m3，砕石が前年度比 1.7％増加の 11,858 万 m3 となると推

図─ 1　令和元年度の主要建設資材需要見通し
（注）棒グラフは，平成 30 年度の実績値（骨材は推計値）と令和元年度見通し値との対比です。
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計される。令和元年度については，骨材が前年度比 3.1％増加の

24,700万m3，砕石が前年度比2.9％増加の12,200万m3と見通される。

④木　　材

平成 30 年度における需要量実績は，前年度比 1.1％減少の 919 万

m3 であった。令和元年度については，前年度比 3.4％増加の 950 万

m3 と見通される。

⑤普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼

平成 30 年度における需要量実績は，普通鋼鋼材が前年度比 0.8％

増加の 2,091 万 t，うち形鋼が前年度比 0.4％増加の 478 万 t，小形

棒鋼は前年度比 3.3％増加の 736 万 t となると推計される。令和元

年度については，普通鋼鋼材が前年度比 2.3％増加の 2,140 万 t，う

ち形鋼が 0.4％増加の 480 万 t，小形棒鋼が 1.9％増加の 750 万 t と

見通される。

⑥アスファルト

平成 30 年度における需要量実績は，前年度比 0.3％増加の 124 万

t であった。令和元年度については，前年度比 4.7％増加の 130 万 t

と見通される。

5．主要建設資材需要量の推移

主要建設資材の国内需要量推移を表─ 2および図─ 2に示す。

各主要建設資材の需要量実績，需要見通しの対象は，次の（1）～（8）

のとおりである。

（1）セメント

国内メーカーの国内販売量に海外メーカーからの輸入量を加えた

販売等の量を対象としている。「内需量」＝「国内販売量」＋「輸入量」。

なお，表─ 2および図─ 2の平成 30 年度までは実績値で，（一社）

セメント協会の「セメント需給実績」の値を用いている。

（2）生コンクリート

全国生コンクリート工業組合連合会組合員工場の出荷量とその他

の工場の推定出荷量とを加えた出荷量を対象としている。「出荷量」

＝「組合員工場出荷量」＋「その他工場推定出荷量」。

なお，表─ 2および図─ 2の平成 30 年度までは実績値で，全国

生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会の「出荷実績の推

移」の値を用いている。

（3）骨材

国内における供給量を対象としており，輸入骨材も含んでいる。

なお，表─ 2および図─ 2の平成 28 年度までは実績値で，経済

産業省の「骨材需給表」をもとに算出した値である。平成 29 年度，

平成 30 年度は推計値で，経済産業省の「砕石等統計年報」「砕石等

統計四半期報」「骨材需給表」をもとに算出した値である。

（4）砕石

メーカーの国内向け出荷量を対象としている。

なお，表─ 2および図─ 2の平成 29 年度までは実績値で，経済

産業省の「砕石等統計年報」「砕石等統計四半期報」をもとに算出

した値である。

表─ 1　主要建設資材の需要量実績値および推計値

資材名称 単　位
需　　要　　量 伸　び　率

H29 年度
実績値

H30 年度
実績値

令和元年度
見通し

H30/H29 R1/H30

セメント 万 t 4,188  4,259  4,400  1.7％ 3.3％
生コンクリート 万m3 8,370  8,548  8,800  2.1％ 2.9％
骨　材 〃 23,568  23,957  24,700  1.7％ 3.1％

砕　石 〃 11,665  11,858  12,200  1.7％ 2.9％
木　材 〃 929  919  950  －1.1％ 3.4％
普通鋼鋼材 万 t 2,075  2,091  2,140  0.8％ 2.3％

形　鋼 〃 476  478  480  0.4％ 0.4％
小形棒鋼 〃 713  736  750  3.3％ 1.9％

アスファルト 〃 124  124  130  0.3％ 4.7％
（注）1． 本見通しは，「令和元年度建設投資見通し（国土交通省総合政策局 情報政策課 建設経済統計調査室 令和元年 8月 13

日公表）」をもとに推計したものである。
　　 2． 各資材の対象は，セメントは〔内需量〕，生コンクリート，砕石は〔出荷量〕，木材は〔製材品出荷量〕，骨材は〔供給量〕，

普通鋼鋼材，形鋼は〔建設向け受注量〕，小形棒鋼は〔建設向け出荷量〕，アスファルトは〔建設向け等内需量〕。
　　 3． 本見通しの有効数字は，セメントは〔100 万 t〕，生コンクリート，骨材および砕石は〔100 万 m3〕，木材は〔25 万

m3〕，普通鋼鋼材，形鋼および小形棒鋼は〔10 万 t〕，アスファルトは〔5万 t〕。
　　 4． 平成 29 年度需要量のうち，骨材，平成 30 年度需要量のうち，骨材，砕石，小形棒鋼は推計値を使用しているため，

見込み値（イタリック体）。   
その他の資材については実績値。



102 建設機械施工 Vol.71　No.10　October　2019
表
─
2　
主
要
建
設
資
材
の
国
内
需
要
量
実
績
の
推
移

国
土
交
通
省
 土
地
・
建
設
産
業
局
 建
設
市
場
整
備
課

令
和
元
年
8
月
26
日
 現
在

セ
メ
ン
ト
（
内
需
量
）
生
コ
ン
ク
リ
ー
ト

（
出
荷
量
）

骨
材
（
供
給
量
）

木
材 （
製
材
品
出
荷
量
）
普
通
鋼
鋼
材
（
建
設
向
け
受
注
量
）

ア
ス
フ
ァ
ル
ト

（
建
設
向
け
等
内
需
量
）

砕
石
（
出
荷
量
）

形
鋼

（
建
設
向
け
受
注
量
）

小
形
棒
鋼

（
建
設
向
け
出
荷
量
）

千
t

前
年
度
比

（
％
）

千
m
3
前
年
度
比

（
％
）

千
m
3
前
年
度
比

（
％
）

千
m
3
前
年
度
比

（
％
）

千
m
3
前
年
度
比

（
％
）

千
t

前
年
度
比

（
％
）

千
t

前
年
度
比

（
％
）

千
t

前
年
度
比

（
％
）

千
t

前
年
度
比

（
％
）

平
成
 7
年
度

80
,37
7

0.8
17
5,7
23

▲
0.0

53
0,6
25

▲
0.4

25
8,8
75

▲
0.4

23
,88
0

▲
6.7

28
,66
7

2.8
7,2
26

1.2
11
,98
8

1.3
4,2
43

▲
2.7

平
成
 8
年
度

82
,41
7

2.5
18
0,2
56

2.6
53
8,7
50

1.5
27
5,1
25

6.3
24
,39
5

2.2
30
,65
9

6.9
8,1
14

12
.3

11
,83
6

▲
1.3

4,2
66

0.5
平
成
 9
年
度

76
,57
3

▲
7.1

16
7,2
92

▲
7.2

51
2,5
00

▲
4.9

25
3,2
50

▲
8.0

21
,10
3
▲
13
.5

28
,64
2

▲
6.6

7,3
03

▲
10
.0

11
,37
3

▲
3.9

4,1
17

▲
3.5

平
成
10
年
度

70
,71
9

▲
7.6

15
3,3
08

▲
8.4

45
9,3
75

▲
10
.4
22
8,6
88

▲
9.7

18
,92
4
▲
10
.3

25
,71
5
▲
10
.2

6,3
99

▲
12
.4

10
,55
4

▲
7.2

3,7
77

▲
8.3

平
成
11
年
度

71
,51
5

1.1
15
1,1
67

▲
1.4

45
5,6
25

▲
0.8

22
2,4
38

▲
2.7

18
,39
6

▲
2.8

26
,86
3

4.5
6,7
04

4.8
10
,72
6

1.6
3,8
23

1.2
平
成
12
年
度

71
,43
5

▲
0.1

14
9,4
83

▲
1.1

45
8,7
50

0.7
21
9,1
56

▲
1.5

17
,28
2

▲
6.1

28
,02
4

4.3
6,8
96

2.9
11
,00
1

2.6
3,8
04

▲
0.5

平
成
13
年
度

67
,81
1

▲
5.1

13
9,5
88

▲
6.6

46
6,2
50

1.6
20
9,0
89

▲
4.6

15
,19
6
▲
12
.1

26
,00
4

▲
7.2

6,0
11

▲
12
.8

10
,69
5

▲
2.8

3,5
80

▲
5.9

平
成
14
年
度

63
,51
4

▲
6.3

13
1,4
13

▲
5.9

44
2,5
00

▲
5.1

19
1,5
03

▲
8.4

14
,27
0

▲
6.1

25
,82
8

▲
0.7

5,6
15

▲
6.6

10
,70
0

0.0
3,3
66

▲
6.0

平
成
15
年
度

59
,68
7

▲
6.0

12
3,7
35

▲
5.8

41
4,2
37

▲
6.4

17
9,2
69

▲
6.4

14
,04
2

▲
1.6

25
,17
7

▲
2.5

5,7
04

1.6
9,8
27

▲
8.2

3,2
29

▲
4.1

平
成
16
年
度

57
,56
9

▲
3.5

11
8,9
82

▲
3.8

36
8,7
50

▲
11
.0
16
5,2
65

▲
7.8

13
,44
6

▲
4.2

25
,06
6

▲
0.4

5,6
23

▲
1.4

9,7
25

▲
1.0

3,0
14

▲
6.7

平
成
17
年
度

59
,08
9

2.6
12
1,5
49

2.2
34
3,1
30

▲
6.9

16
4,2
19

▲
0.6

13
,16
1

▲
2.1

24
,70
3

▲
1.4

5,6
59

0.6
10
,08
9

3.7
2,4
78

▲
17
.8

平
成
18
年
度

58
,98
5

▲
0.2

12
1,9
03

0.3
34
0,0
00

▲
0.9

16
6,4
72

1.4
12
,79
1

▲
2.8

25
,78
1

4.4
5,9
26

4.7
10
,99
1

8.9
2,4
00

▲
3.1

平
成
19
年
度

55
,50
6

▲
5.9

11
1,8
81

▲
8.2

31
7,5
00

▲
6.6

15
3,6
16

▲
7.7

11
,91
2

▲
6.9

24
,98
4

▲
3.1

5,6
16

▲
5.2

10
,50
8

▲
4.4

2,3
23

▲
3.2

平
成
20
年
度

50
,08
7

▲
9.8

10
1,0
09

▲
9.7

28
5,0
00

▲
10
.2
13
6,1
05

▲
11
.4

10
,80
9

▲
9.3

21
,24
0
▲
15
.0

4,7
38

▲
15
.6

8,7
22

▲
17
.0

1,8
82

▲
19
.0

平
成
21
年
度

42
,73
2
▲
14
.7

86
,03
0
▲
14
.8
24
3,7
50

▲
14
.5
11
8,6
91

▲
12
.8

9,2
82

▲
14
.1

17
,38
4
▲
18
.2

3,6
96

▲
22
.0

7,3
60

▲
15
.6

2,0
92

11
.2

平
成
22
年
度

41
,61
4

▲
2.6

85
,27
8

▲
0.9

23
7,5
00

▲
2.6

11
7,0
84

▲
1.4

9,4
98

2.3
18
,47
3

6.3
3,7
91

2.6
7,4
50

1.2
1,7
96

▲
14
.2

平
成
23
年
度

42
,65
0

2.5
87
,96
4

3.1
23
3,1
25

▲
1.8

11
6,9
98

▲
0.1

9,2
17

▲
3.0

19
,24
3

4.2
3,9
73

4.8
7,7
59

4.2
1,7
39

▲
3.1

平
成
24
年
度

44
,57
7

4.5
92
,09
8

4.7
23
8,1
30

2.1
12
1,6
70

4.0
9,3
80

1.8
20
,60
4

7.1
4,3
14

8.6
8,2
34

6.1
1,5
66

▲
10
.0

平
成
25
年
度

47
,70
5

7.0
98
,84
9

7.3
25
3,1
30

6.3
12
9,3
90

6.3
10
,23
2

9.1
21
,92
0

6.4
4,8
86

13
.3

8,8
24

7.2
1,4
55

▲
7.1

平
成
26
年
度

45
,55
1

▲
4.5

94
,01
4

▲
4.9

24
8,7
50

▲
1.7

12
4,7
80

▲
3.6

9,2
49

▲
9.6

21
,07
1

▲
3.9

4,5
70

▲
6.5

8,2
89

▲
6.1

1,3
29

▲
8.6

平
成
27
年
度

42
,66
8

▲
6.3

87
,07
7

▲
7.4

23
9,3
75

▲
3.8

11
6,9
70

▲
6.3

9,1
99

▲
0.5

19
,89
7

▲
5.6

4,4
81

▲
1.9

7,6
98

▲
7.1

1,2
88

▲
3.2

平
成
28
年
度

41
,77
7

▲
2.1

83
,91
2

▲
3.6

23
0,0
00

▲
3.
9
11
3,8
43

▲
2.7

9,2
26

0.3
20
,49
3

3.0
4,6
77

4.4
7,2
06

▲
6.4

1,2
70

▲
1.3

平
成
29
年
度

41
,87
6

0.2
83
,70
1

▲
0.3

23
5,
67
6

2.
5

11
6,6
53

2.5
9,2
88

0.7
20
,74
7

1.2
4,7
59

1.8
7,1
25

▲
1.1

1,2
39

▲
2.5

平
成
30
年
度

42
,58
9

1.7
85
,48
1

2.1
23
9,
56
9

1.
7
11
8,
57
9

1.
7

9,1
90

▲
1.1

20
,91
2

0.8
4,7
80

0.4
7,
36
0

3.
3

1,2
42

0.3
（
注
）
1．
各
資
材
の
需
要
量
は
四
捨
五
入
し
て
算
出
し
て
い
る
た
め
，
各
月
の
合
計
と
年
度
計
と
は
一
致
し
な
い
。

　
　
 2
．
前
年
度
比
欄
の
▲
は
マ
イ
ナ
ス
。

　
　
 3
．
 骨
材
は
，
平
成
28
年
度
ま
で
は
実
績
値
，
平
成
29
年
度
，
平
成
30
年
度
は
推
計
値
（
イ
タ
リ
ッ
ク
体
）
で
，  
 経
済
産
業
省
「
砕
石

等
統
計
年
報
」「
砕
石
等
統
計
四
半
期
報
」「
骨
材
需
給
表
」
を
も
と
に
算
出
。

　
　
 4
．
 木
材
の
平
成
23
年
度
実
績
値
に
は
，
東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ
り
，
平
成
23
年
4
月
～
6
月
の
岩
手
県
，
宮
城
県
お
よ
び
福
島
県

分
の
出
荷
量
が
含
ま
れ
て
い
な
い
。

　
　
 5
．
 小
形
棒
鋼
は
，平
成
29
年
度
ま
で
は
実
績
値
，平
成
30
年
度
は
推
計
値
（
イ
タ
リ
ッ
ク
体
）
で
，（
一
社
）
日
本
鉄
鋼
連
盟
の
資
料
の
値
（
国

内
向
け
受
注
総
量
か
ら
国
内
建
設
向
け
受
注
量
を
推
計
し
た
も
の
）お
よ
び
国
土
交
通
省「
主
要
建
設
資
材
月
別
需
要
予
測
」を
も
と
に
算
出
。〈
出
典
〉・
セ
メ
ン
ト
…
（
一
社
）
セ
メ
ン
ト
協
会
（
セ
メ
ン
ト
需
給
実
績
）

　
　
　
・
 木
材
…
農
林
水
産
省
 （
製
材
統
計
）

　
　
　
・
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
…
石
油
連
盟
 （
石
油
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
統
計
月
報
）

　
　
　
・
 生
コ
ン
ク
リ
ー
ト
…
全
国
生
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
業
組
合
連
合
会
 ・
 協
同
組
合
連
合
会
（
出
荷

実
績
の
推
移
）

　
　
　
・
 普
通
鋼
鋼
材
， 
形
鋼
…
（
一
社
）
日
本
鉄
鋼
連
盟
資
料

　
　
　
・
 小
形
棒
鋼
…
 経
済
産
業
省
「
鉄
鋼
需
給
動
態
統
計
調
査
」



103建設機械施工 Vol.71　No.10　October　2019

（5）木材

国内メーカーの製材品出荷量を対象としており，建設向け以外の

量を含んでいる。また，製材用素材として外材を含んでいる。

なお，表─ 2および図─ 2の平成 30 年度までは実績値で，農林

水産省「製材統計」の値を用いている。

（6）普通鋼鋼材 および 形鋼

国内メーカーの国内建設向け受注量を対象としている。

なお，表─ 2および図─ 2の平成 30 年度までは実績値で，（一社）

日本鉄鋼連盟の資料の値（国内向け受注総量から国内建設向け受注

量を推計したもの）を用いている。

（7）小形棒鋼

国内メーカーおよび国内販売業者からの国内建設向け出荷量を対

象としている。ただし，海外メーカーからの輸入量は含まれていない。

なお，表─ 2および図─ 2の平成 29 年度までは実績値で，経済

（注）グラフの見方・ 実線（生コンクリート，骨材，砕石，木材，普通鋼鋼材）については左軸， 点線（セメント，小形棒鋼，形鋼，アスファルト）につい
ては右軸を参照。

・ 平成 30 年度の需要量は，骨材，砕石，小形棒鋼については推計値，その他の資材については実績値。  ただし，木材の平成 22・23 年
度実績値には，東日本大震災の影響により，平成 23 年 2 月～ 6月の岩手県，宮城県および福島県分の出荷量が含まれていない。

・令和元年度の需要量は，見通しの値。

〈資料出所〉　　　○セメント … （一社）セメント協会（セメント需給実績）

○生コンクリート … 全国生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会（出荷実績の推移）

○骨材 … 経済産業省 （骨材需給表）

○砕石 … 経済産業省 （砕石統計年報，砕石等統計四半期報）

○木材 … 農林水産省 （製材統計）

○普通鋼鋼材…（一社）日本鉄鋼連盟資料

○形鋼…（一社）日本鉄鋼連盟資料

○小形棒鋼…経済産業省「鉄鋼需給動態統計調査」

○アスファルト…石油連盟（石油アスファルト統計月報）

図─ 2　主要建設資材需要量の年度推移

令和元年 8月 26 日 現在
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産業省「鉄鋼需給動態統計」の値を用いて算出している。平成 30

年度は経済産業省「鉄鋼需給動態統計」を用いた推計値。

（8）アスファルト

国内メーカーの建設向けストレートアスファルト内需量のうち，

燃焼用および工業用を除いた国内建設向け等内需量を対象としてい

る。「建設向け等内需量」＝「国内建設向け内需量」＋「建設向け輸入

量」。

なお，表─ 2および図─ 2の平成 30 年度までは実績値で，石油

連盟の「石油アスファルト統計月報」の値を用いている。

6．おわりに

「主要建設資材需要見通し」は，国土交通省のホームページ（統

計情報のページ）で公表しているので参照されたい（http://www.

mlit.go.jp/statistics/details/kgyo_list.html）。
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化 
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2012 年 110,000 73,979 14,845 59,133 26,192 4,896 4,933 76,625 33,374 113,146 111,076
2013 年 132,378 89,133 14,681 74,453 31,155 4,660 7,127 90,614 41,463 129,076 120,941
2014 年 139,286 80,477 16,175 64,302 43,103 4,822 10,887 86,537 52,748 138,286 125,978
2015 年 141,240 96,068 19,836 76,235 35,633 4,993 4,546 95,959 45,281 141,461 141,136
2016 年 146,991 99,541 17,618 81,923 38,894 5,247 3,309 98,626 48,366 151,269 134,037
2017 年 147,828 101,211 20,519 80,690 36,650 5,183 4,787 99,312 48,514 165,446 137,220
2018 年 142,169 100,716 24,513 76,207 30,632 8,561 5,799 95,252 46,914 166,043 141,691

2018 年  7 月 9,439 6,656 2,205 4,451 1,445 358 980 6,221 3,217 170,204 9,200
8 月 9,390 6,336 1,863 4,474 2,564 380 109 6,512 2,878 169,495 10,528
9 月 14,917 11,535 2,443 9,092 2,382 444 555 10,589 4,328 169,770 14,265
10 月 8,982 6,236 1,417 4,820 2,029 430 285 6,052 2,930 170,072 9,948
11 月 10,161 7,584 1,656 5,929 1,869 325 383 7,261 2,900 168,450 11,647
12 月 13,271 10,259 2,337 7,922 2,295 394 323 9,283 3,988 166,043 15,551

2019 年  1 月 11,088 7,006 1,799 5,207 2,713 314 1,054 6,304 4,783 166,472 9,832
　2 月 12,055 8,533 1,375 7,158 2,966 382 174 8,339 3,716 165,316 12,640
　3 月 37,732 29,551 3,326 26,225 6,349 426 1,406 29,178 8,554 181,913 21,085
　4 月 8,183 6,409 1,394 5,015 1,282 369 124 4,853 3,331 179,654 9,115
　5 月 7,410 5,107 1,322 3,785 1,588 375 340 4,951 2,459 177,577 9,975
　6 月 11,907 8,683 3,285 5,398 2,583 449 193 8,455 3,453 179,151 13,337
　7 月 11,979 8,579 2,677 5,901 1,943 464 994 8,102 3,878 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 18 年 18 年
7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 19 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6月 7月

総　      　 額 17,343 17,152 18,346 17,416 17,478 21,535 22,923 1,836 2,132 1,932 1,940 1,921 1,925 1,777 1,864 2,397 1,799 1,835 1,705 1,763
海  外  需  要 12,357 10,682 11,949 10,712 10,875 14,912 16,267 1,250 1,525 1,318 1,356 1,353 1,423 1,270 1,292 1,558 1,250 1,245 1,158 1,193
海外需要を除く 4,986 6,470 6,397 6,704 6,603 6,623 6,656 586 607 614 584 568 502 507 572 839 549 590 547 570

（注）2012 ～ 2014 年は年平均で，2015 ～ 2018 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2018 年 7 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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機械部会

■基礎工事用機械技術委員会
月　日：8 月 7 日（水）
出席者：遠藤智委員長ほか 14 名
議　題：①日立建機㈱の技術プレゼン：

ICT 施工（Solution Linkage）につい
て　②各社トピックス：アポロンシス
テム㈱「既存杭引抜工法と埋め戻しに
ついて」の説明，鹿島建設㈱「バイブ
ロ使用時のクレーン作用荷重につい
て」の説明　③建設機械施工 11 月号 
協会 70 周年特集記事の確認　④㈱加
藤製作所 群馬工場 見学会の概要説明

■トンネル機械技術委員会 幹事会
月　日：8 月 26 日（月）
出席者：橘伸一委員長ほか 7 名
議　題：①トンネル工事全般に係わる安

全技術に関するアンケート調査につい
て（回答状況，各回答に対するヒヤリ
ング項目，ヒヤリングスケジュール等）
②技術講演会ついて（講演者の確認等）
③見学会について：シールドトンネル
現場見学会の最終確認，山岳トンネル
現場見学会の詳細内容確認　④ホーム
ページ改訂の件

■コンクリート機械／油脂技術委員会
合同見学会
国道 17 号線 新三国トンネル工事見学
月　日：8 月 29 日（木）
参加者：清水弘之委員長ほか 16 名
見学内容：山岳トンネル工事現場，およ

び使用されたコンクリート機械，その
他建設機械の見学

標準部会

■ ISO/TC 127/SC 2/WG 24土工機械―機
械制御系の機能安全 国際WG会議
月　日：8 月 28 日（水）～ 30 日（金）
出席者：田中国際専門家（コマツ）ほか

22 名
場　所：協会内会議室
議　題：①衝突回避を含む，システムレ

ベルでの自動化における機能安全の考
慮及び戦略　② ISO/DTS 19014-5 に
関する 5 月米国会議及び 7 月オースト
リア会議以降の進捗状況及び次段階の
確 認　 ③ DTS 投 票 ISO/DTS 19014-
5.2「土工機械─機能安全─第 5 部：

標　準　部　会

（2019 年 8 月 1 日～ 31 日）

行 事一覧
パフォーマンスレベルの表」に関する
協議　④今後の会議スケジュール確
認：9 月～ 10 月フランス，11 月英国，
1 月米国，2 月ドイツ

建設業部会

■クレーン安全情報WG

月　日：8 月 1 日（木）
出席者：久松栄一主査ほか 10 名
議　題：①教本改訂に向けての検討（災

害事例報告・改訂に伴う校正作業分担）
②災害事例報告　③その他

レンタル業部会

■コンプライアンス分科会
月　日：8 月 6 日（火）
出席者：平清二郎部会長ほか 14 名
議　題：①基本契約書に関する諸問題の

検討　②各社からの報告書　③その他

各種委員会等

■機関誌編集委員会
月　日：8 月 7 日（水）
出席者：見波潔委員長ほか 24 名
議　題：①令和元年 12 月号（第 838 号）

の計画の審議・検討　②令和 2 年 1 月
号（第 839 号）の編集方針の審議・検
討　③令和元年 8 月号～令和元年 10
月号（第 834 ～ 836 号）の進捗状況報
告・確認

■新工法調査分科会
月　日：8 月 20 日（火）
出席者：石坂仁分科会長ほか 3 名
議　題：①新工法情報の持ち寄り検討　

②新工法紹介データまとめ　③その他
■新機種調査分科会

月　日：8 月 28 日（水）
出席者：江本平分科会長ほか 4 名
議　題：①新機種情報の持ち寄り検討　

②新機種紹介データまとめ　③その他

支部行事一覧

北海道支部

■第 2回施工技術検定委員会
月　日：8 月 26 日（月）
場　所：支部会議室
出席者：伊藤正樹技術部会副部会長ほか

17 名
議　題：建設機械施工技術検定実施試験

の実施要領について

支部行事一覧

■令和元年度第 1回建設技術担い手育成
プロジェクト会議
月　日：8 月 28 日（水）
場　所：かでる 2・7 1040 会議室
出席者：鈴木勇治プロジェクトリーダほ

か 27 名
内　容：①令和元年度 8 月までの活動状

況　②令和元年度今後の計画について
③実施予算計画（中間報告）　④今後
の実施体制について　⑤その他

東北支部

■情報化施工技術委員会 第 2回 幹事会
月　日：8 月 7 日（水）
場　所：東北支部 事務局会議室
出席者：鈴木勇治 情報化施工技術委員

会委員長ほか 12 名
議　題：①人材育成協議会への対応につ

いて　②建設 ICT 総合研修への対応
について　③仙台工科専門学校の出前
授業について　④委員会参画に関する
アンケート　⑤ EE 東北’20 30 周年記
念イベントへの取り組みについて

■ ICT，UAV（i-Construction）基礎技術講
習会（主催：東北土木人材育成協議会）

【座学】
東北地方整備局における i-Construction

の取り組み，各県・仙台市における取
り組み，3 次元測量の概要と留意点（3
次元測量の基礎知識，安全対策，事例
等），ICT 建機，ICT 活用工事の監督・
検査の留意事項，点群ソフト・3D 設
計データ，TS・GNSS 3 次元計測（検
査等現場計測）

【実習】
ICT 建機操作実習に関する概要説明，

ICT建機操作実習，TS・GNSSローバー
計測実習

①青森県会場
【座学】
月　日：8 月 8 日（木）
場　所：青森市 ラ ･ プラス青い森
受講者：79 名

【現場見学】
月　日：8 月 9 日（金）
場　所：五所川原市 五所川原地区河道

掘削工事
受講者：35 名
②秋田県会場

【座学】
月　日：8 月 22 日（木）
場　所：秋田市 秋田県立総合プール 大

会議室
受講者：62 名

【実習】
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月　日：8 月 23 日（金）
場　所：秋田県秋田群五城目町 恋地ス

キー場
受講者：31 名

■建設機械施工技術検定実地試験の新規試
験監督者講習
月　日：8 月 9 日（金）
場　所：東北支部会議室
出席者：阿曽貢貴事務局長ほか 9 名
内　容：実地試験実施要領，出題・採点

基準の説明と打合せ
■建設機械施工技術検定実地試験の試験監
督者事前打合せ
月　日：8 月 21 日（水）
場　所：宮城県仙台市 西尾レントオー

ル㈱ 東北テクノヤード
出席者：阿曽貢貴事務局長ほか 20 名
内　容：実地試験実施要領，出題・採点

基準の説明と打合せ
■建設機械施工技術検定実地試験

月　日：8 月 22（木）～ 27 日（火）
場　所：宮城県仙台市 西尾レントオー

ル㈱ 東北テクノヤード
受験者数： 種別 1 級 2 級 合計
  1 種  62  75 137
  2 種  73 467 540
  3 種   5  17  22
  4 種  52  19  71
  計 192 578 770

北陸支部

■北陸防災連絡会議 幹事会
月　日：8 月 8 日（木）
場　所：北陸地方整備局 4F 共用会議室
議　題：①運営要領の改正案　②受援計

画について（情報提供）　③主な防災・
減災関連施策　④自然災害伝承碑　⑤
台風進路の予想の改善

■建設機械施工技術検定 実施試験
月　日：8 月 23 日（金）～ 25 日（日）
場　所：石川県小松市 コマツ教習所粟

津センタ
受検者：1 級延べ 64 名，2 級延べ 155 名
　　　　内訳　1 種  51 名
　　　　　　　2 種 139 名
　　　　　　　3 種   8 名
　　　　　　　4 種  21 名

■除雪機械管理施工技術講習会 メーカー
講師打合せ
月　日：8 月 29 日（木）
場　所：北陸支部 事務室
出席者：堤事務局長
議　題：①令和元年度 除雪講習会の開

催について　②除雪講習会の実態につ
いて（過去 5 カ年の実態）　③ H30 除

雪講習会アンケート結果について　　
④ H30 除雪講習会受講者の企業数に
ついて　⑤ H30 除雪講習会に使用し
た説明資料比較・改善案

中部支部

■ i-Construction施工講習説明者認定試験
及び更新講習
月　日：8 月 1 日（木）
場　所：愛知県名古屋市中区栄 5-25-25 

MKD ビル 4 階会議室
受験者：9 名
更新講習者：14 名
■建設機械施工技術検定実地試験

月　日：8 月 30 日（金）～ 9 月 2 日（月）
場　所：愛知県刈谷市「住友建機販売㈱

愛知教習センター」
受験者：1 級　延べ受験者 112 名，2 級

延べ受験者 244 名

関西支部

■令和元年度 1･2級建設機械施工技術検
定試験（実地）試験監督者打合せ
月　日：8 月 1 日（木）
場　所：関西支部 会議室
出席者：松本克英事務局長以下 12 名
議　題：①実地試験実施要領について　

②その他
■広報部会

月　日：8 月 2 日（金）
場　所：関西支部 会議室
出席者：河村謙輔広報部会長以下 7 名
議　題：①行事予定　②「JCMA 関西

115 号」について
■令和元年度 1･2級建設機械施工技術検
定試験（実地）試験監督者打合せ
月　日：8 月 7 日（水）
場　所：関西支部 会議室
出席者：松本克英事務局長以下 6 名
議　題：①実地試験実施要領について

②その他
■建設用電気設備特別専門委員会（第 454

回）
日　時：8 月 8 日（木）
場　所：中央電気倶楽部 会議室
議　題：①「JEM-TR121 建設工事用電

機設備機器点検保守のチェックリス
ト」見直し検討　②その他

■令和元年度施工技術報告会第 1回幹事
会
月　日：8 月 20 日（火）
場　所：関西支部 会議室
出席者：松本克英事務局長以下 9 名
議　題：① H30 精算報告書　②令和元

年度施工技術報告会運営要領　③令和
元年度講演募集会告文　④令和元年度
予算（案）

■意見交換会事前打合せ
月　日：8 月 22 日（木）
場　所：エル・おおさか
出席者：松本克英事務局長以下 27 名
議　題：意見交換会事前打合せ

中国支部

■第 2回開発普及部会
月　日：8 月 1 日（木）
場　所：中国支部 事務所
出席者：飯國卓夫部会長ほか 5 名
議　題：①令和元年度部会事業活動の実

施について　②その他懸案事項
■情報化施工技術研究会（i-Construction

研究会）
月　日：8 月 5 日（月）
場　所：IG 石田学園ビル会議室
参加者：27 名
議　題：①講話 中国地方建設現場の生

産性向上について…中国地方整備局企
画部 担当官　②事例紹介 施工技術部
会　③意見（情報）交換等　④まとめ 
施工技術部会

■第 1回広報部会
月　日：8 月 6 日（火）
場　所：中国支部 事務所
出席者：錦織豊部会長ほか 3 名
議　題：①広報誌（CMnavi）52 号の発

行と 53 号の編集について　②支部
ホームページの管理について　③支部
広報活動について　④その他懸案事項

■ 1・2級建設機械施工技術検定実地試験
月　日：8 月 24 日（土）～ 26 日（月）
場　所：大竹市晴海地先（大竹晴海商業

施設等用地）
受検者：1 級 45 名，2 級 188 名

（1 種 28，2 種 169，3 種 7，4 種 29）

四国支部

■令和元年度 1・2級建設機械施工技術検
定【学科】試験 合格発表
月　日：8 月 1 日（木）
場　所：支部事務局
対象者：試験地【高松市】分のみ
■令和元年度建設機械施工技術検定【実地】
試験監督打合せ会議
月　日：8 月 28 日（水）
場　所：建設クリエイトビル（高松市）
参加者：小松修夫総括試験監督者ほか 6

名参加
議　題：R1 実地試験の実施要領と注意
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事項について

九州支部

■試験監督者説明会
月　日：8 月 21 日（水）
場　所：リファレンス駅東ビル 3 階 H5

会議室
出席者：試験監督者 15 名

議　題：試験実施要領等の確認
■企画委員会

月　日：8 月 21 日（水）
場　所：リファレンス駅東ビル 3 階 H5

会議室
出席者：原尻克己企画委員長ほか 10 名
議　題：①建設機械技術検定試験につい

て　②機械設備関係会員との意見交換
会開催について　③その他

■試験監督者説明会
月　日：8 月 26 日（月）
場　所：コマツ教習所㈱九州センタ
出席者：試験監督者 10 名
議　題：試験実施要領等の確認
■建設機械施工技術検定試験（実地試験）

月　日：8 月 27 日（火）～ 9 月 4 日（水）
場　所：コマツ教習所㈱九州センタ
受験者：1 級 197 名，2 級 580 名
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本誌 10 月号を編集中に東京 2020
オリンピック・パラリンピック競技
大会開幕まで，1年を切りました。
1964 年東京大会のとき，小生は，
小学 1年生で，重量挙げや体操，柔
道，レスリング，バレーボールなど
の競技での日本選手の活躍に興奮
し，閉会式で異なる国々の選手が腕
を組んで和気あいあいと入場行進す
る光景に感動するとともに，オリン
ピックが平和の祭典であることを深
く印象付けられました。
来年の大会が，どのような興奮と
感動をもたらしてくれるのか，今か
ら開幕を待ち遠しく感じています。
さて，今月号は「防災・災害対応・
復旧・復興・国土強靭化」特集です。
今年は 9月中旬時点で激甚災害に
指定されたのは，台風 3号 ･5 号の
1件，激甚災害指定見込みが台風 10
号 ･13 号・15 号の 1 件ですが，昨
年は，平成 30 年 7 月豪雨，台風 19
号 ･20 号 ･21 号，北海道胆振東部地
震，台風 24 号など多くの激甚災害
が発生しました。
特に 7月豪雨では，広島県と愛媛
県を中心に広域にわたり土砂災害が

多発し，その発生件数は通常の国内
1 年分の約 2.5 倍となる 2,581 件に
達し，死者 224 名，家屋全壊 6,758
棟などの甚大な被害が発生しまし
た。
そこで本号では，巻頭言を広島大
学大学院の海堀先生に土砂災害対策
についての提言を執筆していただき
ました。
また，国土交通省の行政情報では，
昨年の土砂災害発生状況とその対応
について紹介していただいていま
す。
技術報文としては，九州地方整備
局のVR技術を用いた災害情報の共
有，国土技術政策総合研究所の SIP
開発成果である線状降水帯自動抽出
システムやリアルタイム浸水予測シ
ステム，および協会会員等の防災・
減災・災害対応・災害復旧・復興な
どの取組みについて紹介していま
す。
本号が当協会関係者の今後の防
災・減災活動に少しでも役立つこと
があれば幸いです。
最後になりましたが，ご多忙中に
もかかわらずご執筆頂いた著者の皆
様に深く御礼申し上げます。
  （斉藤・赤坂）

11 月号「協会 70周年特集」予告
・インタビュー「これからの建設機械施工について」
・活動を支えて頂いた方からの寄稿　
・各部会活動の歩みと今後の展開
・建設機械施工技術の移り変わり
・建設施工技術の研究・開発への取り組み　他
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　　　　〒 103-0013　東京都中央区日本橋人形町 2-21-5　井手口ビル 4F　TEL：03-3664-0118　FAX：03-3664-0138
　　　　E-mail：san-mich@zam.att.ne.jp　担当：田中

【年間購読ご希望の方】
①お近くの書店でのお申込み・お取り寄せ可能です。　②協会本部へお申し込みの場合「図
書購入申込書」に以下事項をもれなく記入のうえFAXにて協会本部へお申込み下さい。
…官公庁／会社名，所属部課名，担当者氏名，住所，TELおよび FAX
年間購読料（12冊）　9,408円（税・送料込）
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渡邊　和夫

編集委員長
見波　　潔　村本建設㈱

編集委員
小櫃　基住　国土交通省
竹迫　勝久　農林水産省
瀧本　順治　（独）鉄道・運輸機構
岡本　直樹　  （一社）日本機械土工協会
穴井　秀和　鹿島建設㈱
赤坂　　茂　大成建設㈱
宇野　昌利　清水建設㈱
玉記　　聡　㈱大林組
内藤　　陽　㈱竹中工務店
宮川　克己　㈱熊谷組
松本　清志　㈱奥村組
京免　継彦　佐藤工業㈱
竹田　茂嗣　鉄建建設㈱
松澤　　享　五洋建設㈱
飯田　　宏　東亜建設工業㈱
鈴木　貴博　日本国土開発㈱
斉藤　　徹　㈱NIPPO
中川　　明　コマツ
山本　茂太　キャタピラージャパン
花川　和吉　日立建機㈱
上田　哲司　コベルコ建機㈱
石倉　武久　住友建機㈱
新井　雅利　㈱加藤製作所
村上　　進　古河ロックドリル㈱
山下純一郎　㈱前田製作所
太田　正志　施工技術総合研究所

事務局
（一社）日本建設機械施工協会



― 後付1 ―

16902299_建設の施工広告10月号CS6.indd   1 19/10/01   16:50



― 後付3 ―― 後付2 ―

16902299_建設の施工広告10月号CS6.indd   2 19/10/01   16:50



― 後付3 ―― 後付2 ―

16902299_建設の施工広告10月号CS6.indd   3 19/10/01   16:50



― 後付5 ―― 後付4 ―

16902299_建設の施工広告10月号CS6.indd   4 19/10/01   16:50



― 後付5 ―― 後付4 ―

16902299_建設の施工広告10月号CS6.indd   5 19/10/01   16:50



― 後付6 ―

16902299_建設の施工広告10月号CS6.indd   6 19/10/01   16:50



背 5mm表 2 表 3

16902299 日本建設機械10月_表2-3.indd   すべてのページ 2019/10/01   10:03



　
」
工
施
械
機
設
建
「

  

価
定

 

）
別
税
（
円
〇
〇
八
体
本

雑誌 03435－10

令和元年 10月 25 日発行 
（毎月 1 回 25 日）通巻836号 

背 5mm表 4

一般社団法人 日本建設機械施工協会

技術報文 ● VR技術を用いた災害情報の共有
● 土砂災害警戒避難のための線状降水帯等の自動抽出システム
● リアルタイム浸水予測情報の活用
● 堤体盛土工事におけるICT建設機械の活用とその課題
● 大規模崩壊斜面における対策工とCIMの実施　他

巻頭言　防災の本質は命を守ること
平成 30 年の土砂災害行政情報 建造物解体現場における高強度繊維織物

を利用した飛散防止シートの開発
投稿論文

● 令和元年度 主要建設資材需要見通し
● 令和元年度 建設投資見通し

統　　計

2019

特集特集

令和元年10月25日発行（毎月1回25日）　Vol.71  No.10 （No.836） ISSN　2187－851Ｘ

一般社団法人

日本建設機械施工協会誌（Journal of JCMA）

建設機械施工建設機械施工
   Vol.71  No.10  October 2019（通巻836号）

熊本地震発生直後
　阿蘇大橋地区土砂崩落直後の現場状況

土留盛土工完了状況（上下2段）
　土留盛土上部進入路工施工中

阿蘇大橋地区斜面対策工事
恒久対策工事

　緩斜面部土留工施工中

2016年4月16日 2017年4月14日 2019年9月19日

防災，災害対応，復旧
復興，国土強靭化
防災，災害対応，復旧
復興，国土強靭化
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